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米中貿易摩擦と中国経済

現在、中国経済は成長する上で大きな
困難に直面している。原因は大きく2つあ
る。第1に、中国国内経済に内部調整の
必要性が生じていること。第2に、米中貿
易摩擦である。
まず、内部調整の必要性の問題につい

て述べる。過去20～30年間、中国は経
済成長を遂げてきたが、新たな段階に入っ
た。過去の成長には3つの動力があった。
第1に、政府が高い成長率を維持するた
めに経済発展を支援する政策を実施した
こと。第2に、外資の導入により、中国が世
界の加工工場となり、外資の大部分が対
外輸出促進に使われたこと。第3に、低コス
トの労働力によって低品質の製品が大量
に加工されたことである。

この3つの動力による急速な経済成長
は、外資や輸出、沿海地域がけん引するこ
とによって成し遂げられたが、中国に地域
格差をもたらし、成長の在り方は大きな調
整を迫られることになった。どのような調整
が必要になったかといえば、第1に、質の
成長、つまりイノベーションの奨励・推進へ
の転換である。過去の成長は環境汚染問
題や地域格差をもたらしたからである。第2
に、さらにレベルの高い成長構造にするた
めに、外資と輸出のけん引に依存する成
長モデルを転換することである。

発展の地域格差は中国の経済発展に
とって不利なので、政府は2年前から質の
高い発展、地域格差の是正、内需拡大を
強調している。つまり、高い成長率は追求
せず、汚染度とエネルギー消費度が高い
構造を調整するようになった。地域格差に
ついては、一連の措置により、中・西部の
発展を促進している。

中国はかつて加工生産、東アジア地域
における生産ネットワークの中心にあり、ア
メリカを中心とする外部市場に依存してい

た。これが貿易不均衡を生じさせた。こ
れにより、トランプ政権発足後、アメリカは
自国中心政策に変更して貿易戦争を発動
し、関税を引き上げた。こうした圧力に加
え、中国にとって新しい競争者の登場もプ
レッシャーとなった。ベトナム、東南アジア、
インドなど労働コストの低い国々である。こ
れらの国 に々比べ、中国は労働コストが高
くなったため、外資はおのずと他国へ移動
して生産するようになった。

こうした内部・外部環境の変化により、構
造的な産業問題、特に沿海地域の労働
集約型輸出加工産業が構造的な失業な
どの困難に直面した。高成長率を目指さな
くなったとはいえ、中国政府は今後の展開
を憂慮している。

ではどうしたら状況を改善できるのか。
2019年の全体的な状況をみると、やはりま
だ良い状況であるといえる。なぜならGDP
成長率の確定値は6.1％で、少なくとも6％
は超えたからである。第4四半期の成長
が緩慢だった点などの傾向をみれば楽観
はできないが、全体的な状況をみると、構
造調整後も1000億ドル余りの外資導入、
1300万人余りの雇用も創出している。特
に重大な変化は、2000年にGDP が1兆
ドルを達成し、その20年後に1人当たりの
GDP が1万ドルになったことである。

中国の経済成長率は実際どれくらいな
のかについては議論があるが、5.5～6％の
見積もりが妥当である、というのが一般的
な見方だ。なぜなら中国はある一定の成
長率を維持する必要があるからだ。中国
の都市化率は60％を超え、雇用問題も解
決しなければならない。また適度な経済成
長は企業の自信につながり、将来のために
投資しようという気になる。

地域の差からみると、中国の南方、広東
省や江蘇省は輸出の影響が大きいとはい

え、全体的にみれば成長を維持しており、
構造調整も進んでいる。中・西部も成長率
が高く、構造的な転換が起こったが、地域
格差の影響が大きい東北地域では改善さ
れていない。

中国の最大の脅威はどこにあるのか。
第1に、債務の問題がある。成長を維持す
るために、政府は投資を拡大し、貨幣政
策を緩め、債務を増加し続けた。また、投
資が生み出す単位あたりの生産量も減少
している。

第2に、雇用問題である。中国は民間企
業が80％を占めているので、民間の加工
輸出企業に悪い影響があると、雇用問題
にも波及する。雇用の全体的な状況は良
いが、民間加工輸出企業の収益性の低
さは憂慮すべきである。一部の部門や地
域、例えば沿海部の中小都市の加工セン
ターは苦しい状況だ。これから十数年かけ
て構造調整していく必要がある。ただ今の
ところ大きな危機はなく、安定的だろうとの
希望をもっている。なぜなら、政府の強い
介入があり、国有銀行による資金貸付の
重要な役割を果たしているからである。

次に、関心を持たれている米中貿易摩
擦について述べる。貿易摩擦の原因はど
こにあるのか。結論からいえば、米中間貿
易が構造的に不均衡の状況にあることに
ある。輸出加工の生産拠点が中国に集中
していることで輸出超過が起こり、アメリカ
では輸入超過が起きて、不均衡が加速し
た。これにより、トランプ政権は保護主義を
とり、関税率を上げたのである。

他方、貿易摩擦には経済的な問題だけ
ではなく、背後に政治的、政策的な問題
がある。アメリカは、中国の経済規模の成
長が速く、自国の競争者、大国になること
を恐れている。経済が拡大すれば、軍事
力も増加する。中国はその軍事力や「一

米中貿易摩擦と中国経済1

中国社会科学院学部委員・山東大学国際問題研究院院長
張蘊嶺

1 本文は2020年2月5～6日に開催が予定され、新型コロナウイルスの影響で延期となった NICE（北東アジア経済発展国際会議および日露エネルギー・環境対話）の基
調講演として、2020年1月20日に収録された録画スピーチをERINA にて書き起こしたものである。
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資や技術に依存していた。次の段階は、
中国自体も技術革新の中心となり、東アジ
ア全域をネットワーク化・デジタル化した新
しい経済がけん引するだろう。

新しい経済構造は省エネルギーで、コス
トも低い。新世代の人工知能、ビッグデー
タ、宇宙技術は一体化した開放地域、開
放世界を創造する。この点からいえば、多
国間で世界全体の開放を継続して進めて
いく必要がある。東アジアは全世界につ
ながっている。中国の対米貿易は減少し
たが、ヨーロッパ、アフリカ、ラテンアメリカ
などとの貿易はすべて増加傾向で、経済
構造は拡大している。今まで構築してきた
地域生産ネットワークを開放し、保護主義
をやめ、二大経済体である中国とインド、
ASEANなどとの自由貿易圏、経済機能
体を構築し、開放することで経済的効果を
実現させていく。
とはいえ、いまは2つの問題に注目すべ

きだ。成長の均衡と社会収入の分配であ
る。地域の発展過程においても、この点に
目を向ける必要がある。中国が「一帯一
路」を中心とする新しい成長方式を強調
するのはこのためである。中国が豊かにな
るためには、開放政策よりもまず国家の交
通インフラ建設を進めていく必要がある。
過去の市場開放、外資利用、加工輸出な
どの成長モデルを転換し、地域がより均衡
して成長できるように協力政策を実施する
よう目指さなくてはならない。つまり、開発・
協力・発展の総合的な環境の構築に注目
していくべきで、一気にゼロ関税、ゼロ障
壁の実施を必ずしも目指さない。今後1、2
年、中国の地域経済はいくつかの不安定
な局面に直面するであろうが、成長し続け
るということを私は確信している。

なぜなら日中経済関係に大きな変化が
あったからである。中国はかつて日本の市
場に過度に依存してきたが、現在では日本
が中国の経済に依存している。中国は内
需によるけん引力が2019年には60％にも
達した。こうした構造調整は多くの矛盾も
生み出している。特に中小の民間企業は
困難に陥っている。大企業と異なり全面的
な調整が必要だからだ。中国は民間部門
への貸付や経済環境の保証などの支援
政策を打ち出しているが、企業にとっては
まだ不十分だ。

帯一路」を含む多くの面で世界の他の国
や地域への影響力を増している。つまり、
中国を制限しないとアメリカは損をすると考
えられている。例えば、科学技術の面でも
ファーウェイの規制など、中国の発展空間
を狭めようとしている。

米中貿易摩擦はどのように解決に導い
たら良いのだろうか。この問題を短期間で
徹底的に解決することは不可能だと思わ
れる。ただ、米中両国ともに、一国主義で
は貿易摩擦を解決することはできず、交渉
するしかないことを認識していることは評
価できる。

1月15日、米中間の第1段階の交渉が行
われて協定が結ばれ、第2段階の交渉に
入った。交渉では貿易不均衡の問題が言
及され、アメリカは中国に農産品の輸入を
迫った。制度的な摩擦もある。アメリカは、
中国が制度を改革する約束を守らないと
認識している。一方、中国は交渉を利用し
て、主体的に制度を改革している部分もあ
る。例えば、協定締結前に、金融・投資
市場の開放を宣言した。中国のこうしたや
り方は長期間続くと思われる。交渉の継続
は評価できる。

他方、サプライチェーンに参与している
日本や韓国にとっても貿易摩擦の影響は
大きい。中国の対米輸出は減少している
が、その他の国 と々の貿易は増加してい
る。輸入は減少したが、輸出は5～6％の
増加率を維持している。しかし、日本経済
は大きな打撃を受けており、企業は中国以
外の他国で移転生産しようにも代わりの場
所を見つけられていない状況にある。台湾
のフォックスコンも生産の拠点をインドに移
転させたが、サプライチェーンなどの環境
整備がなされておらず、その条件を整える
までに十数年はかかるだろう。

では、どうしたらよいのか。まず、アメリカ
との交渉を継続し、アメリカに対し、東アジ
アにおいて一国主義の政策措置をとらな
いように圧力をかけ続けることである。次に
東アジアの自由貿易圏を急いで建設する
ことである。東アジア地域包括的経済連携
（RCEP）は15カ国で発足することが合意
され、2020年に調印される予定だ。インド
はまだ参加条件を満たしていないので、イ
ンドを除いた15カ国で開放経済圏を先に
建設することが望ましい。

開放経済圏では何をするのか。これま
での輸出加工だけには頼らない、東アジア
域内の成長構造を作り出していく。この合
意を速やかに形成すると同時に、中日韓の
自由貿易圏も形成していく。この交渉も10
年間にわたり行われてきたので、段階的な
成果を出すべきだ。2021年にはRCEPよ
りもさらにハイレベルの政治決定がなされ、
中日韓自由貿易協定文書が完成すること
を希望する。

さらに、中国が環太平洋パートナーシッ
プ協定（TPP）に加入すれば、アメリカに
頼らない発展空間をつくり、地域の成長を
維持することができる。つまり、問題は多く
あるが、地域協力が重要である。ただ、目
的はアメリカの排除ではなく、一国主義で
は貿易不均衡の問題は解決できないと圧
力をかけ続けることである。

周知のように、貿易不均衡はアメリカ国
内の問題である。アメリカ企業の生存戦略
も、コストが低い市場、消費がますます大き
くなる中国のような市場で生産するほうが
有利だ。アメリカは自国の政策を調整し、
国内の地域不均衡のために支出すべき
だ。

中国は東アジアのなかでも経済規模が
大きく、成長し続けている。それにインドが
続き、有史以来はじめて、東アジアに2つの
経済大国をかかえることを経験している。
アメリカはいま経済を先導しているが、潜
在力があるのは東アジアだ。中国の構造
調整下の2019年の成長をみると、ハイテク
部門の成長は8％であり、その速度は全体
の成長率や他の一般製造業よりも著しい。
ハイテク部門、すなわちビッグデータ、通信
などの発展が飛躍的に速く、その技術によ
り電子取引が可能になり、中国人はほぼ
キャッシュレスで生活している。こうした状
況も消費をけん引し、コストを下げている。
まもなくデータ貨幣の発行も推進され、4G、
5Gの技術利用によって、中国は技術革新
の中心となるはずだ。

こうした技術革新、大きな潜在的消費
市場により、東アジア地域のこの先10年
間の中期的な成長率はやはり大きいといえ
る。これまでも東アジア、特に北東アジアの
中国・日本・韓国は世界経済をけん引する
中心だった。中国経済がその大部分を占
めているが、その成長は日本や韓国の投
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米中貿易摩擦と中国経済

で問題を解決していくことが、中国や東ア
ジアにとって重要である。
［中国語スピーチをERINAにて翻訳］

間でこの調整に成功し、大きな危機を迎え
なければ、素晴らしいことだ。米中貿易摩
擦は経済の問題だけではなく、背後に政
治問題があり、簡単に解決ができない。こう
した中では地域協力を強化して、多国間

以上をまとめると、中国経済には次のよう
なモデルチェンジがあった。すなわち、量
から質の発展への転換、外需から内需に
よるけん引の転換、低コスト労働力からイノ
ベーション依存への転換である。もし20年

追　記
　このスピーチ後、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、張蘊嶺氏から下記のコメントをいただいたので追記する。
1. 新型コロナウイルスの流行により、2020年の中国経済は影響を受けるだろう。第1四半期の成長率は5％を下回るまで落ち込み、

通年の成長率は当初予想されていた6％を下回ることが予測される。しかし、経済成長を維持するために、政府は2020年度後
半に貨幣政策および財政政策を含む特別な措置をとるだろう。

2. 新型コロナウイルスの蔓延は地域協力に新しい課題を提起している。東アジア地域は人口が密集しており、各種ウイルスが蔓延
しやすく、深刻なダメージをもたらす恐れがある。地域協力においても、自然災害、伝染病などの非伝統的な安全分野での協力
を強化し、予防と管理の協力メカニズムの構築を重視すべきである。



4ERINA REPORT PLUS

The Chinese economy is now facing great difficulties in sus-
taining growth. There are two main causes. First, there is a need 
for internal adjustment within China’s domestic economy. The 
second is the ongoing trade friction between the United States 
and China. 

First, I will outline the issues behind the necessity for internal 
adjustment. For the past 20 to 30 years, China has achieved eco-
nomic growth, but we have recently entered a new phase. Past 
growth was based on three points. First, the government imple-
mented policies that assisted economic development to maintain 
high growth rates. Second, China became the world’s foremost 
processing plant with the introduction of foreign capital, most of 
which was used to promote foreign exports. Third, low cost la-
bor processed a large volume of low-quality products. 

Rapid economic growth of these three driving forces, powered 
by foreign capital, exports and coastal regions leading the way, 
brought regional disparities to China, which in turn forced the 
need for significant adjustment in the method of achieving 
growth. As for the kind of adjustment needed, the first is quality 
growth, that is to say, a shift towards the encouragement and pro-
motion of innovation. This is because past growth has led to en-
vironmental pollution problems and regional disparities. Second, 
to create a higher-level growth structure, China should transform 
its foreign capital- and export-dependent growth model. 

Since regional disparities in development are disadvantageous 
for China’s economic development, the government has empha-
sized high-quality development, correction of regional dispari-
ties and increased domestic demand for the past two years. In 
other words, the government stopped the pursuit of high growth 
rates and came to adjust structures with a high degree of pollu-
tion and high energy consumption. As for regional disparities, a 
series of measures have been taken to promote the development 
of the Central and Western regions. 

China, once a processing giant and the heart of East Asia’s 
production network, relied on external markets, mainly those in 
the United States. This created a trade imbalance. As a result, af-
ter the Trump administration was inaugurated, the U.S. changed 
to a national protectionist policy, triggering a trade war and an 
increase in tariffs on China. On top of this, the emergence of new 
competitors put China under further pressure. Other countries 
such as Vietnam, Southeast Asia and India offered low labor 
costs. Compared to these countries, labor costs in China have in-
creased, which resulted in the movement of foreign capital to 
other countries for production.

These changes in the internal and external environment have 
led to structural industrial problems in China, especially in la-
bor-intensive export processing industries in coastal regions who 
face difficulties such as structural unemployment. Although it no 
longer seeks high growth rates, the Chinese government is ex-
pressing concerns about future developments. 

So, how can the situation be improved? Looking at the overall 
situation in 2019, conditions are still good. That is because GDP 
growth exceeded at least 6%, with a final figure of 6.1%. It is 
hard to be optimistic about trends such as the slow growth in the 
fourth quarter, but from an overall perspective, structural adjust-
ments have generated more than $100 billion of foreign capital 
and 13 million jobs. Reaching the total economic volume of $1 
trillion in 2000 and a GDP per capita of $10,000 within 20 years 
were significant changes. 

Although China’s actual economic growth rate is under de-
bate, 5.5 to 6% is said to be a reasonable estimate. That is be-
cause China needs to maintain a certain growth rate. Its urban-
ization rate exceeds 60%, and current employment issues must 
be resolved. Also, moderate economic growth is linked to corpo-
rate confidence, influencing its willingness to invest for the fu-
ture. 

As for regional disparities, although Guangdong Province and 
Jiangsu Province in southern China have a large impact on ex-
ports, they maintain overall growth and are making progress in 
structural adjustments. The Central and Western regions also ex-
perienced high growth rates and structural transformation, but 
conditions have not improved in the Northeast region, where the 
impact of regional disparities is most noticeable. 

So, where does the biggest threat to China lay? First, there is 
the problem of debt. To maintain growth, the government ex-
panded its investment, eased its monetary policy, and continued 
to increase its debt. Also, the production volume per unit gener-
ated by the amount invested has been decreasing. 

Second, there is the issue of employment. Since private com-
panies account for 80% of China’s industry, a negative impact on 
private processing exporters can trigger an employment problem. 
Although the overall employment situation is good, the low in-
come of private processing exporters is alarming. Some sectors 
and regions, such as processing centers in small and medium cit-
ies in coastal areas, are facing difficult conditions. It will be nec-
essary to adjust structures over the next ten years. However, with 
no major crisis to this point, there is hope that all will remain 
stable. This is because the government intervenes strongly, and 

The U.S.-China Trade Friction and the Chinese Economy 1

ZHANG Yunling
Professor, Academy Member, Chinese Academy of Social Sciences
President, Institute of International Studies, Shandong University

1 This text was to be delivered as a keynote speech at NICE (Northeast Asia International Conference for Economic Development and Japan-Russia Energy and Environ-
ment Dialogue), scheduled to be held on February 5-6, 2020. Following its postponement due to the influence of the new coronavirus, the speech was recorded on Janu-
ary 20, 2020 and transcribed by ERINA.  
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The U.S.-China Trade Friction and the Chinese Economy

is scheduled to be signed in 2020. Since India has not yet met the 
requirements for participation, it is preferable to construct an 
open economic zone in 15 countries except India, at first.

What of this open economic zone? It will create a growth 
structure within East Asia that is not solely reliant on export pro-
cessing. This agreement will be formed promptly, and at the 
same time, a free trade zone between China, Japan and ROK will 
be formed. This negotiation has been ongoing for ten years, so 
gradual results should be produced. It is hoped that in 2021, a 
political decision higher in level than that of RCEP will be made, 
resulting in the completion of a China-Japan-ROK Free Trade 
Agreement. 

In addition, if China joins the Trans-Pacific Partnership (TPP), 
it can create development opportunities that do not rely on the 
U.S. and maintain regional growth. In other words, there are a lot 
of problems, but regional cooperation is important. Also, the aim 
is not to eliminate the U.S., but to continue to apply pressure on 
its unilateral policies, otherwise the problem of trade imbalances 
cannot be resolved. 

As is well known, the U.S. trade imbalance is a domestic 
problem. For U.S. companies to survive, it is advantageous to 
produce in low-cost markets or markets like China where con-
sumption is rapidly increasing. Thus, the U.S. should coordinate 
its own policies and spend on internal regional imbalances.

China has the largest total economy in East Asia, and it con-
tinues to grow. India follows, and for the first time in history, we 
are experiencing two large economies in East Asia. The U.S. is 
currently the leading economy, but East Asia shows true poten-
tial. Looking at growth in 2019 under China’s structural adjust-
ments, growth in the high-tech sector was 8%, which is faster 
than the overall growth rate and other general manufacturing 
sectors. The development of the high-tech sector, i.e. big data, 
telecommunications, etc. is dramatically faster, and the technolo-
gy enables electronic trading, and most Chinese now lead cash-
less lives. This situation also drives consumption and lowers 
costs. Soon the issuance of data money will be promoted, and the 
use of 4G and 5G technologies will likely make China the center 
of technological innovation. 

With these technological innovations and large-scale potential 
consumer markets, the medium-term growth rate in the East Asia 
region over the next decade will be significant. In the past, East 
Asia, and especially China, Japan, and ROK in Northeast Asia, 
have been the driving force behind the global economy. China’s 
economy accounted for most of that growth, but it was depen-
dent on investment and technology from Japan and ROK. The 
next stage will see China itself as the center of technological in-
novation, and its new economy that has networked and digi-
talized the entire region of East Asia will lead the way.

The new economic structure emphasizes energy-saving and 
cost-effectiveness. A new generation of artificial intelligence, big 
data, and space technology will create an integrated open region 
and an open world. From this point of view, it is vital to continue 
to open the entire world multilaterally. East Asia is linked to the 
whole world. Though China’s trade with the U.S. has declined, 
figures with Europe, Africa, Latin America, among others, are all 
on the rise, and its economic structure is expanding. To achieve 

state-owned banks are playing an important role in providing 
loans.

Next, I will describe the U.S.-China trade friction, an area of 
keen interest. What is the cause of the trade friction? To begin 
from the conclusion, U.S.-China trade is in a state of structural 
imbalance. With export processing centers concentrated in Chi-
na, there was an export surplus in China and an import deficit in 
the U.S., which in turn accelerated the U.S. trade imbalance. As 
a result, the Trump administration adopted protectionism and 
raised tariffs.

On the other hand, trade friction is not only an issue of eco-
nomics, but behind it, a problem of politics and policy. The U.S. 
fears that China’s total economic volume is increasing rapidly, 
thus becoming a superpower and its direct competitor. And when 
the total volume of economy increases, so does its military pow-
er. Using its military capabilities, the “Belt and Road” initiative 
and more, China is gaining more influence on other countries 
and regions of the world in multiple ways. In other words, if 
China is not restricted, the U.S. will consider itself to have lost 
out. In terms of science and technology, as seen in the example 
of regulation of Huawei, China’s development opportunities are 
being narrowed. 

What will lead to a resolution in the U.S.-China trade friction? 
It seems impossible to thoroughly resolve this issue in a short 
period of time. However, it can be appreciated that both the U.S. 
and China recognize that unilateralism is not the answer, and that 
any solution to this issue will require negotiation. 

On January 15, the first phase of negotiations between the 
U.S. and China was concluded with an agreement, and a second 
phase was entered. The issue of trade imbalances was mentioned 
during the negotiations, and the U.S. urged China to import agri-
cultural products. Also, institutional friction is present. The U.S. 
recognizes that China will not keep its commitment to modifying 
systems. On the other hand, by using the negotiations, China is in 
part independently modifying some aspects of its systems. For 
example, before the conclusion of the agreement, China declared 
the opening of its financial and investment markets. China’s ap-
proach is likely to last for a long time. The continuation of these 
negotiations can be viewed positively. 

On the other hand, the impact of trade friction is significant for 
Japan and ROK, both active in the supply chain. China’s exports 
to the U.S. are declining, but trade with other countries is on the 
rise. Imports may have declined, but a 5 to 6% increase in ex-
ports has been maintained. That said, Japan’s economy has been 
hit hard, and companies have struggled to find suitable replace-
ments for relocating production in countries other than China. 
Taiwan’s Foxconn has also relocated its production base to India, 
but with no environmental improvements in the supply chain or 
other areas, it will take more than a decade to realize ideal condi-
tions. 

So, what should China do? First, it must continue negotiations 
with the U.S., and keep applying pressure on the U.S. to not im-
plement unilateral policy measures in East Asia. The next step is 
to build a Free Trade Area in East Asia in haste. Rudimentary 
agreement on the Regional Comprehensive Economic Partner-
ship (RCEP) in East Asia will be reached by 15 countries, and it 
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between Japan and China. China was once overly dependent on 
the Japanese market, but now Japan depends on China’s econo-
my. China’s domestic demand reached 60% in 2019. These 
structural adjustments also create many inconsistencies. In par-
ticular, small and medium-sized private companies are facing 
difficulties. That is because, unlike large companies, they require 
full coordination. China has established support policies such as 
lending to the private sector and guaranteeing the economic en-
vironment, but these measures are still insufficient for compa-
nies. 

To summarize the above, the Chinese economy experienced 
the following model changes; there was a shift from quantity to 
the development of quality, a shift from foreign demand to do-
mestic-led demand, and a shift from low-cost labor force to de-
pendence on innovation. If China is successful in making these 
adjustments in 20 years without facing a major crisis, it will be 
tremendous. The U.S.-China trade friction is not only an issue of 
economics, but behind it, a problem of politics which cannot be 
resolved easily. Under these circumstances, it is important for 
China and East Asia to strengthen regional cooperation and re-
solve current multilateral issues together.  

[Translated by ERINA]

economic benefits, China will open the regional production net-
work we have built to this point, stop protectionism, create and 
open a free trade zone and economic functions of China and In-
dia, the region’s two largest economic bodies, and ASEAN, 
among others.

Now, though, we should focus on two issues: the balance of 
growth and the distribution of social income. It is necessary to 
look at this point in the development process of the region. Chi-
na emphasizes a new method of growth centered on the “Belt 
and Road” initiative for this reason. For China to prosper, it must 
first construct its transportation infrastructure, rather than focus-
ing on openness policy. China needs to change the past model of 
growth, such as opening markets, using foreign capital, and pro-
cessing exports, and aim to implement cooperative policies so 
that more balanced growth can occur in the region. In other 
words, we should pay attention to the construction of a compre-
hensive environment for development, cooperation and growth, 
and not necessarily aim for the implementation of zero tariffs or 
zero barriers at once. Over the next year or two, China may en-
counter some volatile phases in its regional economy, but I am 
quite certain of its growth. 

This is because of the major changes in economic relations 

Appendix
In response to the spread of the new coronavirus, we add the following comments from Mr. ZHANG Yunling, made after 

this speech. 
1. The new coronavirus outbreak will affect China’s economy in 2020. The growth rate for the first quarter is expected to fall 

below 5% or less, and the annual growth rate is expected to be below the original forecast of 6%. However, to maintain eco-
nomic growth, the government will take special measures later in the year, including monetary and fiscal policies. 

2. The spread of the new coronavirus poses a new challenge for regional cooperation. East Asia is densely populated, increas-
ing the risk of various viruses spreading and serious damage to the region. Regarding regional cooperation, it is important to 
strengthen cooperation in non-traditional security fields such as natural disasters and infectious diseases, while emphasizing 
the establishment of cooperative mechanisms for prevention and management.
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ロシアにおける地域発展政策の有効性 ―経済特区制度を中心に―

1．はじめに

ロシア連邦政府は、クリミア併合に対
する経済制裁に伴い、ロシアの「東方シ
フト」戦略を強化し、2015年から「先行
発展区域（TOR）」および「ウラジオストク
自由港（SPV）」という新たな極東地域
開発政策ツールを導入した。その一方、
プーチン大統領は、長年にわたって主要
な地域開発政策ツールの一つとして活
用されてきた「特別経済区（OEZ）」の新
規創設を2016年6月に停止することを発
表した（Окунь & Скоробогатько, 2016; 

Коммерсантъ, 2016）。さらに、ロシア連邦
政府は極東に立地するものを含め、既存
の8カ所の経済特区を期限前に廃止する
ことを決定した1。他方、同年12月にメドベー
ジェフ首相は「領域的発展区域（ZTR）」
として20カ所の地域に追加で設立許可を
与え（Коростелёв, 2016）、2018年に１カ
所、翌年にはさらに4カ所で新しい経済特

区の設立を承認した。
「ロシア投資フォーラム2019」において、

ロシア連邦政府の関係者が話したところ
では、現在、ロシアには500以上の地域開
発政策ツールが用意されており、外国投
資家が享受できる優遇措置が多く存在す
るという（Рослякова, 2019）。そのような制
度として最も歴史の長い経済特区制度を
含め、工業団地、テクノパーク、産業クラス
ター、領域的発展区域などが存在する。

このような状況は、その反面において、
国内外の研究者をはじめ、行政府や政策
立案者自身も、どのような地域開発政策
ツールが存在し、そしてそれらの政策ツー
ルがどのように異なるのか、特定地域に対
してどのような効果を持っているのか、を理
解することを困難にし、混乱を招く状況を
生み出している（堀内、2003 ； Шамуков, 
2017）。このことは、ロシアで活動する企業
にとっても同様である。さらに、これらの政
策ツールを分析している先行研究では、ロ

シアに進出する外国企業にとっても、この
ような投資誘致型の地域開発政策ツール
の豊富さは必ずしも大きなメリットをもたらす
ものになっておらず、行政手続きの煩雑さ
や事業環境などに関する多岐にわたる未
解決の問題を生み出している、ということ
が強調されている（服部、2013 ； 菅沼・徳
永、2018 ； 新井・志田、2019、など）。

このような混乱を招いた背景には、制
度設計上の諸問題の他に、ロシア連邦の
空間的発展戦略や長期的地域開発政策
の計画が、移行期の30年間に存在しな
かったことが最も大きな原因としてあると考
えられる。2019年2月、長年待たれてい
た「2025年までのロシア連邦空間的発展
戦略」がようやく制定され、その実施計画も
同年12月に承認された。
「2025年までのロシア連邦空間的発展

戦略」の内容はどのようであるか。ロシア
極東地域で新たに導入された「先行発展
区域」や「ウラジオストク自由港」という政

ロシアにおける地域発展政策の有効性
―経済特区制度を中心に―

帝京大学経済学部国際経済学科准教授
カン・ビクトリヤ

要　旨
　本稿の目的は、経済特区の設計、活用、評価方法などの問題に注目しながら、ロシアの地域発展政策の有効性を検討するこ
とにある。「特別経済区（OEZ）」制度の展開や実績の分析や、その他の政策ツールとの比較を通して、各地域開発政策ツール
の役割や制度上の相違点について検討した。分析は、ロシアには多くの地域開発政策ツールが併存するものの、地域の経済社
会発展における位置づけが必ずしも明白ではないことを確認した。OEZ は、極東の新型特区制度とは対照的に、制度設計上の
問題も多く、外資誘致型の政策ツールとしての有効性が小さいことも、明らかになった。さらに、プーチン政権は、前政権の時代と
同様に、問題の解決策として、制度を改善するよりも、特区の新設と廃止を繰り返しているため、制度活用や地域経済への影響
に関する評価方法にも多くの問題が残っていることを本稿の分析は示している。加えて、ロシアには、長期的な空間的発展戦略が
存在しなかったことも問題である。ロシアの特区制度は、市場的な制度体制（中央・地方の監督責任、経済主体のインセンティブ、
中央・地方間の予算関係など）の不備に起因する問題を抱えており、これらの解決なしには、新しい開発政策ツールを地域レベル
で展開する場合に、同様の問題が発生する可能性がある。

キーワード：ロシア、経済特区、地域開発、地域発展政策
JEL classification: O14, O22, O25, L52, L16, M32

1 スタヴロポリ地方、ハバロフスク地方、沿海地方、クラスノダール地方、ムルマンスク州、アルタイ共和国、アディゲ共和国、北オセチア・アラニア共和国の特区（ロシア政
府のプレスリリース、2016年）。
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策ツールは、従来の地域開発政策ツールと
どう違うのか。既存の経済特区制度で対
応することが不可能であったのか。何故全
国的に経済特区の設立と廃止が繰り返さ
れてきたのか。これまでのロシアの地域発
展政策をどのように評価できるのか。このよ
うな問題に関する議論が続いている。

本稿では、ロシアにおいて活用される主
な地域開発政策ツールについて調べ、そ
れぞれの制度上の相違点および現状を整
理・比較分析した上で、同国の経済特区
制度および地域発展政策の有効性につ
いて検討することを目的とする。

本稿の構成は以下の通りである。第2
節では、ロシアにおける経済特区制度発
展の経緯、経済特区の種類別の特徴と
実績について検討する。第3節では、その
他の地域開発政策ツールの現状を把握す
る。続く第4節では、政策ツールの比較を
交え、地域開発政策の有効性について考
察する。第5節では、ロシア地域発展政策
の現状と空間的発展戦略の問題点につ
いて調べる。最後に結論を述べる。

２．�ロシアにおける経済特区制度
の誕生と発展

２.１　エリツィン政権下の特区制度：
　　1990～1999年

（1）経済特区の誕生
ロシアの地域開発政策ツールの中で経

済特区制度は最も長い歴史を持っている
が、その制度設計および地域経済発展へ
の有効性に関する評価は現在も定まって
いない。ソ連末期の1990年代初頭に、ロ
シア共和国政府は、外国投資および海外
の先端技術・ノウハウの誘致、輸出の促進
を目指して次の3つの法令を制定し、それ
らが経済特区制度を規定する最初の法
的基盤になった。

具体的には、①1990年7月14日付第
106-1号ロシア社会主義連邦共和国最高
会議決定｢自由事業区の設立について｣、
②1990年9月13日付第165-1号ロシア社
会主義連邦共和国最高会議決定｢自由

2010）。
連邦政府は特区の制度上の問題を解

決する十分な努力を怠っていたため、入
居企業の経済活動は、①連邦財政収入
の減少、②汚職水準の上昇、③闇経済
や不法行為の蔓延をもたらした（シュヴィ
トコ、2010 ； Кузнецова, 2009 ； 服 部、
2011、など）。法的枠組みが未整備の状
況において、地域経済社会に特に大きな
負の影響をもたらしたのは、生産活動を行
わず、税逃れが享受できるオフショア地域
として経済特区を認識する悪質な企業家
による公的資金や原材料の「トンネリング
活動」であった（Жериборов, 2019）。

２.２　プーチン政権下の特区制度：
　　 2000年以降

プーチン政権の発足に伴い、既存の経
済特区がすべて廃止されることになった。
その例外として存続したのは、カリーニング
ラード州特区とマガダン州特区である。

2001年末にグレフ経済開発貿易大臣
（当時）は、中国の経済特区における外
資誘致の効果を根拠に、経済特区制度
の発展に関する新コンセプトを政府に提案
したが、クドリン副首相兼財務相（当時）
やカシヤノフ首相（当時）は、2000年まで
に経済特区の活用が国家予算に与えた
損失が1000億ルーブルにも上ると強調した

（Фролов, 2002）。このような批判にもか
かわらず、プーチン大統領は、ロシアにおけ
る産業構造の多角化・高度化やその他の
地域経済社会の問題解決の必要性を理
由として、集中的な投資による製造業・ハイ
テク産業および地域経済の開発政策ツー
ルとして経済特区の設立を許可した。

そして、2005年7月22日付第116号ロシ
ア連邦法「ロシア連邦における特別経済
区について」（以下、2005年特区法と略
記する）が制定され、連邦主導の「特別
経済区（OEZ）」制度の法的枠組みが形
成された。この2005年特区法により、製造
業・ハイテク産業の発展を目的とする「工
業生産特区」と新製品開発・輸入代替生
産の発展を目的とする「技術導入特区」

事業区の設立ついて｣、③1991年7月4日
付第1545-1号連邦法「ロシア社会主義
連邦共和国における外国投資について」
の第41条と第42条である。

上記の③の法律に基づき、「自由事業
区」2、「経済特区」3の入居企業に対し
て、登記手続きの簡素化、税制上の優遇
措置（税負担の50%）、土地利用やその
他の資源利用に関する料金の削減、関税
率の軽減、財政資金によるインフラ開発、
入国手続きの簡素化、工業用地の長期的
な賃貸権（最長70年）などが付与された。
また、1990年10月24日付最高会議決定
「沿海地方ナホトカにおける経済特区開
発について」により、ロシア初の「ナホトカ経
済特区」が設立され、当時の成功例として
有名になった（ヴィホレーワ、1999）。

（2）特区制度の問題
1990年から1991年にかけて1800万人

が居住する11地域（ロシア国土の30% に
当たる地域）で経済特区が設立された
が、制度の不備により問題が多発した。そ
して、社会主義計画経済から資本主義
市場経済への移行改革開始に伴い財政
赤字が膨らむ中、財政資金によるインフラ
投資を目指す地方政府間の予算獲得争
いが激化した。公的資金の使用や特区の
管理運営に関する効果的監視メカニズム
が存在しなかったため、税収を連邦予算
に納入せず連邦構成主体内に留める傾
向が強まった。

その結果、1993年までに連邦政府はナ
ホトカ特区以外の経済特区を全て廃止し
た。しかし、その後も1999年末にかけて
個別的な法令によって24カ所の特区が設
置された。1996年1月22日付第13号ロシ
ア連邦法により承認されたカリーニングラー
ド州特区（2006年1月10日付第16号ロシ
ア連邦法）や1999年5月31日付第104号
ロシア連邦法により承認されたマガダン州
特区がその例である。なお、経済特区活
用の詳細を規定する統一的な法律が存
在しなかったため、特区の設置目的や運
用の細則、優遇措置の内容は地域ごとに
異なっていた（Жериборов, 2019 ; 菅沼、

2 ロシア語訳は、「свободная предпринимательская зона（自由事業区）」、「зоны совместного предпринимательства（共同事業区）」である。
3 経済特区を示すロシア語として「особая экономическая зона（特別経済区）」、「свободная экономическая зона（自由経済区）」、「специальная экономическая зона

（専門経済区）」が使用されていたが、2000年代に入って「особая экономическая зона（特別経済区）」の利用が定着した。本稿では特区制度一般にかかわる用語と
しては「経済特区」を用いている。
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の2種類の特区が導入された。また、その
後の法改正をうけて4、海港・国際河川港・
国際空港などを整備して観光資源の活用
を目的とする「観光・レクリエーション特区」
と、海港・空港の近代化を図るための「港
湾特区」が追加導入された。

現在、ロシアに存在するOEZは、2つの
タイプに大別できる。その一つは、2005年
特区法に基づき設立された特区である。も
う一つのタイプは、個別の法律に基づき作
られた特区である。そのような特区として、
カリーニングラード州特区（2045年12月31
日まで存続）、マガダン州特区（2025年12
月31日まで存続）と、2014年11月29日付第
377号連邦法により承認されたクリミア共和
国およびセヴァストポリ市の特区（2039年
12月31日まで存続）が挙げられる。

２.３ 　「経済特区（OEZ）」の種類別
特徴と実績

（1）OEZ の種類
2005年特区法に基づき設立された４種

類の特区制度の概要と実績が表1と表2
にまとめられている。2019年末時点でロシ
アには31カ所の特別経済区（OEZ）が指
定されており、その内訳は、工業生産特
区（13カ所）、技術導入特区（6カ所）、観
光・レクリエーション特区（11カ所）、港湾特
区（1カ所）となっている。規定には特別経
済区（OEZ）の全種類に共通する条件と、
種類ごとに定められているものがある。

4種類の特区に共通する条件として、次
の点が挙げられる。入居企業は、①合意

（契約）で規定されている範囲内におい
て活動し、②特区域外に支店・代表事務

所をもつことはできない。また、③契約期間
中に生じた税法上の不利な変更は、既存
の入居企業に適用されない。さらに、④整
備された各種インフラ（土地・建物・物流・
電気・ガス等）の安価な利用、⑤行政手続
きのワンストップサービスの利用を享受し、
⑥経済特区の管理を担当する公開型株
式会社「経済特区」からのサポートを受け
ることができる5。以上のことに加えて、⑦
保税区域制度の適用も可能である（外国
から機械設備や原材料を輸入する場合、
輸入関税・付加価値税が免除され、特区
外の企業から購入される商品についても、
付加価値税が免除される。また、完成品
をユーラシア経済連合圏外に輸出する場
合、関税が免除される）。

一方で、設立目的、経営形態、最低

4 2006年6月3日付、2006年12月18日付、2007年10月30日付、2008年7月23日付、2009年12月25日付の改正。
5 2009年10月5日まで経済発展貿易省所管の連邦経済特区管理庁が経済特区の管理機関であったが、監督機関の効率化を図る中で廃止され、その機能が経済発展
省の管轄に組み入れられた。

表1　経済特区（OEZ）の種類

工業生産特区 技術導入特区 観光・レクリエーション特区 港湾特区

設立目的 製造業・ハイテク産業の
発展

新製品開発・
輸入代替生産の発展 観光資源の活用 海港・空港の近代化

経営形態 法人のみ 法人または個人事業者 法人または個人事業者 法人のみ

面積 40㎢ 4㎢ 無し 50㎢

最低投資額

1.2億ルーブル（うち、4000
万ルーブルを最初の3年
間に固定資産に投資する
必要がある）

無し 無し

インフラ建設の場合 ： 4億ルーブル（うち、
4000万ルーブルを最初の3年間に固定資
産に投資する必要がある）
再建工事（ブラウンフィールド）の場合 ： 1.2
億ルーブル（うち、4000万ルーブルを最初の
3年間に固定資産に投資する必要がある）

住宅の設置 不可 不可 可 不可

天然資源の採掘 不可 不可 不可
（保養目的の天然水を除く） 不可

優遇措置

企業利潤税
　地方税（通常17%）
　連邦税（通常3%）

0～13.5%
2%

0～13.5%
0%

0～13.5%
2%

免税、10年間
2%

資産税（通常2.2%） 免税、10～12年間 免税、10年間 免税、10年間 免税、15年間

土地税（通常1.5%） 免税、10年間 免税、10年間 免税、5年間 免税、15年間

輸送税
（通常1～500ルーブル／馬力） 免税、12年間 免税、10年間 1～250 免税、15年間

実績

入居企業数 228社 412社 73社 22社

外資系企業 81社 44社 1社 5社

雇用者数 1万6390人 1万7677人 960人 444人

総投資額（ルーブル） 2400億6693万 1226億9752万 37億3409万 21億4764万

総売上高（ルーブル） 5143億7402万 1987億4579万 11億3268万 16億9747万

税金・関税の総額（ルーブル）  616億0265万  341億7643万 19億0882万  1億9742万

出所：関連する法令やレジデント台帳（2019年1月1日時点）に基づき筆者作成
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業が生み出した雇用数は3.4万人分に相
当する。税収入額は560億ルーブル、関税
収入は400億ルーブルを超えた（ビジネス・
ナビゲーター、2019）。

３．その他の地域開発政策ツール

ロシアでは「特別経済区（OEZ）」の他
にも多数の地域開発政策ツールが存在す
る。以下では、OEZ の次に重要視され
る政策ツール（「工業団地」、「テクノパー
ク」、「産業クラスター」、「領域的発展区

（ZTR）」、「 先行発展区域（TOR）」と
「ウラジオストク自由港（SPV）」）を取り上
げ、それぞれの制度の詳細と現状につい
て比較分析を試みる。

投資額などの条件は特区の種類によって
異なり、優遇措置の内容も若干異なってい
る。「工業生産特区」と「港湾特区」の入
居資格は法人のみであり、個人事業者に
はこの制度は適用されない。最低投資額
条件もこの2種類の特区にのみ設けられて
いる。「観光・レクリエーション特区」には、
面積上の制限がなく、特区内における住
宅（観光・保養施設）の設置と保養目的の
天然水の採掘が可能である。特区により
異なるが、投資額の15～20％に相当する
税制上の優遇措置を受けることができる。

（2）OEZ の実績
OEZ 制度の実績を見ていくと、OEZ

設置件数については「工業生産特区」と
「観光・レクリエーション特区」は多いも
のの、入居企業数は「技術導入特区」

が「工業生産特区」の2倍以上の412社
と最も多い（表1）。一方で、「工業生産
特区」の総投資額は2400億6693万ルー
ブルであり、「技術導入特区」の約2倍に
なっている。また、「工業生産特区」は、
入居企業による税・関税納入額や総売上
高でも圧倒的な割合を占めている。特区
制度の有効性については、次節でその他
の地域開発政策ツールと比較検討した上
で、第4節で詳細に考察する。

OEZ 制度の14年間の成果をまとめる
と、入居企業数は735社であり、うち外資
系企業は38カ国からの160社である6。リペ
ツク特区とアラブガ特区において外資企
業のプレゼンスが相対的に大きい。予定投
資額は145億ドルで、この内、55億ドルに
上る投資が実施されている。また、入居企

6 この数値には、カリーニングラード特区、マガダン特区、クリミア共和国およびセヴァストポリ市特区の入居企業数は含まれていない。

表2　OEZ の一覧および入居企業数の推移（2018年末時点）

出所：関連する法令やレジデント台帳（2019年1月1日時点）、新井・志田（2019）の一部に基づき筆者作成

特区の名所 特区の設立地域 政府決定 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

工業生産特区
1 アラブガ タタールスタン共和国 2005年12月21日付第784号 25 33 36 43 47 58 64 66
2 リペツク リペツク州 2005年12月21日付第782号 22 22 29 36 42 47 52 62
3 トリヤッチ サマラ州 2010年08月12日付第621号 3 7 13 16 16 18 20 22
4 チタン・バレー スヴェルドロフスク州 2010年12月16日付第1032号 1 3 4 7 8 10 14 16
5 モグリノ プスコフ州 2012年07月19日付第729号 0 0 1 2 3 6 9 12
6 カルーガ カルーガ州 2012年12月28日付第1450号 - - 0 1 1 9 14 16
7 ロトス アストラハン州 2014年11月18日付第1214号 - - - 0 1 4 8 11
8 ストゥピノ・クアドラット モスクワ州 2015年08月08日付第826号 - - - 0 0 4 8 12
9 ウズロヴァヤ トゥーラ州 2016年04月14日付第302号 - - - - - 4 8 11
10 センター ヴォロネジ州 2018年12月30日付第1774号 n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
11 オリョール オリョール州 2019年09月24日付第1241号 n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
12 カシラ モスクワ州 2019年11月07日付第1414号 n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
13 グロズヌイ チェチェン共和国 2019年12月24日付第1809号 n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a
技術導入特区
1 テクノポリス・モスクワ モスクワ市 2005年12月21日付第779号 36 35 32 38 44 38 44 50
2 サンクトペテルブルク サンクトペテルブルク市 2005年12月21日付第780号 34 33 32 34 36 43 46 51
3 ドゥブナ モスクワ州 2005年12月21日付第781号 82 88 96 89 100 108 137 154
4 トムスク トムスク州 2005年12月21日付第783号 59 58 60 59 65 69 72 63
5 イノポリス タタールスタン共和国 2012年11月01日付第1131号 - 0 0 0 15 34 61 77
6 イストク モスクワ州 2015年12月31日付第1538号 - - - - 0 1 14 17

観光・レクリエーション特区
1 ターコイズ・カトゥーン アルタイ地方 2007年02月03日付第69号 17 17 17 13 16 18 20 24
2 バイカルスカヤ・ガヴァニ ブリヤート共和国 2007年02月03日付第68号 12 12 10 14 12 12 12 11
3 バイカル・ゲート イルクーツク州 2007年02月03日付第72号 2 2 2 4 5 6 6 7

4

①アルフィズ
②エルブルス
③マトラス
④アルムヒとツォリ
⑤ヴェドゥチ

北カフカス観光クラスター

①2010年10月14日付第833号
②2010年10月14日付第833号
③2010年10月14日付第833号
④2011年12月29日付第1195号
⑤2013年10月03日付第865号

0 0 1 7 17 24 27 29

5 ザヴィドヴォ トヴェリ州 2015年04月20日付第372号 0 0 0 0 0 0 0 3
6 マミソン 北オセチア・アラニヤ共和国 2019年09月25日第1248号 n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a n/a

港湾特区
1 ウリヤノフスク ウリヤノフスク州 2009年12月30日付第1163号 3 5 6 6 5 11 19 22
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について」では、産業クラスターについても
言及されており、ロシア産業の空間的発展
のための新しい政策ツールとして位置づけ
られた。2015年7月31日付第779号政府
決定「産業クラスターおよび産業クラスター
の専門組織について」により、産業クラス
ターの活動条件や国家推進策の対象に
なるための基準が規定された。産業クラス
ター形成の条件として、10社以上が参加
し、少なくとも1社は完成品の生産者である
こと、生産性の高い雇用が50% 以上であ
ること、参加企業の製品の20% 以上はク
ラスター内の企業によって使用されることな
どが定められている。

また、2016年1月28日付第41号政府決
定「輸入代替品の製造にかかわる共同プ
ロジェクトの実施費用の一部還付（公的
助成金）に関する細則の承認について」
により、優遇措置（埋没費用の50% 以内、
5年間）が導入された。生産性の高い雇用
創出の増加率が15% 以上であることや完
成品割合の増加などが、助成金を受ける
条件となっている。

ロシア連邦クラスター・テクノパーク協会
によると、2018年現在、28の連邦構成主
体に計38カ所の産業クラスターが形成さ
れ、入居企業数は592社、従業員数は30
万5200人、総生産高1.3兆ルーブル、税
納入額は1550億ルーブルに上る（ロシア
連邦クラスター・テクノパーク協会、2018）。

３.４　「領域的発展区域（ZTR）」
後進地域の社会経済発展の加速化を

目指し、2011年12月3日付第392号連邦
法「ロシア連邦における領域的発展区域
および個別法令の改正について」によっ
て、新たな地域開発ツールとして「領域
的発展区域」（または「特例開発区域」、
ZTR）が導入された。

投資誘致に有利な条件を創出するため
に、税制・関税上の優遇措置、投資プロ
ジェクトへの「ロシア連邦投資基金」の資
金割当、財政資金でのインフラ整備、国
有地の賃貸、融資への国家保証などの
支援策が用意された。領域的発展区域

（ZTR）は、一自治体または複数の自治
体にまたがって設置することができ、その

３.１　工業団地
90年代に設立された工業団地（インダス

トリアル・パーク、産業区域ともいう）の多く
は、既存の製造インフラの活用を目的とし
て、活動停止中または稼働率が低下した
旧国有企業の工業用地内に配置された。
その後、2005年特区法に伴い、地方政
府が主導する形で、工業団地数が増加し
ていった。地方の開発公社の他に、民間
の工業団地デベロッパーや不動産・建設
系コンサル会社なども工業団地を整備でき
る。入居企業にとっては、工業用地の入
手の手続きやユーティリティの設営に関す
るコストを削減できることがメリットとなる。

2010年にロシア工業団地協会が設立
され、現在、48連邦構成主体の150工業
団地が構成員となっている7。2014年10月
30日付第1119号政府決定「工業団地と
工業団地の管理機関について」により、工
業団地の活動の詳細な規定が承認され、
2015年9月1日には工業団地設置の国家
基準が導入された。同決定により、工業
団地とテクノパークの設置への公的助成
金の対象となるための連邦構成主体の選
定基準も導入された（2016年12月16日改
正）。また、2014年12月31日付第488号連
邦法「ロシア連邦の産業政策について」
では、工業団地がロシアにおける産業部
門の空間的発展の主要形態の一つとして
位置づけられた。

ロシア工業団地協会の調べでは、2019
年1月1日現在、227カ所の工業団地が存
在し、うち150カ所は活動中、残り77カ所は
準備中である。所有形態別では、83カ所
は国有、残り144カ所は民間の工業団地
である。設立形態別では、ブラウンフィール
ドが83カ所（平均面積は64ha）、残り144
カ所はグリーンフィールド（同、322ha）によ
るものである。

入居企業数については、2013年の958
社から2018年の2882社へ増加した。ま
た、同期間において、従業員数も5万6773
人から14万8766人へ増加し、生産部門
への投資総額も累計で1兆2170億ルーブ
ルへと増大した。投資に関しては、国内
投資の割合が圧倒的に大きい。外国から
の投資は、投資額が大きい順にドイツ、米

国、日本、トルコとなっている。カルーガ州、
タタールスタン共和国、リペツク州の工業
団地は、外資誘致に最も成功し、外国投
資の6割弱を享受している。

３.２　テクノパーク
ロシア初のテクノパークは、1990年にト

ムスク市に設立された「トムスク科学技術
パーク」であった（Еремина, 2019）。90年
代初めに、テクノパークの設立が全国的な
ブームとなった。テクノパーク数は1990年
には2カ所、91年は8カ所、92年は24カ所、
93年は43カ所まで急増したが、2006年ま
で存続できたのは、4カ所のみであった。

2006年3月10日付第328号連邦政府指
令により「ロシア連邦におけるハイテク分野
のテクノパークの創設」プログラムが承認
され、主に ICT 分野の研究開発・技術導
入型の企業が入居するテクノパークの設
立が全国的に展開された。その後、2018
年7月8日付第488号連邦法改正によって

「工業型テクノパーク」が新たに導入され
た。

2011年にロシア連邦クラスター・テクノ
パーク協会が設立され、現時点で90カ所
のテクノパーク（2630社の入居企業）が
構成員となっている。また、テクノパーク
設置基準が2015年に導入され、全国の
テクノパークの評価ランキングが作成・公
開されている。モスクワ市のナノ技術セン
ター「テクノスパーク」、モルドヴィア共和
国のテクノパークとナノセンター「シグマ・ノ
ボシビルスク」が2018年度のランキングの
トップを飾った。同協会によると、2018年
現在、53の連邦構成主体に計157カ所
のテクノパークが設置され、その内65カ
所は工業型テクノパークである（Данилов 

et al., 2018）。テクノパークの平均規模は
10.4ha、入居企業の総売上高は2409億
ルーブル（内、輸入代替品の生産高は
320億ルーブル）、入居企業数は4833社

（内、9割以上は中小企業）、従業員総数
は8万1607人、総投資額は178億ルーブ
ルである。

３.３　産業クラスター
上述の連邦法「ロシア連邦の産業政策

7 国家基準を満たした工業団地のみが対象になっている（ロシア工業団地協会、2019）。
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設置期間は12年間と定められている。
2013年4月10日付第326号政府決定に

より、この制度を適用する権利のある地域
として最初の20地域が選定されたが、い
ずれも辺境・不況地域（極東・シベリア・北
コーカサス）であった。法律に従い、連邦
政府は3年毎に対象地域のリストを更新す
ることになっており、2019年12月23日付第
1770号政府決定により最新のリスト8が公
開された。しかし、制度導入から現在に至
るまで、この地域開発ツールは一度も活用
されていない。その理由の一つとして、領
域的発展区域（ZTR）の設置期間が12
年と短く、長期投資プロジェクトの実施に
とって魅力に欠ける点が考えられる。

３.５ 　「先行発展区域（TOR）」と「ウ
ラジオストク自由港（SPV）」

ロシア政府は、アジア太平洋地域市場
への統合を目指し、2012年5月にロシア連
邦極東開発省を設立し、極東地域におけ
る「投資誘致型」の開発政策を展開し始
めた。2013年9月30日付第267号連邦法
に基づき、2014年1月1日から東シベリアお
よび極東地域の計13地域で、商品の製

造を対象とする地域投資プロジェクトへの
税制優遇措置が定められた。

2014年12月29日付第473号連邦法「ロ
シア連邦における先行社会経済発展区
域について」により、2015年3月から「先行
発展区域（極東 TORまたは TOSER9）」
が導入され、2015年7月13日付第212号
連邦法「ウラジオストク自由港法」により、
同年10月からウラジオストク港をはじめ、極
東地域の計20の市・地区が自由貿易地域

「ウラジオストク自由港（SPV）」に指定さ
れた。翌年以降、個別の連邦法により極
東TORとSPV制度の適用地域が拡張さ
れ、2020年現在、計20カ所の TOR が設
置され、5連邦構成主体・26自治体に SPV
が設置された。極東開発公社が公開して
いるレジデント台帳によると、2020年2月現
在、極東 TOR の入居企業数は477社、
SPV は1834社となっている10。

なお、2015年6月22日付政府決定第
614号により「単一産業都市（モノゴーラ
ド）」に TOR 制度の適用が可能になっ
た。さらに、2015年7月13日付 第213号
連邦法により「閉鎖都市（ZATO）」にも
TOR の設立が可能になった。2019年6月

15日時点において、モノゴーラド TOR は
計86地域（うち、5カ所は ZATO 内）に設
置され、入居企業数は370社、1.4万人の
新規雇用が創出された。また、制度導入
開始からの4年間で、入居企業による投資
は242億ルーブルとなり、売上高が670億
ルーブルを上回った11。

４．地域開発政策ツールの有効性

４.１　政策ツールの横断比較
表3では、上記の政策ツールを横断的

に比較した。そこから以下の4点の特徴を
指摘できる。第1に、優遇措置は、特別
経済区（OEZ）、TOR および SPV におい
て最も充実している。第2に、制度の設置
地域数は、工業団地の277カ所が最も多
く、それにテクノパークと産業クラスターが
次ぐ。その理由として、工業団地およびテ
クノパークは、特区設置数が相対的に少
ない TOR や ZTRとは異なり、連邦構成
主体の行政区画に対してではなく、工業用
インフラが整備された大企業コンプレックス
の敷地の一部や研究機関・大学の構内に
設立されていることを指摘できる。

8 共和国：アルタイ、ブリヤート、ダゲスタン、イングーシ、カルムイク、カレリア、北オセチア、トゥバ、カバルダ・バルカル、カラチャイ・チェルケス、チェチェン。地方：ザバイカル、
カムチャツカ、沿海。州：アルハンゲリスク、イヴァノヴォ、クルガン、マガダンおよびプスコフ。
9 TOR および TOSER の原語は、территория опережающего развития、または территория опережающего социально-экономического развития である。
10 極東開発公社の HP（2020年2月20日にアクセス）。制度や実績に関する詳細な分析については、新井・斎藤（2016）、新井・志田（2018）、新井・志田（2019）を参照
されたい。
11 経済発展省のプレスリリース（2019年6月20日付）：（https://economy.gov.ru/material/directions/regionalnoe_razvitie/razvitie_gorodov/monogoroda/）。

表3　ロシアにおける地域開発政策ツールの比較

出所：それぞれの政策ツールに関連する法令に基づき筆者作成
注：表中の〇および×は、各制度の存在の有無を示す。

監督機関
優 遇 措 置 保税区域

制度
財政資金による
インフラ整備

適用対象の
区域数 入居者数

企業利潤税 資産税 土地税 統一社会税

1 経済特区（OEZ） 経済発展省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 28 735社

2 カリーニングラード州特区 経済発展省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1 288社

3 マガダン州特区 経済発展省 〇 × × × 〇 〇 1 122社

4 クリミア共和国および
セヴァストポリ市特区 経済発展省 〇 〇 × × 〇 〇 2 1366社

459社

5 工業団地 産業貿易省 × × × × × × 277
（内、活動中は150） 2882社

6 テクノパーク デジタル発展・通信・
マスコミ省

一部
存在

一部
存在 × × × × 157

（内、工業型は65） 4833社

7 産業クラスター 産業貿易省 × × × × × × 38 592社

8 領域的発展区域（ZTR） 経済発展省 〇 〇 〇 × × 〇 0 0

9 先行発展区域（TOR） 極東開発省 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20
（モノゴーラドは86）

477社
（モノゴーラドは370社）

10 ウラジオストク自由港（SPV） 極東開発省 〇 〇 〇 〇 〇 × 26 1834社
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ロシアにおける地域発展政策の有効性 ―経済特区制度を中心に―

第3に、入居者数は、テクノパークの
4833社が最も多い。この背景には、生
産活動に従事する工業団地や産業クラス
ターに比べて、テクノパークには研究開
発段階のスタートアップ企業がより多く入居
し、その新規開業率（廃業率）も高いこと
があると考えられる。スタートアップ企業は
商業化に成功した後で、生産拡大などを
目的として、工業団地や産業クラスターな
どに生産拠点を移すことになると考えられ
る。一方で、第4に、ZTR 制度は今まで
一度も利用されていない。これは、OEZ や
TOR に比べ、ZTR には統一社会税減
免や保税区域制度の適用可能性、財政
資金によるインフラ整備支援が優遇措置と
して規定されていないため、入居者にとっ
てのメリットが小さいことが関係していると
考えられる。また、3.4節で述べたように、
ZTR 制度に申請できる連邦構成主体が
20地域に制限されていることも要因の一つ
として考えられる。

このように、ロシアでは多くの地域開発
政策ツールが共存しているが、それらの地
域開発政策ツールとしての位置づけや有
効性は必ずしも明らかではない。

ここでは法令文書に基づき整理し、制
度間の関係を以下のように整理する。第1
に、TOR、OEZ および ZTR は、同一の
領域に設置できないが、工業団地、テク
ノパーク、産業クラスターの設置に関して
は、はっきりとした規定はない。すなわち、
工業団地、テクノパーク、産業クラスターを
TOR、OEZ、ZTR の域内に設置できる
可能性がある。実際、テクノパーク「シネル
ギヤ」（2013年1月、工業生産特区「アラ
ブガ」内部に創設）のような事例も多くみら
れる。表3に示した優遇措置を踏まえると、
OEZ や TOR に立地する工業団地、テク
ノパークと産業クラスターが、そうでない競
合相手に比べ大きな優位性を持つことに
なる。

第2に、ZTRとTOR は、特定の地域や
産業の発展に限定してではなく、対象とな
る連邦構成主体全体の経済社会発展に
寄与することを期待して設立される。この
観点から見ると、マガダン州特区、カリーニ
ングラード州特区、クリミア共和国・セヴァス
トポリ市特区、ZTR、TOR（特にモノゴー
ラドTOR）は、ロシアの地域間格差を是正

する政策ツールとして、すなわち後進地域
の発展のテコ入れ策として位置づけること
ができる。一方で、OEZ、工業団地、テク
ノパーク、産業クラスター、SPV は、地域
経済の成長拠点として推進されるべき領
域に位置づけられるであろう。

ちな み に、Чаркина ＆ Мирошников

（2017）も各地域開発政策ツールの位置
づけを試みているが、ほとんどの政策ツー
ルは両方の特性を持っていると主張してい
る。また、Емельянова（2017）は、テクノ
パークやイノベーションセンターのような制
度を技術導入特区の一種として分類すべ
きであると述べている。Куценко（2015）、
伏田（2016）は、産業集積効果を目指すと
いう点で、極東開発政策（TORとSPV）
は産業クラスター政策の性格を有している
と述べる。シュヴィトコ（2011）は、1950～
1980年代のソ連東部地域や北方地域開
発の「生産力の合理的配置」や「産業コ
ンプレクス」といった計画経済体制時代の
用語を「産業クラスター」に入れ替えたが、
両者の形成条件や実態が異なるため産
業クラスター政策の効果に疑問が残ると
指摘している。

このように、ロシアにおける各種政策ツー
ルの概念は先進国のそれと必ずしも一致
するものではなく、このような理解の相違
が、特区の制度設計上の問題をもたらし、
その効果に対する期待と現実とのギャップ
を生み出している。政策ツールの利用目的
とそれによって解決できる問題が特定化さ
れていないため、政策効果の分析も難しく
なっていることを強調したい。4.3節で述べ
る通り、これはまさにロシアにおける事実で
ある。

さて、その制度内容はほぼ変わらないに
もかかわらず（表3）、何故、15年以上の
歴史を持っているOEZ に比べ、制度の導
入から今年で5年目になるTORとSPV の
方において入居企業数が多いのか、につ
いて項を改めて分析したい。

４.２ 　OEZと新型極東特区（TOR、
SPV）の比較

TOR 設立から2019年までの4年間に
誘致した投資額（3754億ルーブル）は、
OEZ が14年間に誘致した投資額（3694
億ルーブル ）を上 回る（Алмакунова, 

2019）。入居企業数の点でも（表3）、OEZ
の1145社に対して、極東 TOR および
SPV は合計で2311社、約2倍の入居企
業がいる。この観点から見て、なぜ極東特
区の有効性がより高いのであろうか。

表4に、OEZと極東特区の制度を詳細
に比較した結果を示した。ここから以下7
点の特徴が明らかになる。

第1に、制度の設立目的が大きく異なる。
極東特区は、極東地域への外資誘致を
最重要の目的の一つとしているのに対し
て、OEZ は対外関係に言及していない。
極東特区は、輸出向けのハイテク製品の
製造やアジア太平洋地域との貿易促進を
目指すなど、国際志向が強く、国際的なバ
リューチェーンにロシア極東を組み込む狙
いが明らかである。

第2に、極東 TOR は地域社会経済の
迅速な発展と住民の生活水準向上を目指
す政策ツールとして位置づけられ、その活
用により地域全体への効果が期待される。
一方で、各種 OEZ の設立目的は対象産
業および経済活動の範囲に限られており、
それが地域経済社会にもたらす影響や波
及効果が制度設計上重視されていない。

第3に、特区の設置期間は、OEZ が20
年と短く、長期的な展望・計画を視野に入
れる最先端技術開発や大規模な投資案
件にとっては、極東特区の方が魅力的で
あろう。

第4に、業種面での最も大きな相違として、
TORでは天然資源の採掘や物品税対象
製品の製造が可能であるのに対し、OEZ
では禁じられている（観光・レクリエーション
特区の天然水は除く）ことが指摘できる。

第5に、最低投資額は TOR が50万
ルーブルと最も少ない一方で、工業生産
特区および港湾特区は1.2～4億ルーブル
の投資を入居要件とし、進出のハードルが
高い。

第6に、税制優遇は TOR において最も
大きい。通常30% である統一社会税は、
TORとSPVでは7.6％まで軽減され、OEZ
では IT 企業のみ14%（2023年まで）に軽
減される。

第7に、極東特区が外資誘致型の政策
ツールとして設計されているため、OEZと
は異なり、外国労働者の雇用に対する割
当はなく、ビザ・労働許可手続きも簡素化さ
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れている。
以上の比較から、極東 TOR・SPV は優

遇措置の内容が充実し、OEZ 制度と異な
る新たな投資優遇型制度になっていると
言えるだろう。このような制度設計上の相
違ゆえに、極東特区は設立開始後の4年
間という短期間で OEZよりも高い実績を
達成したと考えられる12。

４.３　OEZ 制度の評価
（１）OEZ 制度上の問題

前述の通り、地域開発政策ツールの位
置づけははっきりとしないが、OEZよりも極
東特区の方が外資誘致のツールとして効
果的であり、相対的に多くの入居実績につ
ながっている。ここでは、OEZ が実績に結
びつかない背景を検討していく。

OEZの実績は監督機関の経済発展省

と会計監査院によって評価される。経済
発展省によると、特区法制定後の14年間
におけるOEZ の投資見込み額は9000億
ルーブル超であったのに対し、実現された
投資額は3694億ルーブルに留まった。

会計検査院（2015～2019）は、特区
の効率性と政策合理性の評価を2011年
から行っている。2018年度報告書では、
効果が評価されたOEZは26カ所中4カ所
だけであった（アラブガ、リペツク、サマラ
州、サンクトペテルブルクの特区）。しかし、
OEZを管理する公開型株式会社「経済
特区」のゴロソフ副社長は、この制度が地
域開発ツールとして最も効果的であると強
調している（Власова, 2018）。

さらに、会計検査院は、2006年から10
年間の OEZ の事業成果を評価し、財政
資金の利用が非常に非効率的で、経済

的な効果はないという結論を出した。そこ
で指摘されたOEZの問題は以下の6点に
整理できる。

第1に、特区の設立申請時点で各地域
の計画書のレベルが低い。多くの場合、特
区の管理・運営計画、発展戦略、具体的
な目的と課題、その実現方法を規定する
文書はない。

第2に、担当機関の対応の不適切さや
責任・権限の区分が曖昧である13。例え
ば、地方自治体は、OEZ 設立に割当てら
れる財政資金の使用に責任を負わない。
その結果、建設計画の実施率も低い。イ
ンフラ整備の遅れにより、OEZ の魅力がそ
がれる状況が生じた。最初の7年間で管
理会社が実施したインフラ建設事業は目
標のわずか26％にとどまった。

第3に、財政資金の使用が効率的では

12 ただし、菅沼・志田（2019）によると、2018年末時点で、TOR 入居企業累計数351件の内、外資が関与する企業は38社であり、その多くが沿海地方とチュクチ自治
管区の TOR に集中し、外資の入居していない TORも存在する。
13 監督権限上の混乱。2009年に経済特区管理庁が廃止され、2014年に地域発展省が廃止された。現在の担当機関は、経済発展省、財務省、地域の国家委員会、

「経済特区」管理会社である。

表4　OEZ、TOR および SPV の比較

OEZ（特区の種類による） TOR SPV

設立の目的

製造業の発展、ハイテク産業の発展、
技術革新・商品化、新製品の開発
運輸・港湾インフラの発展、
観光・保養産業の発展（特区の種類による）

投資・輸出指向の製造業の誘致
地域社会経済の迅速な発展
住民の生活水準の質向上

極東地域における外資誘致
アジア太平洋地域との貿易促進

有効期間 49年 70年 70年

業種 特区内において、天然資源の採掘、乗用車と
バイク以外の物品税対象製品の製造 TOR設立時の政府決定内で規定

SPV設置法が禁止する業種以外（石油・天然
ガスの採掘、行政活動、物品税対象品の生産）
金融・保険・卸売・小売業は優遇措置の対象外

最低投資額 最大4億ルーブル 50万ルーブル 3年間で500万ルーブル

統一社会税
（通常は30%）

　年金基金
　社会保険
　強制医療保険

（IT企業の場合にのみ）
14%、2019～2023年

内、
8%
2%
4%

7.6%、10年間
内、
6.0％
1.5％
0.1％

7.6%、10年間
内、
6.0％
1.5％
0.1％

企業利潤税 0～15.5% 免税、0～5年
12%、6～10年 5%

土地税 免税、5～10年 免税、0～5年
2.2%以下、6～10年 免税、0～5年

資産税 免税、0～10年 免税、0～5年
2.2%以下、6～10年

免税、0～5年
0.5%以下、6～10年

財政資金によるインフラ整備 有り あり 無し

保税区域制度 適用可能 適用可能 適用可能

外国人労働者の雇用基準 割当有り 割当無し 割当無し

査証制度の簡易化 無し 有り 有り

検査期間の短縮化 無し あり（15日以内） あり（15日以内）

土地の提供 賃貸料金の4～50%割引 有り 入札無しの賃貸

出所：それぞれの関連法令に基づき筆者作成
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ない。2006年からの10年間で OEZ 整備
に1860億ルーブルの財政資金が投下さ
れたが、税収入額は400億ルーブルに過ぎ
なかった。

第4に、特区内のファシリティの稼働率
が低い。建設済みインフラの運用・維持に
支出されている資金は、インフラの運用収
入と土地区画提供収入を2.6倍上回る。

第5に、入居企業数が少なく、雇用創
出効果も小さい。11年間で創出した雇
用数は2.1万人に上るが、財政資金投資
額を新規雇用1人当たりに換算した額は
1000万ルーブルであり、この投下額は労
働者の25年間分の平均賃金に相当する

（Фаляхов, 2017a）。
第6に、地方自治体レベルで適切な監

査制度が制定されていない。管理会社へ
の支出が過大であり、目的外利用などの
違反が見られる。現地のメディアでも、入
居企業がゼロであるにもかかわらず、OEZ
管理会社の職員はボーナスを受け取って
いたことが報道され（Милюкова, 2016; 
Милюкова et al., 2016）、ロシア国内では
OEZ が「特別費用区」、「先行費用区」、

「絶望区域」、「ブラックホール」と呼ばれ
るようになった14。しかし、会計検査院によ
る問題の指摘にもかかわらず、連邦政府
は同年に OEZ 管理会社の資本金へ追
加的に520億ルーブルの財政資金を注入
した（Гринкевич, 2019）。

2016年度の会計監査院の調査結果に
基づき、2016年までの間に設立された36
カ所の OEZ の内、2016年9月に9カ所が
廃止された（「ソヴィエツカヤ・ガヴァニ」と

「ルースキー島」など）。また、2010年10月
に観光・レクリエーション特区「ノーヴァヤ・
アナパ」が、2012年12月に観光特区「クル
シスカヤ・コサ」が設置期限前に廃止され
ている（内、設置後3年間に投資案件がゼ
ロの OEZも存在する）。この状況は、90
年代のエリツィン政権下の状況（2.1節）に
似ている。すなわち、制度の改善を図るの

ではなく、OEZ の設立と廃止が繰り返され
ているのである。

（２）評価基準上の問題
会計検査院だけではなく、ロシア研究者

の多くもまた、連邦政府によるOEZ 評価
は、その評価基準が十分ではなく、参考に
ならないと批判し、制度の有効性を十分に
把握するための評価基準や評価方法に
ついて議論を続けている。経済発展省が
使用するOEZ評価指標は2012年に導入
され、その翌年の改正を含め、何度も改
正されてきた15。ただし、そこで根強く維持
されている計画目標と実現値の比較という
評価方法は、厳しい批判を浴びている。

研究者らは、ロシアにおいては、①地方
政府が設定した目標はその行政府の熱
意次第であり、客観的な指標にならないこ
と、② OEZ による地域経済社会への影
響、存続年数、OEZ の種類別の特徴を把
握する基準も追加的に導入すべきである
こと、など指摘している16。また、クズネツォ
ヴァ（2016）は、地域の経済規模や地域
別・産業別での経済特区の効率性の決定
要因がコントロールされていないため、有
効性が過少（過剰）評価される傾向にあ
ると強く批判している。ただし、OEZ は地
域の発展に及ぼす効果はわずかであり、
OEZ 種類別では工業生産特区と技術導
入特区の目標の達成率が高いという点で
は、意見が一致している17。

（３）成功事例の決定要因
一方、ロシア連邦クラスター・テクノパー

ク協会は4年前から29の評価基準に基づ
くOEZランキングを作成している。その評
価によると、成功した OEZ の事例も存在
する（ビジネス・ナビゲーター、2019）。ちな
みに、2019年になって初めて工業生産特
区と技術導入特区について、それぞれに
個別の評価基準が導入された。2019年で
は、アラブガ特区とリペツク特区がランキン
グの上位を占め、技術導入特区のドゥブナ
特区とサンクトペテルブルク特区もそれに次

ぐ順位であった。特にアラブガ特区は、全
工業生産特区の売上高の80%を占める
数少ない成功例である。

また、フィナンシャルタイムズ社の Foreign 

Direct Investment Intelligence誌のGlobal 

Free Zones of the Year 201818の世界ラン
キングにおいても、ロシアの6つの OEZ が
ランクインした。そこでは、リペツク特区が
ロシアのトップに位置している。リペツク特
区は入居企業62社の内30社が外資企
業であり、製造インフラも完備され、行政
府の熱意と経験値が高いことで有名である

（Коммерсантъ, 2018a, 2018b）。
ただし、上記の特区はOEZ制度を活用

しているから成功例であるのか、または別
の理由で成功しているのか、疑問が残る。
高橋（2007）が指摘するように、リペツク特
区とアラブガ特区は、ロシアでも比較的進
んだ工業地域の中にあり、カルーガ特区も
政府から特区認定を受けなくても、自助努
力で良好な投資環境を整備し、外資誘致
に成功している。アラブガ、リペツク、カルー
ガの特区はそもそも有利な地位を有し、投
資誘致条件も揃っている地域で設立され
た一方、「モグリノ」や廃止された「ウラジ
オストク」は後進地域の諸問題の解決を目
的として設立された特区であった。このよう
に経済特区の設立時の前提条件が異な
るため、同じ基準で評価した場合、業績の
差も当然大きくなる。

さらに、会計監査院は、2013～2016年
の入居企業の輸出入を分析し、OEZ は
輸出促進の原動力になっていないと結論
づけた。入居企業の製品は主にユーラ
シア経済連合圏向けであり、総生産高に
占めるユーラシア経済連合圏以外への輸
出の割合は8% 以下であった（会計監査
院、2018b）。会計監査院のクドリン長官
は、2019年3月に、OEZ が輸出促進の
政策ツールであるという連邦政府の見方
を批判し、入居企業の経済活動が輸出
促進に繋がるような新しい政策ツールを考

14 Коммерсантъ（2016）、Фаляхов（2017）、Филипенок（2018）、Фаляхов（2020）など。
15 2012年8月15日付第833号政府決定、2013年10月6日付第491号政府決定、2016年7月7日付第643号政府決定。
16 Павлов（2013）、Камдин（2013）、Ниязбекова（2019）、Коновалова ＆ Савельева（2018）、Konovalova（2018）、Меньщикова ＆ Передкова（2013）、Кузнецова

（2016）、Платова et al.（2017）など。
17 服部（2011）、Громова ＆ Кускова（2013）、Комраков（2016）。
18 ロシア経済発展省の HP（2019年10月24日）：
　https://economy.gov.ru/material/directions/regionalnoe_razvitie/instrumenty_razvitiya_territoriy/osobye_ekonomicheskie_zony.
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える必要性を強調した（ロシア連邦政府、
2019）。すなわち、以前と同じく制度の改
善ではなく、まったく新しい政策ツールの構
築を提案している。

いずれにしても、多くの OEZ では、上記
のような制度設計上の諸問題があるため、
インフラ整備の遅れが、民間投資家離れ
に繋がり、その結果、特区の収支が悪化
して、インフラ整備がさらに遅れるという悪
循環が生じている。

５．経済特区制度の改善に向けて

５.１　地域発展政策の現状
2010年代においても1990年代に似た

特区の新設と廃止が繰返される理由は何
か。前節で述べた背景の他に、実はもう一
つの大きな要因が存在すると考えられる。
それは、ロシアにおいて、市場移行後の30
年間にわたって、空間的発展戦略や長期
的地域開発政策の計画が存在しなかった
ことである。

アガプツォフ会計監査委員は、地域開
発政策ツールの作成・管理に関する統一
的なメカニズムを規定する戦略立案コンセ
プトが存在しない結果、公的資金が非効
率かつ非合理的に利用されていると指摘
している。クズネツォヴァ（2018）は、プーチ
ン大統領の1期目から連邦政府の地域発
展政策を分析し、国家政策の主要な法令
やプログラムにおいて地域経済発展の必
要性が強調されているにもかかわらず、地
域発展政策に関する項目が存在せず、地
域発展政策は連邦政府の政策上の優先
課題ではないと結論付けている。

確かに、ここまでの議論で見てきたよう
に、ロシアには多くの地域開発政策ツール
が存在し、その中には地域経済社会の発
展を目指す政策ツールもあるが、今まで地
域発展政策において体系的なアプローチ
が取られていなかったことは事実として指
摘できるだろう。

ロシアの地域発展政策に関して長年続
いている議論は次のものである。連邦政府

は、①先進地域を優先し、国全体の経済
成長の原動力にするという「局地的発展
政策」（偏向発展モデル）と、②後進地
域を支援し、地域間格差を解消すべきとい
う「平準化政策」（均衡化モデル）のどち
らの政策を採用すべきか。ロシアの地域
発展政策を規定する長期発展戦略が承
認されていなかったために、連邦レベルで
の財政資金の効率的な使用と、地方レベ
ルでの合理的な政策ツールの採用に関す
る意思決定も困難だったであろう（クズネ
ツォフ・クズネツォワ、2008 ； 中馬、2019）。
2005年特区法は、基本的に前者に則って
いる。

５.２　空間的発展戦略の問題点
2019年2月13日付第207号ロシア連邦

政府決定により、長年待たれていた「2025
年までのロシア連邦空間的発展戦略（以
下、発展戦略と略す）」がようやく制定さ
れ、またその実施計画も2019年12月27日
付第3227号ロシア連邦政府決定により承
認された19。その内容は以下の通りであ
る。

この戦略は、ロシアの持続的かつバラン
スの取れた空間的発展を保障し、その発
展によって国民生活の水準と質における
地域間格差を縮小し、経済成長および技
術発展を加速化させ、国家安全保障など
を達成することを目的としている。戦略的
課題は以下の通りである。

（1） 連邦レベルにおけるインフラ整備上の
制約の解消、輸送・エネルギー・情報
通信などの主要なインフラへのアクセ
ス可能性および質の向上

（2） 連邦構成主体の社会経済発展にお
ける地域間および地域内の社会経済
格差の縮小

（3） 地域間協力の強化と「マクロ地域」20

内における連邦構成主体の社会経
済発展のコーディネーションの強化

（4） 経済特化が有望な部門における生産
発展のための条件の整備による連邦
構成主体の競争力の向上

（5） 都市と農村地域の社会経済発展を通
じた住民の定住化システムの安定性
強化

（6） 地域における各社会分野サービスの
アクセシビリティ向上

（7） 大都市や成長が有望な都市圏にお
ける成長拠点の社会経済発展を通じ
た、連邦全体における経済成長、科
学技術、イノベーションなどの発展の
加速および普及の保障

（8）鉱物資源センターの設立および発展
（9） 環境保全、生物多様性・文化的な名

所の保全と回復、気候変動に伴う悪
影響の削減

（10 ）地政学的戦略地域（極東、北コーカ
サス、クリミア半島、カリーニングラード
州、北極圏）の社会経済発展を通じた
ロシア連邦の国家安全保障

紙幅の関係上、戦略の詳細には踏み
込まないが、このリストから明らかなように、

（2）地域間格差の縮小と（7）成長拠点
の社会経済発展の両方が戦略的課題に
設定されている。この戦略文書には「連邦
構成主体の地域経済社会の成長拠点を
支援することで、地域発展の不均衡を解
消する」とあるが、地域発展政策の実施
現場では、「偏向発展モデル」対「均衡化
モデル」に関する論争が続いている。

実際、この戦略はその承認以降、多くの
批判を浴びている。次のような問題が指摘
されている。第1に、戦略の内容は、国レ
ベルの優先的方針ではなく、地域の経済
社会が抱えている従来の問題を羅列した
に過ぎない。第2に、財政支出の効率性に
関する項目がないため、ドナー地域と非ド
ナー地域の対立が一層拡大する。第3に、
データに基づいた現状の分析が一切明記
されていない。第4に、空間的発展計画に
ついては「慣性的な計画」（成長拠点が
立地する地域の域内総生産の年平均増
加率が2.6%となる場合）と目標計画（同じ
く、3.7%となる場合）が掲載されているが、
「慣性的な計画」の概念は「戦略的な計
画」の反対語であるため意味不明である、

19 これ以前には、ロシアにおける地域開発の重要性は次の法令の中で強調されていた： 1996年6月3日付第803号大統領令「ロシア連邦における地域政策の基本的条
件について」、2008年11月17日付第1662号連邦政府決定「2020までのロシア連邦長期社会経済発展コンセプト」、2012年5月7日付「5月の大統領令」、2014年6月28
日付第172号連邦法「ロシア連邦の戦略立案について」、2017年1月16日付第13号大統領令「2025までのロシア連邦の地域発展国家政策の基盤承認について」、2018
年5月7日付第204号ロシア連邦大統領令により承認された「2024年までのロシア連邦の発展目標および戦略的課題」。
20 「マクロ地域」（地域の密集地帯）の詳細については、『ロシア NIS 調査月報』2019年4月号「特集ロシア・NIS 圏で存在感を増す中国」を参照されたい。
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などである（Кузнецова, 2019; Проценко, 

2019; Трушин, 2019）。
ロシアの産業政策の優先分野が広がり

続け、リソースが広く薄く配分される傾向が
強まり、リソースのバラマキが続く結果、当
初の政策目標が実現できないという産業
政策に関する伏田（2017）の指摘は、今
回の地域発展政策にも当てはまるであろ
う。

事実、この戦略の準備作業に参加した
モスクワ大学地理学部のズバレビッチ教
授は、戦略の当初案の中で挙げられた支
援政策の対象となる成長拠点数は20カ所
であったが、地方政府のロビー活動の結
果、最終的な戦略に含まれる成長拠点数
が40カ所にまで膨れ上がった、と指摘して
いる（Зубаревич, 2019）。一方で、この
数年の間、財政資金の不足問題が続き、
2018年1月時点で全 OEZ のインフラ新
設に必要な資金（見積もり）として4919億
ルーブルの内、国家予算から支出される
2540億ルーブル以外の残りの1978億ルー
ブルについては、財源の調達の可能性が
不明であった。前年度に比べ、2018年度
のインフラ整備の不足資金は2.6倍拡大し
ていた（会計監査院、2019）。

５.３　OEZ 制度の改善に向けて
ロシアの地域発展政策および地域開発

政策ツールとしてのOEZ 制度には未解決
の問題も多いが、制度の改善の努力も行
われている。

第1に、2012年4月26日付第398号政府
決定と2017年5月10日付第552号政府決
定により、OEZ 設立に追加的な評価基準
が導入された。具体的には、OEZ の収益
性、採算、黒字化までの期間、土地利用

計画、発展計画、環境への外部経済性、
管理運営上の経験に関する基準が OEZ
の設立条件に加えられた。

第2に、2018年4月5日付第159号経済
発展省令により、潜在的入居企業の事業
計画の審査方法が改善され、新たな評価
基準として現地調達率が追加された。

第3に、2018年12月31日付経済発展省
のプレスリリース21では、経済特区制度のさ
らなる改善に関する情報が公開された。大
きな改善点は以下3点である。① OEZ の
現状と成果を評価するために追加的指標
が導入された：特区の合理性、管理会社
の活動に関する指標（雇用状況、収益、イ
ンフラ投資額など）、入居企業による統一
社会税の納付額など。②観光・レクリエー
ション特区の特徴の把握のための指標が
導入された。③経済発展省と税務庁・関
税庁との情報交換制度が新たに整備され
ることになった。これらのことが、OEZ の現
状把握と効率的な評価に繋がると期待さ
れる。

ただし、最近になって経済特区の活動
にかかわる汚職事件が再びニュースの話
題として取り上げられたことからも示唆され
る通り22、特区制度だけではなく特区内外
の事業環境に関して、全般的に改善すべ
き問題点がいまだに多く残っている。また、
既存の法的枠組みや制度の効率性を改
善させるとしても、それに伴って法規制の
体系が複雑になり、投資家が各種行政手
続きおよび法律の解釈に一層困る状況が
生じる可能性も否定できない23。

６．結論

本研究では、ロシアの経済特区制度お

よび地域発展政策の有効性について考
察した。具体的には、ロシアで活用されて
いる主な地域開発政策ツールについて調
査し、各制度の相違点や現状を比較分析
した。特に、特別経済区（OEZ）制度設
計やその活用に関する問題、評価方法の
検討を通じて、ロシアの地域発展政策の
有効性について議論した。

その結果、ロシアにおいて多くの地域
開発政策ツールが併存するものの、地域
の経済社会発展におけるそれぞれの政
策ツールの位置づけが必ずしも明白では
ないことが確認された。また、極東特区

（TOR、SPV）とは対照的に、OEZ 制度
は外資誘致型の政策ツールとしての有効
性が小さいこと、多数の制度上の問題によ
り経済特区としての実績と効率性は高くな
いことが明らかになった。さらに、特区制度
の改善も図られてはいるが、エリツィン政権
時代と同様に、プーチン政権は、問題解
決策として経済特区の新設と廃止を繰り
返し、制度活用に関して多くの批判を浴び
てきた。その原因として、ロシア連邦の長
期的な空間的発展戦略が存在しなかった
ことが指摘できる。

最後に、本稿の政策的含意として、従
来の経済特区制度に関する諸問題は、市
場的な制度体制（中央・地方間の監督責
任、経済主体のインセンティブ、中央・地
方間の予算関係など）の不備に起因する
ものであると考えられるため、これらの諸
問題を整理・解決しない限り、連邦構成
主体レベルで新型の地域開発政策ツール

（TOR、SPV）を活用する際にも同様の
問題が発生する可能性があるということを
指摘しておきたい。

21 公開型株式会社「経済特区」の HP（2018年12月31日付プレスリリース）。
22 Gazeta.ru（2020年2月17日付新聞記事）によると、エカテリンブルグに立地する工業産業特区「チタン・バレー」の管理会社の社長アルテミー・キズラソフ氏が大規模な汚
職事件へのかかわりの疑いで逮捕された : https://m.gazeta.ru/social/news/2020/02/17/n_14049313.shtml.
23 新井・志田（2019）によると、5年前に導入された極東開発の政策ツールを規定するTOR 法とSPV 法が既に9回ずつ改訂を経た。
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極東港湾貨物取扱量に見るロシアの東方シフト

1．はじめに

ロシアでは、近年、東方シフト政策が進
められている1。この東方シフト政策には、
国内政策の側面と対外政策の側面の2面
がある。対外政策面では、アジア太平洋
諸国との関係強化やユーラシア経済連合

（Eurasian Economic Union: EAEU）
の枠内での旧ソ連諸国との関係強化が
進められている。中国や日本に対する、積
極的な天然資源輸出などもこうした政策の
一環として理解することができる。

国内政策としては、大きく分けてインフ
ラ整備推進型の政策と投資環境整備に
よる民間投資誘致型の政策が進められて
きた。投資誘致型の政策については、近
年、何回かにわたって本誌上で、政策の
内容、政策展開の状況、中間的な評価な
どを行ってきた2。本稿では、インフラ整備
推進型政策に関連するテーマとして、極
東港湾の貨物取扱量の動向等を整理す
ることとしたい。極東におけるインフラ整備
の重要な目的の一つは、天然資源のアジ
ア太平洋向け輸出体制を強化することで

あり、この点で東方シフト政策の国際面と
一体的な関係にある。

本稿では、インフラ整備型の極東開発
がどのような実績につながったのかという
点について、港湾での貨物取扱量の動
向から確認する。実際の作業としては、
複数の主要な貨物について、全国の港
湾貨物取扱量に占める極東のシェアがど
のように変化したかを整理した。こうした動
向と、当該貨物の輸送に関わるインフラ整
備等の経緯等とを関連付けて考察するこ
とで、極東のインフラ整備が貨物輸送の
東方シフトに寄与したことが理解できる。

2．利用データ

本稿で利用する港湾貨物取扱データ
は、ロシア連邦運輸省や主要港湾オペ
レータの主導により1995年に設立された
㈱ Mortsentr-TEK 社が毎年発行して
いる『ロシア港湾経由の貨物輸送の概況

（Обзор перевозок грузов через порты 

России）』3掲載のデータである。
データの採取期間は、ERINAが同資

料を購入し始めた2009年版（2010年発
行）から直近の2019年版（2020年発行）
までである。各年版には最新年と前年と
の2年分のデータが採録されているので、
より精度が高いと思われる前年データを
利用することを原則とした。ただし、2011
年版（2010年と2011年のデータを掲載）
はERINAが購入しておらず、ここから採
取すべきである2010年データおよび直近
年の2019年データについては、それぞれ
2010年版および2019年版の最新年データ
を利用した。結果として、2008年～2019年
の12年間の時系列データとなっている。

同資料には、いくつかの表（データセッ
ト）が本文中および付表として掲載されて
いるが、本稿ではターミナルオペレータ別、
品目別の取扱量（重量ベース＝トン表示）
データを利用した。小規模港湾を除けば、
各港湾には複数のオペレータ（港湾荷役
業者）が活動している。原油や石炭など、
特定の貨物についての専用荷役設備を有
した特化型の企業も多い。本稿では、一
部を除き、原則として港湾単位に集計した
データ4を利用したが、ターミナル別のデー

要　旨
　ロシアは、近年、東方シフト政策を進めてきている。極東でのインフラ整備は、この政策の優先課題の一つである。ロシアの港
湾貨物取扱についての統計データによれば、全国における極東海域の比率は、17.6％（2008年）から25.4％（2019年）に増加して
いる。特に、石炭・コークスにおける極東の比率の拡大は著しい。こうした貨物輸送動向から、ロシアの東方シフトは実際の成果を
上げつつあると理解される。
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1 東方シフト政策が、近年始まったものであるか否かについては、別途議論がある。筆者は、ロシアの東方志向には長い歴史があると考えるが、本稿では東方シフト政策
の開始時点についての議論には立ち入らず、少なくとも2010年ころまでには東方シフト政策が展開されていたことは明らかであるとの認識で執筆したものである。
2 例えば、新井・斎藤（2016）、新井・志田（2018）、新井・志田（2019）など。
3 当該資料には、バルト三国やウクライナの港湾貨物取扱量に関するデータも掲載されており、2016年までのタイトルは『ロシア、バルト、ウクライナ港湾経由の貨物輸送の
概況』となっていた。正確な標題は参考文献リストを参照。
4 対象とした期間中に、一部の港湾で港湾区域の変更（分割、併合、新規港区の開港など）、また、Mortsentr-TEK の集計方法の変更などがあったため、単純に各
年データをプールしただけでは、経年データとしての整合性が無い。さしあたり、今回の分析の主対象である極東地域については、インターネット上で確認できる範囲で、
オペレータ企業の立地場所、さらにはこの間の新規参入・吸収合併・分割・撤退・社名変更等の情報収集を行い、さらにはオペレータ社名に含まれる地名からの推測なども
行いつつ、現行の港湾区分に整合する形で過去のデータを港湾単位に集計する作業を行った。
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タを利用することでより細かい分析を行うこ
とも可能である。他方、このデータセットに
は方向（輸出入・移出入）の区分が無い
ため、「東方シフト」の実態を厳密に定量
化することはできない。LNG など技術的
に考えてすべてが輸出に向けらえているこ
とが明らかな貨物もあるが、コンテナ貨物
など大勢についての示唆を得るにとどまる
貨物もある。

当該統計資料で用いられている品目分
類を表1に示す。貨物の形状に応じた分類
となっており、日本の港湾統計の品目分類
とは異なる発想で整理されている。本稿の
趣旨とは直接関係ないが、日ロ間で港湾
統計のコンセプトが違う点は興味深い。

目別構成には、あまり大きな変化は見られ
ない。液状貨物が全体に占める割合は、
半分強から6割程度で推移している（図
2）。大分類区分で、2008年と2019年の
品目別構成を比べてみると、バラ貨物（塊
状）の比率が増え、原油の比率が減少し
たのに対し、その他の貨物の比率には大
きな変化が無い（図3）。原油の取扱量自
体が減少したわけではなく、他の貨物に
比べると増加率が小さかったことが、原油
の比率低下につながった。なお、比較的
単価が高い貨物であるコンテナ貨物は、
この間に3207万トンから5651万トンへと
増加しており、総貨物量とほぼ同様の伸び

（1.8倍）を示している。

たが、港湾貨物取扱量は一貫して増加を
続けた（図１）。

ロシアの海洋港湾は、大きく分けて4つ
の外海（北極海、バルト海、黒海、太平洋）
と1つの閉鎖海（カスピ海）に面している。
これらの海域別のシェアは、2019年時点
で、アゾフ海・黒海域とバルト海域がそれ
ぞれ全体の約30％を占めており、これに極
東海域が続く。2008年と2019年を比較し
た際、極東海域の貨物量が最も著しい増
加傾向を示し、7980万トンから2億1349万
トンへと、2.6倍もの増加となった。これに
より、全国に占めるシェアは、17.6％から
25.4％に高まった。

ドライカーゴと液状貨物の2分類での品

3．全国的な貨物取扱量の動向

ロシア全体の港湾貨物取扱量は、
2008年の4.5億トンから2019年の8.4億トン
へと1.8倍に増加した。この間、2009年の
世界金融危機や2014年の対ロシア経済
制裁や国際油価下落など、ロシア経済に
マイナス成長をもたらすような出来事があっ

出所：Mortsentr-TEK（各年版）より筆者作成
注：年により、一部の貨物が他の品目に含まれている
場合もある。例えば、液化ガスは2012年までは石油
製品に含まれていた。

表1　港湾取扱貨物品目分類

大分類 小分類
ドライカーゴ バラ貨物

（塊状）
鉱石
石炭・コークス
肥料
その他バラ貨物

（塊状）
バラ貨物

（粒状）
穀物
砂糖
その他バラ貨物

（粒状）
木材
一般雑貨 鉄

非鉄金属
スクラップ
容器・個品
冷蔵・冷凍品
　うち、魚・水産品
その他一般雑貨

コンテナ貨物
フェリー貨物
RORO 貨物

液状貨物 原油
石油製品
液状食用品
化学品
液化ガス
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図1　海域別港湾貨物取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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図2　ドライカーゴと液状貨物の取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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トル離れた位置にあるボリショイ・カメニ港も
含まれている。また、2009年にボストーチ
ヌイ港の南西約6キロメートルに開設された
コジミノ石油積出専用港はボストーチヌイ
港の一部を構成している。日本の港湾事
情に詳しい読者の中には、長い海岸線を
持つ広大な極東地域に港湾が22港（北
極海を入れても28港）しかないことを意外
に感じる向きもあるかもしれないが、そもそ
も低密に居住していることに加え、このよう
に一般には別の港湾と認識されている複
数の港湾を一つの港湾としているケースが
あるという管理体制上の事情もある6。

（2）�極東海域港湾における貨物取扱
量の動向

上述した通り、極東水域での総貨物取
扱量は2008年からの12年間で2.6倍に増
加した。2019年時点で、貨物取扱量が

多いのは、ボストーチヌイ港（7354万トン）、
ワニノ港（3144万トン）、ナホトカ港（2558
万トン）、ウラジオストク港（2388万トン）、
プリゴロドノエ港（1605万トン）、デ・カスト
リ港（1357万トン）、シャフチョールスク港
（1007万トン）であり、これら7港合計で
極東海水域での貨物取扱量の9割を占め
る。中でも沿海地方のボストーチヌイ港の
取扱量は他を圧倒しており、同港1港で極
東海水域の3～4割程度を占めている（図
5）。同港は、全国でも黒海のノボロシース
ク港（1億5683万トン、2019年）についで
2位となっている。

これら主要港の中では相対的に量は少
ないが、近年、急速に取扱量を増やして
きたのがサハリン州のシャフチョールスク港
である。ボストーチヌイ港やシャフチョール
スク港のほか、増加率が比較的高いワニ
ノ港、ナホトカ港などは、いずれも石炭が

5 これらのうちラザレフ岬港、アレクサンドロフスク・サハリンスキー港及びポロナイスク港の3港については、近年の貨物取扱実績がない。特に、ポロナイスク港にはオペレー
タも存在せず、本稿で取り扱う全期間で取扱量がゼロである。したがって、以下で示す極東水域での貨物取扱量は、集計年にもよるが、残りの19港から21港の合計値
である。
6 日本でも、旧来の港湾とは別に新たな港区を整備したり、あるいは複数の港湾を統合したりして、それぞれが離散した複数の港区を持つ港湾として管理されている例は
多い。

4．極東海域港湾の貨物取扱量

（1）極東海域に立地する港湾
2020年初時点で、ロシア連邦海上・河

川運輸庁が管理する港湾台帳上、全国
で67港湾が存在している。このうち、極
東連邦管区には28港湾が立地している。
ただし、6港湾は北極海に面しており、
Mortsentr-TEK ではこれらの港湾を北
極水域に含めていることから、本稿でもこ
れら6港を除いた22港湾5（図4）を極東海
域の港湾として取り扱う。やや細かい話と
なるが、ここで、港湾管理上（データ集計
上）の１港湾が必ずしも地理的に1か所の
港を指しているわけではないことを指摘し
ておく。例えば、港湾台帳上のウラジオス
トク港には、直線距離で東に約40キロメー
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図3�　品目別貨物取扱量
　　�　（2008年、2019年）

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆
者作成

図4　極東海域の港湾位置図

出所：ERINA作成
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主要貨物となっている。これに対して、プ
リゴロドノエ港（天然ガス中心）、デ・カスト
リ港（原油中心）は、生産量の制約なども
あり、比較的安定的な荷動きとなっている。

（3）極東海域における品目別動向
極東海域における品目別の取扱量の

状況は、全国とは少し異なっている。まず、
対象期間中を通して、ドライカーゴの方が
液状貨物よりも多い（図6）。一時期は、ド
ライカーゴの比率が6割を下回る時期も

あったが、近年では再びドライカーゴの取
扱量の増加が加速し、2019年では3分の
2に近づいている。

ロシア全体の港湾取扱貨物のうち、表
1に示した小分類ベースで取扱量が多い
のは、伝統的に石炭・コークス、原油、石
油製品などである。また、近年では穀物、
液化ガスもロシアの主要輸出品目であり、
比較的取扱量が多い。これらに、相対的
に高付加価値品である工業製品等の輸
送に用いられるコンテナ利用貨物も加え

て、各品目別の動向を整理する。
①原油

2019年のロシア全体での取扱量は2億
7611万トンで、品目別で最大の取扱量と
なっている。2016年ころまでは、年間2億
トン前後で推移していたが、その後に急
速に取扱量が増加している（図7）。

このうち、極東海域の取扱量は2008
年の1109万トンから、2019年の5164万ト
ンへとほぼ一貫して増加している。特に、
2009年から2010年への1年間で一気に
2倍以上に増加し、2008年、2009年に
6％台だった極東海域の対全国シェアは、
2010年に13.6％に急上昇した。その最大
の理由は、2009年12月に稼働した「東シ
ベリア－太平洋（ESPO）」パイプライン（表
2）である。このパイプラインでは、イルクー
ツク州やサハ（ヤクーチア）共和国などの
内陸部で生産する原油を、パイプライン建
設に合わせて新設したコジミノ石油積出
専用港7まで輸送して、日本や中国などア
ジア諸国へ向けて船積している。同港で
の2010年通年の原油取扱量は1520万ト
ンで、これだけで極東海域での原油取扱
量の対前年比倍増を実現した。同港では
その後もパイプライン輸送能力および港湾
自体の積込能力の増強に伴い取扱量を
増加させ、2019年の取扱量は3119万トン
となった。

ESPO パイプライン以前から極東で原
油積出を行っていた主要港は、デ・カスト
リ港（ハバロフスク地方）とプリゴロドノエ
港（サハリン州）で、それぞれサハリン州
での大陸棚開発プロジェクトである「サハ
リン1」、「サハリン2」で生産された原油を
輸出してきた。前者の2008年の取扱量は
959万トンで、後者が本格的に原油取扱
を開始した2009年の取扱量は543万トン
だった。それぞれの2019年の取扱量は、
1347万トンおよび498万トンであり、コジミノ
石油専用港ほどの増加は示していない。

以上3港で2019年の極東での原油取
扱量の96.1％を占めている。これらの港の
取扱量は、近年伸び悩んでいる。その背
景には、油田の生産能力の制約などがあ
るものと想像される。他方、2016年以降、
黒海沿岸のノボロシースク港で原油取扱

7 上述の通り、港湾台帳上、同港はボストーチヌイ港の一部である。
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図5　極東海域の主要港湾の貨物取扱量推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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図6　極東海域におけるドライカーゴと液状貨物の取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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量が急増している。結果として、全国港
湾の原油積出量に占める極東のシェア
は、2015年の22.7％をピークに減少傾向
にある。
②石炭・コークス

原油に次いで、ロシア国内港湾で取
扱量が多いのは、石炭・コークスである。
2019年の全国での取扱量は1億7604万ト
ンだった。原油と比べ、石炭・コークスの
取扱量増加の速度は著しく大きい。2019
年の取扱量は2008年の3.2倍にもなってい
る（図8）。

図8からもわかるように、ロシア港湾にお
ける石炭・コークスの取扱量の増加には
極東港湾が大きく寄与している。極東港
湾での取扱量は2008年の2272万トンか
ら2019年の9888万トンへと4.4倍にも増加
した。その結果、極東海域のシェアは、
41.6％から56.2％へと高まった。また、極
東では上述した原油よりも取扱量が多く、
全国での1位（原油）と2位（石炭・コーク
ス）とは、順番が入れ替わっている。

極東の主要石炭積出港の取扱量の動
向を図9に示す。歴史的にロシア極東にお
ける主力の石炭積出港であったボストーチ
ヌイ港では、石炭ターミナルのオーナー企
業である炭鉱企業クズバスラズレズウーゴ
リ社が着実に取扱能力の拡大を続け、現
在でも極東最大の積出港である。ポシェッ
ト港は、2004年にメチェル社が買収して、
ボストーチヌイ港に次ぐ石炭積出港となっ
たが、地形的に拡張余地が無いこともあっ
て、近年は年間500万トン程度の取扱で
頭打ちとなっている。このほか、ワニノ港、
ナホトカ港、シャフチョールスク港では、石
炭取扱が急増している。前2者では、新
たな石炭専用ターミナルの整備を進めて、
シベリアや極東内陸部からの石炭を輸出
している。シャフチョールスク港では、サハ
リン島内産の石炭を輸出している。

原油の場合と同様、極東港湾からの
積出の増加には、アクセス輸送手段の輸
送能力増強が必要である。炭田に近接
立地するシャフチョールスク港を除けば、
港湾までの主要輸送手段はシベリア鉄
道およびバム鉄道である。ロシア政府は、
これらの路線の輸送能力増強方針を打
ち出し、現在、ロシア鉄道が様々なプロ
ジェクトを推進している。これまでの具体
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図7　原油取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成

出所：トランスネフチ社ウェブサイトほか、各種資料から筆者作成

表2　東シベリア｜太平洋パイプライン

第1期

【タイシェット―スコボロジノ】（ESPO-1）
延長：2694㎞
2009年12月25日正式稼働
輸送能力：3000万トン／年

【スコボロジノ―コジミノ石油専用港】
※鉄道による輸送
輸送能力：1500万トン／年

（＝コジミノ石油専用港出荷能力）

【スコボロジノ―大慶（黒龍江省）】
延長：991㎞（ロシア64㎞、中国927㎞）
2011年１月１日正式稼働
輸送能力：1500万トン／年

第2期

【タイシェット―スコボロジノ】（ESPO-1）
2012年12月25日：5000万トン／年に増強
2014年12月15日：5800万トン／年に増強
2017年：7300万トン／年に増強
2019年11月27日：8000万トン／年に増強

【スコボロジノ―コジミノ石油専用港】
（ESPO-2）
延長：2046㎞
2012年12月25日正式稼働
輸送能力：3000万トン／年
2017年12月：3670万トン／年に増強
2019年11月27日：5000万トン／年に増強

（コジミノ石油専用港出荷能力も増強）

【コムソモリスク・ナ・アムーレ向け支線】
延長：294km
2019年7月8日稼働
輸送能力：800万トン／年

【スコボロジノ―大慶（黒龍江省）】
2017年：3000万トン／年に増強
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的な取組や最近の状況については、斎藤
（2019）に詳しいので、ここでは詳細の
説明は避けるが、全体的にはインフラ整
備の努力が実績に結びついてきたと言えよ
う。
③石油製品

ロシア全体での品目別取扱量が3番目
に多いのは、石油製品である。2019年の
全国の取扱量は1億4986万トンで、2008

年の2倍弱となった（図10）。原油、石炭・
コークスの場合と異なり、石油製品取扱
量の増加に、極東港湾はほとんど寄与し
ていない。近年、極東海域の石油製品
取扱量は年間1500万トン程度であり、全
国シェアは約10％である。このように取扱
量が安定している背景には、供給源とな
る製油所が極東地域に3カ所しかなく、こ
れらの原油処理能力が出荷量を規定して

いるという事情がある。これらはいずれも
ハバロフスク地方（ハバロフスク市、コムソ
モリスク・ナ・アムーレ市およびワニノ地区）
にある。このうち比較的規模が大きい前
2者はかつては鉄道、現在は ESPO パイ
プラインで原料となる原油の供給を受けて
石油精製を行っており、積出港までの製
品輸送には主に鉄道（タンク貨車）が利用
されていると推察される。

なお、極東港湾での石油製品取扱に
は、輸出向けと国内輸送分の両方が含ま
れる。国内輸送分とは、沿海地方やハバ
ロフスク地方の大陸側港湾から積み出し
て、カムチャツカ地方、マガダン州、サハリ
ン州およびチュコト自治管区など陸路での
輸送が不可能な地域に海上輸送する分
である。受入港側の石油製品取扱量は、
年間100～150万トン程度であり、同量が
大陸側港湾で国内向けとして積み出され
ていると仮定すると、輸出向けの石油製
品の量は、年間1000～1400万トン程度
で推移してきたものと推計される8。
④液化ガス

ロシアは世界最大の天然ガス輸出国
であるが、従来は欧州向けのパイプライン
輸出のみであり、液化天然ガス（LNG）の
形での輸出は2009年3月のプリゴロドノエ
LNG基地稼働以降の10年程度の歴史し
かない。こうした経緯もあって、本稿で利
用しているMortsentr-TEKの港湾貨物
取扱量データでは2012年まで液化ガスは
石油製品の一部として計上されていた。
LNG輸出開始以前、ロシアで液化ガスと
言えば液化石油ガス（LPG）しかなく、量
も限定的だったので、当然の集計処理で
あったと言える。現在は、液化ガスとして計
上される貨物のほとんどがLNGである9。
2019年の全国での液化ガスの取扱量は
3281万トンであった。

一般に大規模設備投資を必要とすると
いうLNG 事業の性格上、港湾での LNG
取扱量は大規模プロジェクトの稼働開始
によって急増する。現在、ロシアで稼働
しているLNG 基地は、上述のプリゴロド
ノエ基地（設計生産能力は960万トン／

8 石炭についても同様の構図があるが、国内向けは輸出向けに比べて圧倒的に小さいため、石炭の項では分析を省略した。また、原油および後述するLNG について
は、技術上（貨物の性格上）、極東海域内での国内向け輸送は想定されない。
9 2019年時点で、ロシア最大の LPG 取扱港はバルト海域のウスチ・ルガ港で、2014年から本格的な取り扱いを開始した。同港の2019年の液化ガス取扱量は212万トン
であった。そのほか、年間数十万トン規模の LPG 取扱港が全国に数カ所存在する。
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図8　石炭・コークス取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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年）、2017年末に稼働開始した北極海に
面したヤマル基地（設計生産能力は1650
万トン／年）および2019年4月に稼働開始
したバルト海沿岸の中規模 LNG 基地（生
産能力は660万トン／年）10の3カ所のみ
である。2013年時点では、プリゴロドノエ
基地しかなかったため、液化ガスの取扱
量の97.5％が極東港湾での取扱であった
が、ヤマル基地がフル稼働した2019年に
は、極東のシェアは33.8％にまで減少した

（図11）。

現在、北極海での第2のプロジェクトで
あるアークティック2プロジェクトの準備が進
んでおり、またサハリン1プロジェクトから産
出される天然ガスを液化する計画もある。
前者が稼働すれば、極東のシェアはさら
に低下し、その後に後者が稼働すれば、
極東のシェアが少し戻るといった経過をた
どることが予想される。
⑤穀物

近年、ロシアが積極的に輸出を拡大さ
せている品目の一つが穀物である。このこ

とは、港湾貨物の取扱量にも反映されて
いる。2008年に1035万トンだった取扱量
は、2018年の5566万トンへ5.4倍も増加し
た。ただし、収穫量（および取引量）が天
候の影響を強く受けるという穀物特有の
事情もあり、2019年の取扱量は3857万ト
ンへと急減した。

穀物は、上述してきた品目と異なり、
極東海域での取扱量は非常に小さい。
2016年までは毎年10万トン以下、その後
3年間は10万トン台の取扱量が続いてい
る。ロシア産穀物がアジア太平洋地域に
ほとんど輸出されておらず、また穀物輸送
用のインフラ（港湾での一時貯蔵用サイロ
や穀物専用船積機械など）が整備されて
いないことがその理由である。参考までに、
ロシア最大の穀物積出港は黒海のノボロ
シースク港で、2019年の取扱量は1166万
トンであった。同港を含む黒海・アゾフ海
域で、同年のロシア全体の穀物取扱量の
93.1％を取扱った。極東海域とは対照的
にこの海域では近年、穀物輸送関連イン
フラ整備が進んでいる。
⑥コンテナ

上述してきた貨物は重量単価が小さ
く、大型船での大量輸送が中心である。
これに対して、工業製品や野菜・果物な
ど、相対的に単価が高い多品種の貨物
を輸送する手段として用いられるのが、コ
ンテナ（ISOコンテナ）である。コンテナ貨
物の荷動きの動向は、景気の影響を強く
受けるため、ロシア経済がマイナス成長と
なった2009年や2015年などには対前年
比で減少したが、基本的には増加傾向
を示し、2008年の3207万トンから2019年
の5651万トンへと増加した（図12）。同期
間に極東海域での取扱量は743万トンか
ら1602万トンへと増加した。全国を上回
る増加率となったため、対全国シェアは
23.2％（2008年）から28.4％（2019年）へ
と高まった。

現在、極東の主要コンテナターミナルは、
ウラジオストク港に2カ所（ウラジオストク商
業港およびウラジオストク漁港）とボストーチ
ヌイ港に1カ所（ボストーチナヤ荷役会社）
の合計3カ所ある。このうち、ウラジオストク

10 前2者が、それぞれ天然ガスの採掘・液化・輸出を一体としたプロジェクトであるのに対し、当該プロジェクトはパイプライン輸送される天然ガスの一部を液化して主にカリー
ニングラード州（ロシア連邦の飛び地）に輸送することを目的としたものである。このようなプロジェクトの性格の違いが、規模の違いとなっている。

0

20

40

60

80

100

120

140

160

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（100万トン）

極東海域 他地域

図10　石油製品取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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商業港とボストーチナヤ荷役会社は、コン
テナ荷役用のガントリークレーンを所有して
おり、従来から本格的コンテナターミナル
の運用を行ってきた。これに対して、ウラ
ジオストク漁港では多目的雑貨バースの一

角を主としてコンテナ貨物の荷役に充てる
形で、事実上のコンテナターミナル化して、
近年、コンテナ貨物の取扱量を急速に増
加させてきた（図13）。

5．おわりに

本稿では、ロシアの港湾貨物取扱量
データを用いて、最近12年間の動向を概
観した。

全品目を合計した貨物取扱量におい
て、極東海域が全国に占めるシェアは
17.6％（2008年）から25.4％（2019年）に
高まった。こうした貨物輸送動向からは、
ロシア政府が進める東方シフト政策、極
東重視政策が現実の成果を上げつつある
と言えよう。

具体的には、石炭、原油、LNGといった
エネルギー資源の取扱量の増加が大き
く、これらのアジア太平洋向け輸出の増加
と軌を一にしている。実際、ロシアの輸出
額に占めるAPEC諸国・地域向けの輸出
額のシェアが2005年の12％から2018年の
25％にまで増加した中で、原油の輸出量
におけるシェアは同期間に5％から36％へ、
石炭では18％から37％へといずれも著増した。

また、資源貨物のみならず、コンテナ貨
物においても極東海域での取り扱いシェ
アが高まっていることも確認できた。大半が
輸出であると想定しうる資源貨物と異なり、
コンテナ貨物については、輸出、輸入、通過

（トランジット）、国内輸送といった様々な方
向で輸送される。本稿で用いたデータでは
その内訳が不明であるため、詳細な議論
には踏み込めなかったが、大勢として東方
シフトが進んでいることは理解できた。

今回の作業は、初歩的なデータ整理を
中心としたものであり、ロシアの貿易構造
の変化など関連する他のデータと対応さ
せた分析等には至っていない。また、関
連するインフラ整備の経緯については、本
文中でも若干触れたが、新規インフラ整
備計画や既存設備の増強計画などを踏
まえた極東海域での取扱量増加の展望
等には踏み込めなかった。これらについて
は、今後の課題としたい。
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図12　コンテナ貨物取扱量の推移

出所：Mortsentr-TEK（各年版）のデータに基づき筆者作成
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Russia has been promoting its “Pivot to the East” policy in recent years. Infrastructure development in the Far East is one of its 
priorities. According to statistics of port cargo turnover in Russia, the Far Eastern Basin’s share in the country increased from 17.6% 
(2008) to 25.4% (2019). In particular, the share increase of “coal and coke” handled in the Far East has been remarkable. In light of 
these freight transport trends, one can understand that the Russia’s “Pivot to the East” is achieving real results.   

Keywords:  Pivot to the East, Russian Far East, Port, Freight Transport
JEL classification: R11

Russia’s Pivot to the East Exemplified by Cargo 
Turnover in Far Eastern Ports (Summary)
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はじめに

2016年5月にソチ市で開催された日ロ
首脳会談における安倍晋三総理大臣か
らの提案に基づいて進展している「8項目
の協力プラン」には、さまざまな分野が内
包されており、各省庁がそれぞれの所管
分野について、協力推進の努力を続け
ている。その一環として、国土交通省は
2020年1月21日に東京で「日本海側港湾
とロシア極東港湾との連結性強化のため
の意見交換会」を開催した。会議には、
日本側から日本海沿岸の各港湾管理者、
フォワーダー、荷主企業など、ロシア側か
ら株式会社ロシア鉄道、フェスコ・インテグ
レーテッド・トランスポート社など、日ロ双方
合計で約70名が参加した。

今回の会議は、2019年12月にモスクワ
で開催された「貿易・経済に関する日露政
府間委員会」において、日本側議長であ
る茂木敏充外務大臣から提起した、「極
東と日本の北海道・日本海側の連結性を
強化し、全体を一つの経済圏として開発
する可能性」について、日ロ双方で協力
を進めていくことで一致したことを踏まえて
開催された。ここでは、「連結性の強化」
が一つのキーワードであり、国土交通省
港湾局が主導した今回の会議のタイトルに
も反映されている。

会議での発言要旨

会議の前半では、国土交通省から運
輸部門での日ロ協力の進展状況等の報
告があった。国土交通省では、国土交
通審議官（次官級）を議長とするロシア側

関係省庁との作業部会を二つ設置して活
動を進めている。一つは、「日露都市環
境問題作業部会」であり、8項目の協力プ
ランの第2の項目である、「快適・清潔で、
住みやすく、活動しやすい都市づくり」に
対応して、ボロネジ市やウラジオストク市を
モデル都市とした協力を進めている。もう
一つが「日露運輸作業部会」で、そのロ
シア側議長はロシア運輸省次官である。
この作業部会の下には、港湾、鉄道およ
び観光をテーマとした三つの実務者会合
が設置されており、8項目の協力プランの
様々な分野に関わる活動を続けている。
例えば、エネルギー分野においては LNG
輸送に関する案件、極東開発分野におい
てはハバロフスク空港ターミナル建設案件
などが進展している。

運輸部門における様 な々協力案件のう
ち、今回の会議の中で強調されたのはシ
ベリア鉄道の利用促進に関する日露協力
と、コンテナ物流情報の可視化に向けた
連携の2件であった。

日本企業によるシベリア鉄道利用促進
は、古くて新しい課題である。本誌におい
ても、1990年代から、シベリアランドブリッ
ジ（SLB）輸送の可能性と課題が論じられ
てきた。ただし、当時の輸送サービスが抱
えていた課題は大きく、その改善も遅 と々
していたため、日本国内では「SLB は使
えない」という否定的な印象が広まり、長
年にわたって利用は低迷を続けた。これ
に対して、近年はロシア側の高速化およ
び定時性向上の努力が成果を上げ始め
ており、日本国内でのイメージとのギャップ
が広がりつつあった。国土交通省として
は、過去の情報が更新されないままシベリ

ア鉄道の利用を断念している荷主企業も
多いとの認識の下、コンテナ貨物のパイロッ
ト輸送を行うなどして、課題を把握し、さら
にロシア側に課題解決・改善を働きかける
などの取り組みを行っている。試験輸送と
して、2018年には日本発モスクワ向け輸
送を7件実施した。2019年には、さらに遠
方の東欧発着となる試験輸送を3件実施
し、これに追加してドイツ向け輸送も年度
内に実施予定である。これまでに完了し
た3件のパイロット輸送では、手続きや輸
送品質の面で若干の課題が特定された
ほか、リードタイムや通関手続きでは大きな
問題はなかった。また、コストについては、
海上輸送に比べて1.5倍からそれ以上で
あったが、これについてはボリュームディス
カウントの可能性もあるとの認識が示され
た。

また、コンテナ物流情報の可視化に関
しては、日本国内の主要港湾のコンテナ
物流情報を集約するプラットフォームとロシ
アの一部港湾との連携に向けた準備が
進んでいることが紹介された。日本側の
プラットフォームは2010年から稼働してい
るColinsというネットワークシステムで、現
在、京浜港、阪神港、四日市港、新潟港
および伏木富山港が参加している。日本
は、2014年から、この Colinsと中国およ
び韓国の同様のプラットフォームとを相互
接続して情報共有するNEAL-NETを構
築、運営してきた実績がある。今回の会
議で説明があった内容は、ロシアのウラジ
オストク商業港のコンテナターミナルを運営
するFESCO 社とボストーチヌイ港とサンク
トペテルブルク港でコンテナターミナルを運
営するグローバルポーツ社が、それぞれの

会 議・視 察 報 告

日本海側港湾とロシア極東港湾との
連結性強化のための意見交換会

ERINA調査研究部長・主任研究員
新井洋史
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システムを試験的に Colins に接続し、こ
れを介して間接的に NEAL-NETと接続
する形に向けて調整中ということであった。
NEAL-NET はそれぞれの国のプラット
フォームを相互接続する形が基本なので、
現在の案は暫定的な形とされている。将
来的には、ロシア側に独自のプラットフォー
ムが構築され、これが NEAL-NETと接
続されることが想定されている。さらには、
このプラットフォームにロシア鉄道のシステ
ムも接続されることで、上述のシベリア鉄
道利用の貨物輸送の利便性が高まること
も期待されている。

以上の国土交通省からの報告に続い
て、ロシア鉄道側から、再興しつつある「ト
ランスシベリアランドブリッジ」サービスの紹
介があった。これは、ロシア鉄道グループ
と海運を中心とした運送業グループである
FESCOグループが共同で構築した輸送
サービスである1。プレゼンテーションの中
では、日本から欧州まで最短19日で輸送
できる高速性を強調していた。以前から
課題として指摘されていた、ウラジオストク
港での通関手続や船から鉄道への積替
作業などに要する日数の短縮のため、税
関当局とも協力して INTERTRANという
名称のオンライン情報共有システム2を導
入している。上述の国土交通省によるパ
イロット輸送のケースも含め、2019年5月
～12月の間に、日欧間で10TEU の輸送
実績があり、サービス提供側としては「試
験輸送」ではなく、すでに実用的な「商業
サービス」と考えているとのことであった。

次の発表は、YKK 株式会社によるシ
ベリア鉄道利用の事例紹介であった。同
社では、富山県に主要生産基盤を持ち、
世界展開を行っている。日欧間の代替
物流ルートとしてのシベリア鉄道の利用に
ついては、以前にも検討を行ったことがあ
り、2013年には実際に試験輸送を行っ
た。しかし、その際には、富山からポー
ランドの同社工場まで35日での輸送計画
に対して、実際には81日を要したことなど
から、実用は断念した経緯がある。2019

年9月に、6年ぶりに試験輸送を行ったとこ
ろ、今回は同社のドイツ工場まで、途中で
遅延が起きることもなく20日間で到着した。
振動の大きさについても、日本国内の高速
道路走行時と同程度で、問題ないとの評
価である。今回の試験輸送の結果を踏ま
え、YKK の欧州事業会社では、航空輸
送の代替としての関心が示されているとの
ことであった。

意見交換、質疑応答の中では、運賃
や通関手続などが話題となった。運賃に
ついては、全体運賃のうち日本から極東
港湾までの海上輸送分のコストが高いの
ではないかとの問題提起に対して、ロシ
ア側からは貨物量が増加することで単価
低減が実現することへの期待が示された。
また、ロシア船社（FESCO）とは別に、日
本船社が航路開設することによる解決も
示唆された。ただし、筆者が見るところ、
低運賃を前提にロシア極東航路に参入す
る日本船社は無さそうである。通関手続
については、YKK の報告の中でも指摘さ
れていたが、英語での申告ができるような
制度改善への期待の声が上がった。これ
については、ロシア側参加者としては、税
関当局に要望を伝えると返答するしかな
かった。

所　感

今回の会議では、日本荷主の対欧州
輸送需要を取り込もうとするロシア鉄道の
積極的な姿勢が強く印象に残った。会議
開催まで、比較的短期間の準備期間にも
関わらず、ロシア側代表団の団長はロシ
ア鉄道のビャチェスラフ・パブロフスキー副
社長というハイレベルであった。実務レベ
ルでの意見交換を想定して企画した会議
に、経営レベルの参加があったことには、
会議主催者側が戸惑いを覚えたほどで、
それだけロシア鉄道が積極的だという証
左である。そのパブロフスキー副社長は、
冒頭および締めくくりのあいさつの中で、シ
ベリア鉄道利用が増加傾向にあることを

強調しつつ、日本の顧客の要望に応えて
いく姿勢を見せていた。ロシア鉄道に限ら
ず、一昔前までのロシア側のプレゼンテー
ションは、「ロシア側には全く問題ない」と
いう姿勢を前面に押し出して、「なぜ日本
企業はそんなに臆病なのか」と揶揄する
かのようなトーンのものがほとんどだった。
ただ、ロシア鉄道の「営業トーク」には、
近年変化が見られる。その変化は、今回
のパブロフスキー副社長の締めくくりあいさ
つに凝縮されていた。同氏は、日本企業
の要望や不満（例えば、運賃が高い、ト
レースができない、など）に対して、可能
な範囲で当面の対応をとったこと、それ
によりある程度の改善が実現できたこと、
残った課題には今後も対応策を取っていく
方針であることを訴えていた。日本人が抵
抗感なく受け入れられるロジックである。

こうしたロシア鉄道の意識や姿勢の変
化と軌を一にして、相乗効果を上げてい
るのは、2018年からいくつか実施されてい
る試験輸送である。YKK の例に見られ
るように、過去と比較して改善を明確に示
すことができており、ロシア側が言葉だけで

「改善した」と主張する以上の説得力を
与えている。同時に、依然として残るいく
つかの課題につき、国土交通省が政府と
してロシア側に改善を要望していることも、
ロシア側の努力を促す点で大きな意義が
あると考える。日本側の締めくくりあいさつ
でも、パイロット輸送から一歩進んで商業
利用拡大につながるよう、アクションプログ
ラムの策定・実施に進んでいきたいとの発
言があった。サービス向上と利用拡大が
相互に影響を与える好循環のスタート地
点に立っているとの感を強くした。

さて、改めて会議全体を振り返って考え
てみると、本来の会議目的でありながら素
通りされてしまった課題があるように思われ
る。それは、日本海を横断する航路の問題
である。現在、日本とロシア極東との間を結
ぶ直航コンテナ航路は、今回の会議で説
明されたFESCOが仏船社のCMA-CGM
と共同配船している航路の外、韓国船社

1 従来の SLBという用語が複数のサービスを包括した一般名詞であるのに対し、こちらは特定企業が提供するサービスの固有名詞であるが、今後、混同が広がることが
予見される。
2 筆者らが2019年11月にウラジオストクで行った物流関係者へのヒアリングによれば、同システムは、船会社であるFESCOと港湾荷役業者であるウラジオストク商業港、ロ
シア鉄道および極東税関の4者のシステムを接続して、電子的に書類をやり取りするシステムである。これにより、日本での船積港からロシア鉄道の仕向駅まで、ペーパーレ
スで手続きが完了する形となっている。ヒアリング時点では、一定の貨物のみに対応する形での運用とのことだったが、おって対象を拡大する計画だとの説明であった。
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KMTCが北九州（門司）とウラジオストクを
結んでいる航路しかない3。日本海の連結
性強化を図るには、日本海側港湾とウラジ
オストク港やボストーチヌイ港との間のコン
テナ航路開設を視野に入れなければなら
ないが、今回の会議ではその議論は深ま
らなかった。海上運賃の問題に関連してロ
シア鉄道から、日本船社参入の可能性に
ついて言及があった程度である。FESCO
の航路の日本側最終寄港地が伏木富山
港で、そこからウラジオストクまで2日で到着
するという地の利がYKKの事例のような
時間短縮効果を生むことを考えると、日本
海横断コンテナ航路開設に向けて、より真
剣な検討が必要だと考える。その際、韓国
船社など第三国船社の活用も主要な選
択肢となるはずだ。

しかしながら、航路開設、そしてその後
の航路運営には、集荷を始め、様 な々問

題を解決する必要がある。当然のことなが
ら、一港湾管理者と一船社との協議で実
現するような案件ではない。広範な利害
関係者の協力と利害調整が必要となる。

今回の会議が契機となって、港湾管理
者、海運、フォワーダーによる協議体の設
置など、定例的な意見交換の場づくりが
進むことを期待したい。

3 フェリー航路としては、韓国船社 DBSクルーズフェリー社が運航する境港～東海（韓国）～ウラジオストク間の航路があるが、2020年2月現在、韓国人の訪日観光客低
迷のため、運休中である。

2020年1月31日、東京で第2回日露産
官学連携実務者会議が開催された。こ
の会議は、北海道大学と新潟大学が共
同採択された文部科学省の平成29年度

「大学の世界展開力強化事業～ロシア
等との大学間交流形成支援～」の事業
の一つとして実施されたものである。主催
者は、北海道大学が事務局を務める「日
露経済協力・人材交流に資する人材育成
プラットフォーム（HaRP）」であった。基本
的には、「学」の立場を起点として「産学
官連携」を論じるという性格の会議であっ
た。会議は、大きく2部構成となっており、
午前中は文部科学省による「大学の世界
展開力強化事業」の枠組みの中での日ロ
協力が主題であり、午後には日ロ各地域
における人材育成面での産官学連携及
び地域コンソーシアムの活動が主題となっ

た。
「大学の世界展開力強化事業」では、

上述のプラットフォーム構築型の事業の
外、2014年度と2017年度の2回、ロシア
を主たる交流相手として事業を展開する
個別プログラムの採択を行った。2014年
度は北海道大学、新潟大学など5件（5
校）が採択され、2017年には７件（8校）
が採択された。今回の会議では、2017年
に採択された7校の活動状況が紹介され
た。千葉大学はハウス栽培や植物工場な
ど農学分野、東京外国語大学では人文
系、東京工業大学では生物工学や原子
力などの工学分野、金沢大学では文系・
理系にまたがる多様な分野、長崎大学と
福島県立医科大学の共同事業では災害
医療・被ばく医療の分野、東海大学では
超音速やナノなどの工学分野、近畿大学

第2回日露産官学連携実務者会議
ERINA調査研究部長・主任研究員
新井洋史

では工学系の幅広い分野で交流を行って
いる実績を報告した。制度の趣旨が世界
で活躍する人材育成を強化することにあ
るため、紹介された事業の多くは、大学
院生を含めた学生の派遣・受入や教員の
派遣・受入などである。いくつかのケース
では、相手国でのインターンシップも行われ
ている。金沢大学のケースでは、言葉の
壁を懸念する地元企業の要請に応じて、
日本人学生とロシア人学生をペア（グルー
プ）として企業に派遣するといった工夫を
行っている。

このほか、午前中のセッションの中では、
日露学生連盟による活動報告があった。
これまでに、2018年と2019年の2回、そ
れぞれ札幌、モスクワで両国の学生の参
加によるフォーラムを開催した。第3回は、
2021年に新潟大学で開催予定である。

（出所）筆者撮影
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午後からは、行政、経済界の関係者も
登壇して、より多彩な議論が展開された。
日本側からは、外務省、経済産業省、日
本貿易振興機構（JETRO）、ロシア NIS
貿易会（ROTOBO）などの機関が、日本
とロシアの間で進められている「8項目の
協力プラン」の進捗や実績などを紹介した
り、日本の高度外国人材活用に関わる制
度の説明を行ったりした。ロシア側からも、
在日ロシア大使館、ロシア連邦通商代表
部などから日ロ経済交流の進展状況など
を踏まえた、大学間交流への期待などが
示された。

このほか、ロシア側および日本側の各
大学から地域での産官学協力の実例報
告等があった。筆者は、所用で途中離席
したため、すべてを聞くことはできなかった
が、配布資料からはロシアの大学が現地
進出日本企業と協力して人材育成に取り
組んでいる事例や、日本の大学が地方自
治体や民間企業などとコンソーシアムを結
成して産官学連携を進めている事例等が

紹介されていた。この中で、新潟大学か
らの報告では、ERINAも参加する「日露
医学医療交流コンソーシアムにいがた」の
活動を紹介していた。同コンソーシアムで
は、これまでも新潟での日露医学・医療シ
ンポジウムの開催、ハバロフスクでの極東
医療・健康フェアの開催といった活動を展
開してきている。

最後のプログラムは「2020～2021年の
日露地域交流年における、地域単位で
の日露経済協力と人材育成の展望」と題
したパネルディスカッションで、民間企業
関係者も登壇して議論を行った。東京外
国語大学の学生がロシアで行われたイ
ベント準備に実際に参画した事例や、日
本を代表するFA・ロボットメーカーである
FANUC がウラル連邦大学と提携して現
地での技術者養成を進めている事例など
が紹介された。

全体として、産業界の存在感が薄かっ
たという感想を持った。主題が「人材育
成」であったことも一因かもしれない。1日

間の会議に参加して多くの報告を聞いた
ことで、様々な制約や課題がある中で、
各大学が工夫をしながら実効性のあるプ
ログラムを展開していることは、知ることが
できた。各大学とも、両国の制度の違い
からくる単位互換の難しさや、滞在資格に
よるインターンシップ活動の制約などの課
題に直面している。そうした中でも、教育
効果のある内容のカリキュラム、滞在プロ
グラムに知恵を絞っていることには、敬意
を表したい。と同時に、当日の議論の中で、
これらについての企業側からのコメントがも
う少し欲しかったように思う。例えば、ウラ
ル連邦大学の事例はロシア側からのみの
発言だったが、FANUC の担当者も登壇
していれば、より充実した議論につながっ
たのではないかと思う。　

また、今回の会議の趣旨とは異なるの
かもしれないが、研究面での日露大学間
交流についても、戦略的、政策的な配慮
がなされることを期待したい。

2020年1月31日、新潟県産業労働部産
業政策課主催の「モンゴル経済セミナー」
が開催された。このセミナーは、本年度新
潟県がモンゴルでの県産品販路拡大を目
的に実施している「モンゴル市場開拓推
進事業」の一環として開催された。セミナー
概要の報告前に簡単にモンゴルの概要、
経済規模、輸出入状況等に触れておく。

1．モンゴルの概要

モンゴルはユーラシア大陸のロシアと中
国に挟まれた内陸に位置し、総面積は約
156万4千㎢で日本の約4倍、世界で18番
目の広さの国土を有する。総人口は、約
317万8千人、首都ウランバートルには総人

口の約47％に相当する約149万人が集中
する。

ERINAの『北東アジア経済データブッ
ク2019』によれば、2018年のモンゴルの名
目GDPは131億米ドル（約1兆4千4百億
円1）で実質GDP成長率は7.2％とモンゴル
経済は引き続き成長している（図2）。また、
同年の1人当たりの名目GDPは4109米ドル

（約45万円）で対前年比11.4％増となって
いる（図3）。

2018年のGDPの産業別構成比では、
鉱工業が37.7％、卸売・小売・家庭用品が
16.5％、農林業・狩猟採集が10.7％などと
なっており、鉱工業が主要産業となっている

（図4）。
モンゴルの対外貿易について、同じく

モンゴル経済セミナー参加報告
ERINA経済部交流部長
安達祐司

『北東アジア経済データブック2019』によ
れば、2018年の輸出額は対前年比13.1％
増の70.1億ドル（約7千7百億円）、輸入額
は対前年比35.4％増の58.7億ドル（約6千
5百億円）と増加傾向にある（図5）。

主な輸出品は、石炭を始めとする鉱業
製品となっている。主な輸入品は機械類
及び輸送用機器類が全体の36.9％、鉱物
性燃料・潤滑油等が22.4％を占めている。
モンゴルの最大の輸出相手国は中国で
全体の93.3％を占める。日本への輸出は
0.4％（約31億円）となっている（図6）。

また、輸入については中国が全体の
33.5％で第1位、ロシアが29.1％と第2位、日
本は第3位の9.5％（約618億円）を占めて
いる（図7）。

1 日本円は筆者が1米ドル＝110円で円換算したもの。以下同じ。
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図1　モンゴルの位置

出所：ERINAホームページ

8.9

-1.3

6.4

17.3

12.3
11.6

7.9

2.4

1.2

5.3 

7.2 

-10

-5

0

5

10

15

20

0

2

4

6

8

10

12

14

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（%）（億ドル）

名目GDP（左目盛） 民間部門名目GDP（左目盛）

実質GDP成長率（右目盛）

図2　名目GDPと実質成長率

出所：『北東アジア経済データブック2019』

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（ドル）

1人当たりGDP、名目ドル（年平均対米為替レートによる）

1人当たりGDP、世界銀行アトラスメソッド、名目ドル

1人当たりGDP、世界銀行アトラスメソッド、実質2010年価格

図3　1人当たりGDP 

出所：『北東アジア経済データブック2019』

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（%）

農林業・狩猟採集 鉱工業 建設 卸売・小売・家庭用品 輸送・通信 その他

図4　GDPの産業別構成比

出所：『北東アジア経済データブック2019』

5.8 

4.0 

6.1 

11.4 11.1 10.6 11.0 

8.5 8.3 

10.5 

12.9 

-0.7 -0.3 -0.3 

-1.8 -2.4 -2.1 

0.5 0.9 
1.6 1.9 

1.1 

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

（億ドル）

輸出 輸入 貿易総額 貿易収支

図5　対外貿易の推移

出所：『北東アジア経済データブック2019』

ERINA REPORT PLUS No.153 2020 APRIL



35 ERINA REPORT PLUS

会議・視察報告

新潟県の対モンゴル輸出入状況に関
する正確なデータはないが、新潟県産業
労働観光部がまとめた『平成30年度新
潟県輸出入・海外進出状況調査報告書　
平成31年3月31日』によると、調査対象期
間である平成29年1月1日から12月31日に
おける国別輸出額のうちモンゴルへの輸
出額は47百万円、品目は「その他の製
品」となっている2。また、当該調査対象
期間における国別輸入額について、モン
ゴルからの輸入は捕捉されていない。

外務省が取りまとめている令和元年版
『海外在留邦人数調査統計』によると、
2018年10月1日現在、モンゴルでの在留
邦人は全体で497人、進出日系企業拠点
数は456となっている3。また、前述の『平
成30年度新潟県輸出入・海外進出状況
調査報告書』によると、平成30年3月31日
現在、モンゴルに進出している新潟県企
業は3社となっている。

2．モンゴル経済セミナーの概要

モンゴル経済セミナーは、1月31日に新
潟駅南口にあるプラーカ3の貸会議室で
開催され、県内企業関係者約30人が参
加した。以下、当日の次第に従い、講師
と説明概要を報告する。

（1）講師：モンゴル貿易開発銀行
東京駐在員事務所長 内田肇 氏

　テーマ：「モンゴルの貿易投資環境」
内田氏よりは、モンゴル貿易開発銀行

の概要及び L/C 決済（Letter of Credit
＝信用状）による日本からの対モンゴル輸
出の可能性について説明があった。モン
ゴル貿易開発銀行については、同行東
京駐在員事務所のホームページ記事を以
下に追記する4。

モンゴル貿易開発銀行は、1990年、従
来の中央銀行の位置付けにあったモンゴ
ル銀行の貿易部門が分離独立されて設
立された商業銀行である。貿易金融・外
国為替に強く、貿易決済分野ではモンゴ
ル市場の過半数のシェアを保有している。
日本の金融機関との関係では、三井住
友銀行及び三菱 UFJ 銀行より貿易与信
枠の供与を受けている。また、モンゴルの
銀行としては最初に東京に駐在員事務所
を開設した。

一般的にモンゴルにおける食品、雑貨、
生活用品、自動車等様 な々日本製品に対
する評価は高く、特に、食の安心安全とい
う定評が広がっており、日本からの輸出の
商機はある。但し、一般的に外貨資金に
余裕のある輸入者が少ないことに課題が
あり、前払いは望めない。このため、輸出
に際し、リスクヘッジの手段の一つとして、
銀行を介するL/C 決済を勧める。

（2） 講師：ERINA 調査研究部兼経済交
流部　エンクバヤル主任研究員

テーマ：モンゴル市場の可能性
エンクバヤル主任研究員は、先ず、主

として ERINA の『北東アジア経済データ
ブック2019』のデータを引用し、モンゴル
の概要、経済概況、産業構造などについ
て説明した。この部分は本稿第1項でも
引用しているので、割愛する。

また、今後の発展が期待される産業分
野として、皮革製品や食品など畜産物を
原材料とする加工品製造が挙げられ、政
府もこの分野を政策的にサポートしており、
日本の技術協力や市場参入が期待され
ているとの説明があった。

このほか、モンゴルでは太陽光や風力
など再生可能エネルギーの開発を国家政
策として進めており、2030年までに総出力
の30％を再生可能エネルギーで賄うとの目
標を掲げているとの報告があった。

（3）講師：㈱トミオホールディングス
海外事業推進部長 有田 タリア 氏

テーマ： モンゴル進出企業による事例
紹介

有田氏からは、㈱トミオホールディングス
のモンゴル進出事例の報告があった。1
件目は、「Kyoto Clinic」という美容整形
クリニックであり、モンゴル人医師、看護
師、薬剤師、エステティシャン等9名のスタッ
フで経営しているとの紹介があった。

2件目は、「Tomio Mongolia 日本語学
校」でモンゴル人の日本語教師3名、事

2 https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/142057.pdf. 本調査報告書は新潟県産業労働観光部が県内企業に対するアンケートにより取りまとめたもので、平成
30年度は対象企業数1,000社、回収企業数357社となっている。
3 https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html.
4 出所：モンゴル貿易開発銀行東京駐在員事務所ホームページ（https://tdbm.p/）。
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務員など計6名のスタッフで運営しており、
単に日本語を教えるだけでなく、卒業生を
技能実習生や留学生として日本に派遣す
る事業も実施しているとの報告があった。

このほか、同社では、モンゴルでの観
光やビジネスに関する情報を掲載している
フリーペーパー『UB Style』を発行してい
る。（UB＝ウランバートル）

（4）講師：㈱ JSN
代表取締役　高橋克郎 氏

テーマ： モンゴル向け県産品の販路拡
大業務

㈱ JSN は、新潟市にあるロシアやモン
ゴルを対象とする地域商社であり、社長
である高橋氏からは、同社が取り組んで
いるモンゴル市場への新潟県産品販路
拡大事業に関する報告があった。

同社は、新潟県の委託を受け、県産
品のモンゴル市場での販路拡大に取り組
んでおり、現地パートナーとして、食品に
ついては、「バヤサフ社」と、日用品につ
いては、「ポラリス社」とそれぞれ提携して
いる。2019年3月に、現地で菓子類を始
めとする食品や台所用品など県産品の展
示試飲試食即売会を実施したほか、同
年11月には現地パートナー2社を招聘し、

「フードメッセ IN にいがた」に参加。また、
県内の関連メーカーを訪問し、商談を行っ
たとしている。

このほか、高橋氏から日本－モンゴルの
貨物輸送方法について説明があり、例え
ば、コンテナの場合、横浜港から中国・天
津港直航ないし釜山港経由で天津港揚
げ、その後鉄道でモンゴルまで輸送すると
し、概ね1カ月弱の輸送期間を要するとの
説明があった。日本－ウランバートル間の
直行航空便を利用すれば、冷凍・冷蔵貨
物も輸送が可能とのことである。

（5）講師：ロイドレジスタージャパン㈱　
執行役員（食品事業部長）
 今城敏 氏

テーマ： モンゴル向け輸出に必要な国
際認証規格

今城氏は食品衛生管理の専門家の立

場から、対モンゴルビジネスに直接関連し
た内容ではなく、HACCP5の考え方、改
正食品衛生法への HACCP 導入など日
本におけるHACCP 制度化の動向、海
外での HACCP 義務化の現状等につい
て解説した。特に、米国では食品安全強
化法により米国内で消費される食品の製
造、加工、包装、保管の全施設につい
て、HACCP の概念を取り入れた措置の
計画・実行を義務付けているほか、EU で
も一次生産を除く全ての食品の生産、加
工、流通事業者に、HACCP の概念を取
り入れた衛生管理を義務付けている。こう
した動きは、アジア諸国でも拡大しており、
食品輸出に際しては、輸出者として相手
国の制度に応じた食品衛生管理の仕組
みを整備していくことが求められるとの説
明があった。

3．参考情報

最後に、今回のセミナーとは直接関係
ないが、参考情報として ERINAも関与
している「モンゴル国中小企業技術協力
事業」について触れておく。この事業は、
2010年に新潟県代表団がモンゴルを訪問
した際、モンゴルの民間事業団体から中
小企業に対する技術支援の要請を受け、
NPO 法人新潟県対外科学技術交流協
会（http://taigaikyou.or.jp/overview）が受
け皿となり、2011年から開始された。なお、
2007年に在新潟モンゴル国名誉領事に

就任した中山輝也氏が当該協会の理事
長を務めている。

事業の実施主体として「新潟県モンゴ
ル技術協力実行委員会」が組織され、実
行委員として ERINA 経済交流部長（現
在は筆者）及び今回のモンゴル経済セミ
ナーで講師を務めたエンクバヤル主任研
究員が専門委員として名を連ねている。

事業は、毎年、（公財）新潟県国際交
流協会の「新潟国際協力ふれあい基金」
事業による助成金交付を受けて実施され
ており、モンゴルの中小企業等からの研
修生受入、ないし日本からの専門家派遣、
またはその両方を行っている。

2019年度は、モンゴルのカウンターパー
トであるモンゴル国産業技術協会の要請
に基づき、素形材産業（鋳造、鍛造、プ
レス、粉末冶金）分野での技術支援を主
目的に研修生受入を行った。2019年11
月26日～11月29日の間、モンゴルの中小
企業等から5名の研修生を受け入れ、表
に示す通り、鋳造・鍛造の関連企業等を
訪問し、製造工程や最新製造設備の視
察、意見交換を実施した。

本稿第1項で記載したように、新潟県
企業とモンゴル企業との貿易取引は現
状、小規模なものにとどまっているが、上
述のモンゴル国中小企業への技術協力
の積み重ねにより、技術力の底上げと生
産能力の向上が図られ、貿易取引の拡
大につながることが期待される。

5 HACCP＝Hazard Analysis and Critical Control Point 「危害分析重要管理点」：食品を製造する際に工程上の危害を起こす要因 =Hazardを分析し、それを最も効率よ
く管理できる部分を連続的に管理して安全を確保する管理手法（出所：ウィキペディア）。

月　日 訪　　問　　先

11 月 26 日 新潟精密鋳造㈱（燕市）

11 月 27 日
新潟工業短期大学（新潟市）
新潟大学（図書館、工学部）（新潟市）
東北電力東新潟火力発電所（聖籠町）

11 月 28 日
㈱三条特殊鋳工所（三条市）
㈱山村製作所（三条市）
シマト工業㈱（三条市）

11 月 29 日 ㈱川崎製作所（三条市）

表 　モンゴル国研修生受入日程

出所：2019年度新潟県対外科学技術交流協会「モンゴル国中小企業技術協力事業」活動
報告書
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2月16日に立教大学池袋キャンパスで
開催された公開シンポジウム「エネルギー
安全保障：欧州の経験とアジアへの示唆」
を聴講した。全四部の密度の濃いプログ
ラムで、ロシアを中心とした世界のエネル
ギー安全保障に関する包括的な議論が
行われた。

第Ⅰ部は「日ロエネルギー協力に関する
緊急講演会」と題し、元独立行政法人石
油天然ガス・金属鉱物資源機構主席研究
員の本村眞澄氏の司会で講演及び議論
が行われた。本村氏からは「ロシアの石
油・天然ガス資源について」と題して、ロシ
アのエネルギー産業の現状を概括する講
演が行われた。日揮株式会社ヤマル・プ
ロジェクト担当の植木孝太氏からは「ヤマ
ル・北極海航路について」と題して、北極
海で進行中のヤマル・プロジェクトの概要
と、北極海航路の現状と展望について講
演が行われた。国際協力銀行（JBIC）石
油・天然ガス部次長兼第3ユニット長の加
藤学氏からは「JBICとロシア資源プロジェ
クト」と題して、JBIC の関わってきたロシ
アのエネルギープロジェクトについて講演
が行われた。元三菱商事株式会社欧州
ロシア石油天然ガス事業部シニアアドバイ
ザーの酒井明司氏からは「日ロビジネスの
経験から」と題して、エネルギー産業を含
めたロシアビジネス全体の動向を鳥瞰した
講演が行われた。最後に一般財団法人日
本エネルギー経済研究所企画事業ユニッ
ト主任研究員の小森吾一氏からは「アジ
アの視点から」と題して、ロシアのエネル
ギー産業とアジアの関係について概括的
な講演が行われた。第Ⅰ部を通じて、ロシ
アの経済・社会の現状とその中におけるエ
ネルギー産業の変容を理解することができ

識」と題して講演が行われた。元毎日新聞
社モスクワ支局長、元日本大学教授石郷
岡建氏からは「ロシアと欧州連合との経済
統合の結果とコンステレーション理論」と題
して講演が行われた。上智大学外国語
学部教授の湯浅剛氏からは「ユーラシア
における安全保障認識」と題して講演が
行われた。第Ⅲ部を通じて、近年のユー
ラシア地域の安全保障に関する議論の動
向を知ることができた。

第Ⅳ部では Implications for energy 
security in Asia（アジアエネルギー安
全保障への示唆）と題して講演と討論が
行われた。早稲田大学国際教養学部准
教 授 の Elena Shadrina 氏 から“Does 
Russia have an Energy Strategy 
for Asia?”と題して、ロシアの対アジア
エネルギー戦略について講演が行われ
た。独立行政法人石油天然ガス・金
属鉱物資源機構調査部調査課（ロシ
ア CIS 担当）（併）ロシアグループ政府
間協議対策チーム担当調査役の原田
大 輔 氏 から“Behind the acceleration 
of the Arctic development in Russia 
and the utilization of the Northern 
Sea Route; Challenges facing Russia 
and importance for Japanese energy 
security”と題して、ロシアの北極圏航路と
エネルギー開発の日本のエネルギー安全
保障に与える影響について講演が行われ
た。ERINA 調査研究部長の新井洋史が
討論者としてコメントおよび質問を行った。
第Ⅳ部を通じて、ロシアのエネルギー戦略
の日本を含むアジアに与える影響について
知見を深めることができた。

公開シンポジウム「エネルギー安全保障：
欧州の経験とアジアへの示唆」

ERINA調査研究部主任研究員
中島朋義

た。
第Ⅱ部は「異なるエネルギー・シナリオ」

と題して講演と討論が行われた。まず冒頭
に立教大学経済学部教授の蓮見雄氏か
ら「エネルギー安定供給の客観的条件と
安全保障認識のあいだ」と題した趣旨説
明が行われた。続いて東京国際大学国
際関係学部教授の武石礼司氏から「エネ
ルギー・シナリオとエネルギー安全保障へ
の示唆」と題して、今後の世界のエネル
ギーの見通しを中心とした講演が行われ
た。蓮見氏からは「EU vs.ロシア：異なる
エネルギー安全保障戦略」と題して、エネ
ルギーの需給関係にあるEUとロシアの間
のエネルギー安全保障戦略の関係につい
て講演が行われた。一般社団法人ロシア
NIS 貿易会ロシア NIS 経済研究所副所
長の服部倫卓氏からは「ユーラシア連合
の共同エネルギー市場」と題して、CIS 諸
国間のエネルギー分野での協力の動きに
ついて講演が行われた。第Ⅰ部に続き登壇
した日本エネルギー経済研究所の小森吾
一氏からは「アジアのエネルギー・シナリオ
とロシア」と題して、アジアのエネルギー需
給の今後とロシアの役割について講演が
行われた。第Ⅱ部を通じて、各国・各地域
のエネルギー需給の展望とロシアとの関
係に理解が深まった。

第Ⅲ部では「異なる安全保障認識」と
題して講演と討論が行われた。筑波大
学大学院人文社会系准教授の東野篤
子氏からは「EU の東方パートナーシップ

（EaP）とその安全保障認識」と題して、
EU の域外国とのパートナーシップとロシア
の関係を中心に講演が行われた。東京大
学先端科学技術研究センター特任助教
の小泉悠氏からは「ロシアの安全保障認
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NICE（北東アジア経済発展国際会議
および日露エネルギー・環境対話）が新型
コロナウイルスの影響で開催延期となった
中で、NICE の一環として初めて企画し
た大学生によるプレゼンテーションコンテス
ト「Future Leaders Program（FLP）」
は予定通り2月6日に行った。その決定に
は、学年が変わるこの時期を逃して学生
たちの熱意を裏切るわけにはいかない、と
いう思いがあった。

FLP のテーマは「北東アジアの未来シ
ナリオ」。経済の発展可能性と政治・社会
的な不安定要素を併せ持つ北東アジアの
未来に向け、学生たちがどのように関心を
深め、これからのリーダーとなっていくか―。
そんな狙いを込めた FLP に、県内大学
の14チームが応募し、書類審査を経て次
の5チームが本選に臨んだ。

① 新潟県立大学国際地域学部「新潟発
国際市民間交流による日韓関係修復
への可能性」　岩野瞳

② 新潟医療福祉大学医療経営管理学部
「北東アジアの QOL 向上へ向けて」
井之前海地、泉綾花、小泉早希、西木
龍生

③ 新潟大学経済学部・濱田ゼミ「メタンハ
イドレートの国家間共同開発」
桶川結以、岸川揺、高橋正英、田崎巧

④ 新潟大学経済学部・道上ゼミ「万博が
つなぐ北東アジアの未来」
浅見賢介、髙橋広美、田畑貴樹、渡邊
有馬

⑤ 新潟大学経済学部・濱田ゼミ「CTSサイ
クルの構築による海洋プラスチック削減」
竹内快杜、笛木純、澤江美優、髙松
大二郎

本選の審査員は当初、NICE に参加
するパネリストを予定していたが、NICE

の延期とともにこれもかなわず、在新潟の
ロシア総領事館やモンゴル名誉領事館、
韓国や中国の学術界、経済界の方 な々ど
8人に就いていただき、さまざまな視点から
審査していただいた。

＜審査員長＞
ERINA 代表理事
　　河合正弘（書類審査含む）
新潟経済同友会国際戦略委員長
　　宇尾野隆（書類審査含む）
新潟日報社論説編集委員室長
　　森沢真理（書類審査含む）
在新潟ロシア連邦総領事館副領事
　　ドミトリ・イワノフ
在新潟モンゴル国名誉領事　中山輝也
長岡大学教授　權五景（クォン・オーギョン）
新潟中華総商会副会長
　　曽衛斌（ソ・エイビン）
新潟県知事政策局国際課長　伊野智彦

本選は4分のプレゼンテーションに8分の
質疑応答という、学生たちにとっては厳し
い条件で行われた（写真1）。学生たちの
緊張感、審査員8人の真摯な質問、熱心
に耳を傾け続ける聴衆たち。どれをとって
も運営サイドには嬉しい限りだった。これが
予定通りNICEの中で行われていたら、さら
に張り詰めた雰囲気だったかもしれない。

以下、5チームのプレゼンテーションと質
疑応答の概要を紹介する。

写真1　審査風景

（出所）筆者撮影

① 新潟発国際市民間交流による日韓関
係修復への可能性
新潟には、日韓の市民による子どもたち

のための草の根交流がある。その一つが、
惜しまれつつ2017年を最後に25年の歴史
に幕を閉じた民間交流「はばたけ21未来
の子どもたちへ（以下、「はばたけ21」）」
だ。しかし、冷え切った日韓関係に関する
報道が続き、市民間での互いの国のイメー
ジも悪くなっている。

私は、卒業論文の執筆にあたり、「は
ばたけ21」の参加者が書いた感想文やア
ンケート、運営に携わってきた方々へのヒ
アリング調査等を考察し、研究を進めた。
この卒業研究を通して、「はばたけ21」
が参加者に与えた影響が見えてきた。そ
れは、未来へ一歩踏み出す力だ（図1）。
参加経験を通して、互いの国へのイメー
ジが変わった人、友達の国の言葉を勉強
し始めた人、今まで苦手だったことに挑戦
した人が、日韓両国に存在している。この
ような市民同士の交流により生まれた未来
へ一歩踏み出す力は、日韓関係修復の
ために有効である。

図1　はばたけ21がもたらしたもの

「はばたけ21」の活動終了に伴い、発
表者を中心に新たに発足した「はばたけ
22未来の若者たちへ（以下、「はばたけ
22」）」という活動を今後、継続していく。日
韓関係修復のために有効な市民同士の
交流の場を途絶えさせないために、これか
らの「はばたけ22」にできることを提言する。

Future Leaders Program
— 北東アジアの未来シナリオ

ERINA企画・広報部長
中村俊彦
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会議・視察報告

1）「はばたけ22」OG、OB の会を作る
2）スタッフが他の国際交流団体とつながる
3）スタッフトレーニングの内容を充実させる

歴史を引き継ぎ、新しいアイデアを組み
合わせながら、「はばたけ22」を22世紀、
23世紀まで継続させたい。

Q：2017年以降、「はばたけ21」の活動
が行われていない理由は何か。
A：3つの理由があると聞いている。1つは
四半世紀という区切りがついたこと。2つ
目は中心となって運営してきた社会人の方
が高齢化してきて続けるのが難しくなって
きたこと、三つめはロシア便など参加国と
新潟を結ぶ便が減り、4カ国が集まること
が難しくなったことである。この3つの理由
を打破できるような提案をさせていただい
た。
Q：そもそも、なぜ日韓関係を修復する必
要があるのか。これまでの交流実績の中
でピンチを逆転したような事例があるのか。
そうした実績なり正当性を説明すればより
良かったのではないか。
A：参加した韓国人の子供たちの感想文
を読み、韓国人の通訳の方にインタビュー
をさせていただく中で、日本に対する悪い
イメージが変わったというものが大変多く、
その積み重ねが日韓相互のイメージを良く
していくのではないかと考えている。
Q：2点、お聞きしたい。今日の発表は「日
韓関係修復」ということだが、事業の対象
としては北東アジアの国 と々いうことで間
違いないか。2つ目は、スタッフの方が強
い意志を持って続けていくための動機づ
けをどのようにしているのか。
A：「はばたけ21」はロシア、中国、韓国、
日本の子供たちを対象に活動を続けてき
た。「はばたけ22」は対象を新潟にいる
留学生としたので、国に制限は設けず、
ベトナム、ネパール、モンゴルなどの留学
生も参加している。動機づけとして、始め
た時は全員が「はばたけ21」に参加した
経験があり、国際交流の意義やすばらしさ
を確認し合うことはなかったが、いまは「は
ばたけ21」を知らない学生たちも増えてき
たので、自分たちが参加して得た生の感
動を伝えていきたいと考えおり、今日の提
案でもスタッフトレーニングの充実を挙げて
いる。

②北東アジアの QOL 向上へ向けて
北東アジアでは古くから伝統医学を用

いた医療が行われており、中国の生薬、
鍼・灸治療などが中医学として発展し、そ
の流れを汲んだ漢方医学（日本）、韓医
学（韓国）、モンゴル医学（モンゴル）へと
伝播・拡張していった。

現在、伝統医学は国際的に注目さ
れ、2019年、世界中の疾病、傷害およ
び死因の統計分類である「国際疾病分類

（ICD）」の第11回改訂版で、新たに「伝
統医学」が加えられた。

中国では「中国医療の戦略的開発計
画」の発表など、国策として伝統医学に
力を入れ、国内生薬製剤の小売売上高
が1兆円を超える規模に拡大している。生
薬製剤の生産額は日本でも年々増加し、
原料生薬栽培を用いた地域活性化の取
り組みも成果を上げている。

日本では、「統合医療」という枠組みの
中で伝統医学について議論が行われてい
る。統合医療は「近代西洋医学を前提と
して、これに相補・代替療法や伝統医学
等を組み合わせて更に QOL（Quality of 
Life：生活の質）を向上させる医療」と定
義されており、QOL の向上に関して伝統
医学が注目されていることが分かる。しか
し、伝統医学は保険外診療であることが
多く、保険診療と自由診療（保険外診療）
を併用する「混合診療」の対象となりやす
い。混合診療は治療費が保険外適用と
なるなど、様 な々問題を抱えている。その
背景の一つとして「エビデンスに基づいた
医療行為」であるかが論点となっている。

北東アジアの伝統医学を相互活用する
には、科学的根拠が重要である。そのた
めに医学研究者、医療従事者による伝統
医学の基礎研究・臨床研究の連携基盤を
構築し、これらの成果が原材料生薬の需
要を生み、経済効果も得られる連携基盤
を提案する。北東アジア各国の伝統医学
について、
1） 科学的根拠を示すための基礎研究連

携（図2）
2） 伝統医学の医療従事者による臨床研

究連携
3）生薬の相互供給による経済交流
を行うことである。これらの活動を相互運
用するため、各国に拠点が必要となる。

この拠点の要件として、各言語の相互通
訳ができること、関連団体・組織との連携
が取れること等があげられる。各国の拠
点を通じた活動を行うことで、北東アジア
の人々の QOL が向上することが期待でき
る。また、健康寿命の延伸は経済活動を
活発にし、北東アジア諸国の発展につな
がる。

図2　基礎研究の連携

Q：国際機関の連携についての事例を教
えてほしい。
A：サミットなどを通してさまざまな機関が連
携している例があると思う。
Q：伝統医学はサプリメントと異なるのか。
A：サプリメントは現代医学によるエビデン
スが付いているが、伝統医学は各国・地
域特有の生薬などであり、この点で異なっ
ている。
Q：伝統医学には免疫力を高める意味もあ
ると思うが、病気になる前段階での国際
連携の例はあるか。
A：予防に関しても伝統医学は有効だと思
うが、あくまでも西洋医学の補完的な役割
として重要であると思う。
Q：日本、中国、韓国、モンゴル4カ国の
伝統医学を挙げられたが、ロシアには伝
統医学はないのか。また、西洋医学と伝
統医学との間に齟齬が出て来ることがあ
ると思うが、4カ国の伝統医学の間に齟齬
はないのか。
A：伝統医学は中医学が各国で発展して
いったものであり、その間に大きな差はない
と思う。また、ロシア医学は調べた限り見
られなかったが、極東では薬草によるなど
があり、名前が明確に定められていないだ
けで、治療として行われているという認識
はある。
Q：科学的根拠を目指す基礎研究連携、
医療従事者による臨床連携、生薬の供
給連携の3つが挙げられているが、一番
重要なのはどれか。どこから着手すると具
体的な協力体制ができるか。
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A：優先順位についてはあまり考えていな
い。

③メタンハイドレートの国家間共同開発
皆さんは、天然ガスの輸入国トップ3が

どの国かご存知だろうか？ 日本・中国・韓
国の3カ国だ。この3カ国で、輸入量全体
の約6割を占めている。LNG 輸入依存度
は、日本89％、中国45％、韓国約100％。
エネルギーの輸入に依存している3カ国
が、資源の安定的な供給を確保するため
にすべきことは、国内における資源開発を
進めていくことだ。そこで近年、注目され
ている資源がメタンハイドレートだ。

メタンハイドレートは、燃焼させた時に発
生する二酸化炭素の量が少なく、日本な
どの北東アジア近海には莫大な埋蔵量が
あるとされている。そのため、エネルギー
資源をほかの地域に頼る必要がなくなる
のではないかと期待されている。長期的
に見ると、貿易赤字の改善や、エネルギー
の低価格化が可能になると考えられる。

そこで以下のことを提案する。一つ目
は北東アジアでの共同開発・研究を行うこ
と（図3）。国際研究機関を設置し、各国
間で研究内容を共有することで、技術の
集約ができ、早期実用化が可能になる。
二つ目は、日本海で採掘されたメタンハイド
レートを輸出すること。特に中国では、エ
ネルギー消費量が増加しつつある中、環
境汚染が進んでいるため、二酸化炭素の
排出量が少ないメタンハイドレートの需要
が高まる。また、北東アジア間で貿易する
メリットとして、まず、輸送費の削減が挙げ
られる。現在の LNG の輸入先はカタール、
アメリカなど遠方で、輸送費がかかる。次
に、安定した供給が見込める。輸入先の
情勢が悪く、石油や天然ガスの安定した
供給が見込めないという懸念が減る。

図3　メタンハイドレートの共同開発・共同研究

実用化までには領土問題、採掘コストな
どさまざまな課題があるが、これらの課題

を克服してもなお、メタンハイドレートを開発
するメリットがあると考える。そのためには、
メタンハイドレートを国家間で共同開発・研
究を行うことが必要不可欠である。

Q：日本は天然ガス輸入量が多く、輸出よ
りも国内利用の方が良いのではないか。
また、メタンハイドレートの輸出方法は何
か。さらにその輸出先はどこか。
A：日本海に埋蔵しているものを北東アジ
ア内で利用・共有することは、経済効果
が高いのではないかと考える。日本海のメ
タンハイドレートは結晶状で存在しているた
め低コストで採掘でき、パイプラインにより
低コストで輸送できると言われている。輸
出先としては、LNG 依存度の高い中国、
韓国を考えている。
Q：1970年代初頭、日本と韓国の間で石
油・ガスの共同開発の話があった。それが
なぜ動かなかったのかという検証は行った
か。
A：以前の停滞の後、日本がメタンハイド
レートで先行したのではないか。中国や
韓国のメタンハイドレートの現状を調べる
と、その採掘に成功した例があり、以前と
は異なる共同開発が実現できるのではな
いか。
Q：低コストで開発できるならば、なぜいま
まで実現しなかったのか。
A：メタンを発掘する際に大量の二酸化炭
素が発生する問題に対する技術がまだ追
いついていない。その技術開発を優先さ
せる意味でも共同開発が重要であり、実
用化につながる。
Q：コストや技術の問題に加え、地震や地
盤沈下などのデメリットはどのように評価し
たか。
A：メタンハイドレートの採掘は地盤沈下や
巨大地震を誘発する危険があると言われ
ているが、メタンハイドレートがある地層は
巨大地震の震源となる地点より浅い所に
存在するため、地震を誘発する可能性は
低いという反論もある。はっきりした結論に
至っていないため、共同研究・開発が必
要であると考えている。

④万博がつなぐ北東アジアの未来
私たちの問題意識は、友好的な北東ア

ジアの関係を築くためにはどうすれば良い

のかにある。そこで、北東アジアの未来を
担う若者たちが北東アジアを実際にどのよ
うに考えているのかを調べるアンケート調
査を実施した。

アンケート結果（18～30歳の若者、回
答数321、うち日本人80.7％、韓国人5.9％、
中国人4.0％、ロシア人3.1％など）から、
北東アジアの関係が良好だと考えている
若者が10％しかいないことが明らかになっ
た。海外渡航経験や異文化体験の有無
が北東アジアに対する印象の違いに差が
あるか統計的に分析したところ、北東アジ
アの文化に触れる機会があり（67％）、異
文化を体験したい（69％）という回答が多
い一方で、北東アジアに対する認識が良
くなっていない。そこには個人の意識の壁
がある。北東アジアの友好的な関係構築
には、「意識の壁」を乗り越える革新的な
異文化体験が必要であると私たちは考え
た。

若者の意識の壁を乗り越えさせるような
機会として、北東アジア万博の開催を提
案する。万博の開催で、若者の北東アジ
アに対する理解を深め、北東アジア全体
に交流を拡大させることを目的とする。学
生が企画運営に参加し、多国籍の人と
文化が一つの場所に集まり、各国持ち回
りで継続的な開催を目指す。アンケートで
若者の関心が高かった食、服装、伝統、
芸能、音楽、テクノロジーの6つのジャンル
のブースを設定し、各国の特性やテクノロ
ジーを活かした企画、文化の継承や多国
籍のヒトと企業とモノとの繋がりを意識した
万博を開催する（図4）。

この万博を基にして、3段階で北東ア
ジアの未来を考える。まず、学生が北
東アジアで「あったらいいな」というアイ
デアを提案する。次に、例えばビザなし
参加や共通決済システムのアイデアを万
博で試験的に導入する。さらに、万博
で得た経験をもとに、将来の北東アジア
で、それらのアイデアの実現を目指す。こ
れらの交流の継続が、「いつでも、どこ
でも、誰とでも」つながる北東アジアの
未来の実現に近づくと私たちは考える。
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会議・視察報告

図4　若者が興味のある6つのジャンル

Q：2025年大阪万博との関係はどうなるの
か。
A：私たちの万博は北東アジア地域に焦
点を絞ることにより、その各国の特徴を若
者の間に広め、異文化交流や経済交流
の発展に結び付けていきたいというもの
で、大阪万博とは別物の提案だ。
Q：いまもさまざまな異文化交流等が行わ
れているが、それらとこの万博の違いは何
か。
A：北東アジア全体が交流できる機会は今
までなかった。万博を通して一度にさまざ
まな経験や交流ができるように発展させて
いきたい。
Q：アンケートをやる前に想定していたこと
と、集計後に想定と違ったこと、発見した
ことは何か。
A：日本から北東アジアを見た印象と、海
外から北東アジアを見た印象に変わりはな
いと思っていたが、日本から北東アジアを
見た異文化理解の程度が低いという結果
が得られ、大変興味深かった。
Q：渡航経験の有無が北東アジアの印象
に影響しないという結果が出ているが、直
観とはやや異なる。たとえば中国から大
勢の観光客が来られ、日本にいい印象を
持って帰ることなどがあろう。渡航経験の
回数でも違ってくると思うが、この分析では
どうだったのか。
A：渡航経験の回数も分析・評価の対象
にした。その結果、渡航経験は北東アジ
アの印象に影響を与えないが、北東アジ
アの文化に触れる機会（テレビや講演会
など）の有無が影響を与えていることが統
計的に出たということだ。多面的な情報
が、主観的な情報よりも重要なのかもしれ
ない。
Q：日本と北東アジア各国とは、それぞれ
問題がある。二国間による問題の解決、
ということは考えていないのか。
A：二国間による問題解決ももちろん大切

だ。しかし、問題があること自体が弊害と
なっている部分があり、そこに私たちの問
題意識がある。相手の文化を知ることで
相互理解を深めることが大事だと考えてい
る。

⑤  CTS サイクルの構築による海洋プラ
スチック削減
海洋廃棄物、特に海洋プラスチックは

今日的な課題である。日本海及び東シナ
海でもその影響を受けており、この地域は
北東アジアのほとんどの国の水産資源の
利害が集中しているため、北東アジアの
各国が協力して取り組まなければならない
問題と言える。

海洋生物への影響が広く知られており、
倫理的側面が強調され、他人事のように
語られることが多い。しかし既に人間たち
への影響が出ている。まず、海洋プラス
チックを取り込んだ生物を食べる安全面へ
の影響が考えられるが、経済面への影響
もあり、漁業、観光業に深刻なダメージを
与えている。しかし、海洋プラスチックは、
特に海中に潜っているものの有効な回収
技術が未だ見つかっておらず、新たな技
術を生むことが必要である。

そこで私たちが 提 案 するのは、日
本 海 及び 東シナ 海 での CTS サイク
ルの構 築である。CTS サイクルとは、

［Collect → Trade → Study］という海
洋ゴミ削減のためのイノベーションを誘発さ
せる流れを表しており、その頭文字をとっ
て CTS サイクルとしている。

その仕組みは、まず海洋ゴミ回収市場
を開拓し、民間企業に海洋ゴミの回収を
行わせる。そして民間が回収してきたゴミ
を北東アジア海洋ゴミ対策機関が買い取
る。最後に回収した海洋ゴミの分布等の
研究をする（図5）。この3つの手順を繰り
返していくことで、民間企業によるコスト削
減と技術開発、北東アジアの海洋ゴミ対
策機関のゴミの分布等の研究により、回
収が効率化していき、それにより参入数が
増え、市場が拡大していく。これをサイク
ル化し、続けていくうちに、企業同士の競
合が進み、イノベーションが生まれると考え
る。

次に回収した海洋ゴミについては、機
関が預かり、リサイクル等の研究をし、そ

の後に各国に持ち帰り、講演会や海洋ゴ
ミによるアート作品作りなどの環境教育に
活かす。海洋ゴミ増加は、川を通じて海
に流れることによる要因が一番大きいた
め、ゴミを捨てる人々の意識を変えなけれ
ば、根本的な解決にならない。

CTSサイクルによって既存の漂流してい
る海洋ゴミが削減され、環境教育によって
新たに排出される海洋ゴミの量が削減さ
れる。このように、ハード面とソフト面の両
方からのアプローチによって、海洋ゴミ問
題は真に解決に向かっていくはずだ。

図5　CTS サイクル概要図

Q：民間企業にとってのメリットは何か。ま
た環境教育の重要さはもちろんだが、さら
にゴミを捨てることを抑えるための方策に
ついて何か考えがあれば教えていただき
たい。
A：取引市場で利益が出るような価格設
定がメリットにつながると考えている。2点目
については、たとえば新潟大の生協では
いま、レジ袋を使わないようにしている。そ
のような取り組みを推進していけばよいの
ではないか。
Q：北東アジア海洋ゴミ対策機関が廃棄
物を買い取る財源は何なのか。また、価
格設定は市場で決まる。市場を通して廃
棄物問題を解決しようとするのは良い視点
だと思うが、民間企業での取り組み事例
や、逆に障害の例があれば紹介してほし
い。
A：機関の財源としては、民間から投資
を募り、北東アジア各国がそれを補助す
ることを考えている。近年は ESG 投資や
SDGs への関心が高まり、十分な財源が
確保できるのではないか。民間の事例とし
ては、コカ・コーラ社が世界で初めてペット
ボトル商品の約30％を海洋プラスチックか
ら再資源化したことが挙げられる。P&G
でも自社のプラスチック容器を同様の実績
がある。
Q：トレードだけでプラスチックゴミの総量を
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抑えることができるだろうか。プラスチックを
使うとコストがかかり、プラスチック以外の
材料を使うように仕向けることが必要では
ないか。
A：そのようにプラスチックのコスト設定を
しないといけないと思うが、それと併せて
CTS サイクルを行えば海洋プラスチックの
削減ができるのではないかと考えている。
この点は、さらにブラッシュアップしていき
たい。

審査は優劣つけがたい激戦だったと聞
く。審査基準の在り方、学生への事前通
知内容など、今回の FLPを通じて気付
いた点も多く、今後の FLP に生かしてい
きたい。

結果として、新潟県知事賞は新潟大学
経済学部道上ゼミによる『万博がつなぐ北
東アジアの未来』、審査員特別賞は同濱
田ゼミによる『CTS サイクル構築による海
洋プラスチック削減』に与えられた。選に
漏れた新潟県立大学、新潟医療福祉大
学、新潟大学の3チームの健闘ぶりも見事

で、最後は笑顔だった（写真2）。来年以
降の NICE でも、FLP は対象地域を拡大
しながら引き続き行う予定である。

写真2　本選を終えて

（出所）筆者撮影
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■ロシア極東　　　　　　　　

ウラジオが沿海地方行政中心都市に
1月1日、正式に

（ロシースカヤ・ガゼータ1月1日）
1月1日にウラジオストクが正式に沿海地

方の中心都市となった。2019年11月27日
に可決採択された地方法「沿海地方の
行政中心地の地位」が発効したのだ。

これまでの状況はパラドックスと言えるも
のだった。2018年にウラジオストクは極東
連邦管区の中心都市になり、代表都市と
しての機能を果たしている。ウラジオストク
市内には沿海地方の国家機関、連邦行
政機関の地域支部、外国の公館が立地
するためだ。同時に、同市はロシア連邦
管区を構成する沿海地方の中心都市で
はなかった。ウラジオストクを正式に行政
中心都市にするよう、何度も要請があった
ものの、事が完了に至ったのはごく最近の
ことだった。

沿海地方議会に発議したのはウラジオ
ストク市議会だった。アンドレイ・ブリク同市
議会議長の説明によると、「提示された法
案の可決採択によって、さまざまな国際・
連邦・地域レベルの行事への参加や、公
共インフラの整備やこれらの行事で活用さ
れる条件の構築など、沿海地方の行政
中心都市の機能をウラジオストク市が果た
すためのしかるべき財源を得ることができ
る」。

沿海地方の2020年予算にはすでに、
主にゲスト用ルートの整備、祝祭行事組
織に充てられる3億ルーブルが計上され
た。今後のウラジオストクの中心都市機能
費は、沿海地方政府が決める。極東連
邦管区の中心都市をハバロフスクからウラ
ジオストクに移す大統領令は2018年12月
13日に署名されている。

ドイツ企業
ロシア極東の観光振興に投資

（Eastarussia 1月14日）
ドイツのLernidee Erlebnisreisen 社が

ロシア極東と北極圏の観光振興に13.6億
ルーブルを投資する。投資家側は、この

件に関する極東投資誘致・輸出支援エー
ジェンシーとの合意書に署名した。

Lernidee Erlebnisreisen 社は今年、
ヤクーツク－チクシ間、ノボシビルスク－サレ
ハルド間のクルーズ4件の組織に協力し、
クラスノヤルスクからドゥジンカまでの新しい
エニセイ川クルーズをスタートさせ、2回目
の「北極列車」に協力する。エージェン
シーは、ロシア極東と北極圏の投資・観光
のポテンシャルの発揮を目的とし、ドイツの
パートナーをロシア国内レベル、および国
際レベルの会議やセミナー、展示会、その
他のイベントに呼び込む意向を発表してい
る。

Lernidee Erlebnisreisen社は30年間、
観光専用列車での世界旅行を組織し、東
南アジアと南米に自社の河川用クルーズ船
を所有している。ドイツやEU諸国からロシ
アへの観光客誘致に関して同社は、対ロ
シア経済累積投資額137億ルーブルの大
口投資家の一つだ。

極東などでローカル航空会社設立を
プーチン大統領が内閣に指示

（ロシースカヤ・ガゼータ1月15日）
プーチン大統領は、極東連邦管区およ

びへき地で飛行するロシア製航空機を備
えた航空会社を設立する提案書を1月31
日までに提出するよう、政府に指示した。
関連文書が大統領府公式サイトにアップ
された。

内閣は、重要インフラの近代化および
拡張の総合計画によって改修が見込まれ
る空港を含む地方とローカルの空路網、お
よびこの空路で見込まれる乗降客数を月
末までに特定することになっている。

プーチン大統領はさらに、地域・ローカ
ルの航空旅客輸送と、極東連邦管区で
飛行機を運航させる航空会社に必要な航
空機（ロシア製エンジン含む）の大量生産
の開始時期、生産量、さらに飛行機の出
荷価格、総保有コスト、運航コストを特定
することも求めた。さらに、指示の中では、
北西、ウラル、シベリア、極東の連邦管区
のへき地で航空輸送を組織するための環
境醸成の検討、TVS-2DTS（ターボジェッ

ト）をベースにした「バイカル」の設計及
び大量生産の開始の問題も言及されてい
る。

すべての指示は1月31日までに履行され
なければならない。

ミシュスチン新首相が誕生
（EastRussia 1月17日）

ロシアのプーチン大統領は、新しい首
相にミハイル・ミシュスチン氏を任命した。
任命に関する大統領令は早くも発効して
いる。

ミシュスチン首相はさらに、ロシア連邦
安全保障会議の常任メンバーになった。
安全保障会議副議長にはドミトリー・メド
ベージェフ前首相が就任した。

任命に先立ち、国家院（下院）はほぼ
全会一致で首相に推薦されたミハイル・ミ
シュスチン氏を承認した。議会に対するス
ピーチの中でミシュスチン首相は、内閣の
長として国家プロジェクトへの取り組みを
強化し、投資保護にかかわる課題を達成
し、ビジネスのための行政障壁を取り除き、
大規模農業経営を振興するつもりだと述
べた。

メドベージェフ首相率いる内閣は、プー
チン大統領の連邦議会に対する年次教
書演説と憲法改正の提言の直後に、総
辞職した。大統領はその後、連邦税務局
のミシュスチン長官に首相職に就くよう要
請した。

スラビャンカ港開発事業
韓ロで投資

（EastRussia 1月17日）
韓国の Hyein E&C 社がスラビャンカ

港開発プロジェクトの予備 FS の結果を発
表した。このプロジェクトは中国、ロシア、
韓国、日本の間の物流を目的とする国際
輸送回廊「プリモーリエ2」の主要プロジェ
クトの一つだ。本プロジェクトの実行には
4.5億～5.4億ドルが投入されることになっ
ている。

極東投資誘致・輸出支援エージェン
シーの発表によると、ロシア側として工事
に投資するのは、ブルクト社だ。港内に
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は、コンテナと穀物用のバース、「スラビャ
ンカ」船舶修理工場、年間取扱量100万
トンの液化石油ガス輸出用ターミナルから
成る多目的ターミナルができる。

スラビャンカ港の開発から乗数効果は
59億ドル、付加価値は最大28億ドルまで
の拡大が期待できる。プロジェクトは10万
900人に雇用を創出する。

民間医療機関が訪問介護に参入
今年から試験的に

（ロシースカヤ・ガゼータ1月20日）
ロシアで民間医療機関を巻き込んだ高

齢者の訪問介護の実験がスタートする。
昨年末にこれに関する政府決定書が署名
された。それによると、2020～2024年に
民間医療機関は、65歳以上の高齢者に
対するメディカル・ソーシャルサービスを（強
制国民医療保険ではなく）公的資金を
使って提供することができる。

マクシム・トピリン労働・社会保護大臣代
行によれば、民間医療機関は、公共医療
機関に過度の負担がかかっていることか
ら、この活動に組み込まれる。この実験に
は、全国プロジェクト「人口動態」の枠内
での長期介護システムの拡大強化費以
外に、今年は19億ルーブルが拠出される。

実験に参加するのは、高齢者・障がい
者長期介護パイロットプロジェクトの対象
地域。アルタイ地方、カムチャツカ地方、
スタヴロポリ地方、タタールスタン共和国、
モルドビア共和国、ブリャート共和国、ボル
ゴグラード州、ケメロボ州、キーロフ州、コ
ストロマ州、ノブゴロド州、リャザン州、ボ
ロネジ州、トゥーラ州、ノボシビルスク州、タ
ンボフ州、チュメニ州、モスクワの全18地
域だ。

トピリン大臣代行によれば、これは、自
宅で医師の指示する検査関連の処置、
患者の健康状態の観察、薬の服用の介
助を行う。民間クリニックの看護師は床ず
れの処置や予防接種、採血、医師の予
約も行うことができる。「これは、身体の機
能が制限された高齢者が自力でできない
ことだ。これは、自宅での医療サービスの
提供の話であり、村落部の住民にとって
特に重要だ。そしてそれは、国の医療機
関が強制医療保険の枠内で行っている
活動に取って代わるものではない」と大臣

代行は述べた。

沿海地方の保健衛生管理当局
国境の監視を強化

（ロシースカヤ・ガゼータ1月21日）
連邦消費者保護・福利監督局（ロスパ

トレブナドゾル）沿海地方支部の発表によ
れば、同部局は、中国における新型コロ
ナウイルスの広がりを受けて国境検問所
で衛生検疫チェックを行っている。

中国など感染症のリスク国から入国す
る人すべてに対して、遠隔操作機器で
体温の計測が行われている。沿海地方
支部の情報によると、1月に入って約8万
7000人が検査された。「新型コロナウイル
スの兆候のある人、湖北省滞在による肺
炎のケースは記録されなかった」。さらに、
ウイルス性呼吸器感染症で病院にかかっ
た人には、最近中国、特に湖北省武漢
市に行ったかどうか、質問されている。

新型コロナウイルスと予報措置に関する
情報は沿海地方観光エージェンシーに送
られ、ツアーオペレーターや旅行代理店に
周知されている。沿海地方支部では、沿
海地方の検問所を経由して武漢に向かう
直行便はないことにも言及している。

それでもロスパトレブナドゾルは、中国か
らロシアへの新型コロナウイルスの侵入の
可能性を否定しなかった。これは、毎年
150万人余りの中国人と同数程度のロシ
ア人が、両国を行き来していることに起因
する。しかし、ロシアでウイルスが広がる
確率は低いとされている。

新しいダイヤモンド工場
ウラジオで操業開始

（EastRussia 1月22日）
M. スレシ・ウラジオストク社がウラジオス

トクで新しいダイヤモンド工場を操業させ
た。この約3億1400万ルーブルの投資プ
ロジェクトは、極東連邦管区のこの種の企
業では3社目、ウラジオストクでは2社目とな
る。

工場では早くも70人を超える雇用が創
出され、同社は今後も200人まで増やすこ
とにしている。極東・北極圏開発省の発
表によると、この新しい工場は、ブライダル
ジュエリー・アクセサリーの輸出を専門とす
るインドとボツワナにある自社のジュエリー

工場から原料の供給を受けているという。
同社には ALROSAも原石ダイヤを供

給する。M. スレシ・ウラジオストク社は段階
的に生産量を拡大し、ロシアの宝飾品の
ニッチを開拓したいと考えている。

これまでにウラジオストク自由港に入居
する合 弁 企 業、KGK DV 社がダイヤ
モンド研磨工場を開設している。一方、
SAYBM 社はサハ共和国（ヤクーチア）
のカンガラッスィ工業団地（先行経済発展
区）で宝飾・研磨産業クラスターをスタート
させた。ロシア極東のジュエリープロジェク
トの総投資額は、15億ルーブルを超える。

ロシア極東の人口流出規模が縮小
（EastRussia 1月24日）

ロシア極東では人口の流出の縮小に成
功した。「政府の時間」の一環でアレクサ
ンドル・コズロフ極東・北極圏開発大臣が
上院で行った発表によると、昨年1～10月
に極東連邦管区からの転出者数は1万人
余り。一昨年は3万3000人を超えており、
その前は2万7000人だった。

コズロフ大臣によれば、ロシア極東に
若者をとどめるためには、総合的な社会
支援策が必要で、そのために「極東住宅
ローン」を含む「人口動態パッケージ」が
採択された。また、極東連邦管区に人々
をとどめるためには、インフラや、リーズナ
ブルな医療も必要だ。そのために、医療
産業クラスターが沿海地方のルースキー
島につくられている。コズロフ大臣によれ
ば、既存の個別の法令に今回、修正を
施す必要がある。春の会期にそれらを下
院に提出することになっている。

ワレンチナ・マトビエンコ上院議長は、ロ
シア極東の発展のためには、これまでにな
い本格的な突破口が必要だと指摘。議
長によれば、国内外の投資家がロシア極
東を目指すようにする必要がある。

ロシア政府
極東の E ビザ入国を積極展開

（EastRussia 1月27日）
ロシアで、ロシア極東に入るための電

子ビザの手続き対象国が増えた。この命
令書にミハイル・ミシュスチン首相が署名し
た。

対象国リストは18カ国から53カ国に拡大
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は、例えばトルコやアゼルバイジャンで、もっ
と高い仕入れ値と輸送コストをかけて他の
供給元を探さざるを得ないと説明した。

ハバロフスク地方もトマト、キュウリ、ピー
マンの新たな供給元を探しており、サラン
スク、ケメロボ、トルコで調達する方針だ。
同地方農業省の発表によると、その他の
野菜については、同地方は自足していると
いう。「こちらの商社の半数はトルコと取引
している。トルコはこちらに果物を供給して
いる。企業は今後、さらにトルコから野菜
を持ってくるだろう」とハバロフスク地方の
アレクサンドル・シュクリン農業大臣は述べ
た。

各地方当局は、独占禁止局と協力して
値上げを監視していく。これまでの報道に
よると、対中国国境での検疫によって、中
ロ間の貿易取引が大幅に縮小しかねな
い。

北極圏での投資家優遇法案
政府が下院に提出

（EastRussia 2月7日）
ロシア政府は北極圏における投資家優

遇法案を下院に提出した。優遇税制は、
オホーツク海、バレンツ海、ペチョラ海、日
本海、白海の海洋油ガス田開発を想定し
ている。

法案の説明書きによると、投資家向け
に、アルハンゲリスク州、コミ共和国、ヤマ
ロ・ネネツ自治管区、チュコト自治管区、ク
ラスノヤルスク地方、サハ共和国（ヤクー
チア）の鉱区におけるガスの鉱物資源採
掘税の12年間の免除が想定されている。

さらに法案作成者らは、炭化水素資源
採掘の追加収入にかかる税金、鉱物資
源採掘税の特別税率の対象に、クラスノ
ヤルスク地方、サハ共和国（ヤクーチア）、
チュコト自治管区内の鉱区も加えることを
提案。東部北極圏で、大陸棚での石油
採掘プロジェクト向けの15年間の鉱物資
源採掘税率5％、新規油田向けの12年間
の鉱物資源採掘税免除と、それを13年目
から17年目に段階的に元に戻すことも見
込まれている。

ロシア政府が、北極圏で新規事業の実
施を計画している投資家優遇法案のパッ
ケージを可決したことで、ロシアの北極圏
全域に税制・非税制関連のまとまった優遇

民の意見を聞かなければならない。これ
は市民のための事業だからだ」とコメントし
ている。
「安全・良質な道路」プロジェクトに基づ

き、ウラジオストク市には2019年に道路の
改修・修繕費として18億ルーブルが拠出さ
れた。

中国人に対する E ビザ発給を停止
（EastRussia 1月31日）

ロシア外務省は1月30日から中国人へ
のロシア入国電子ビザの手続きを停止し
た。この措置は、中国の新型コロナウイル
スの感染拡大を受けた措置だ。

入国制限の対象となるのは、ロシア極
東とカリーニングラード州の検問所、さらに
サンクトペテルブルクおよびレニングラード
州の空港、海港、自動車・徒歩横断道だ。
さらに、ロシア外務省は喫緊の必要がな
ければ中国への渡航を差し控えるよう、ロ
シア国民に勧告している。

ロシア極東では1月31日から16カ所の対
中国国境検問所を閉鎖。世界保健機関

（WHO）は中国の新型コロナウイルスの
感染拡大について国際レベルの緊急事態
を宣言した。

対中国境の封鎖で
極東で生鮮野菜が不足

（EastRussia 2月3日）
新型コロナウイルスが原因で対中国国

境が封鎖された後、ロシア極東で生鮮野
菜が不足している。消費者は、残り物の
野菜が値を釣り上げて売られていると不満
をもらしている。小売り大手は現在、トルコ、
アゼルバイジャンからの野菜の供給を整備
しようとしている。

「非良心的な卸売業者が機に乗じてい
る。このところ、卸売り拠点では生鮮野
菜の値が倍に吊り上がった」とサハ共和国

（ヤクーチア）のアイセン・ニコラエフ首長
は述べた。ニコラエフ首長は、市町村は
価格を調整する義務があり、監督機関の
協力を仰ぐことができると指摘した。

沿海地方でも、生鮮野菜不足が報告さ
れている。店頭からはトマト、キュウリ、ナ
ス、ズッキーニが消えた。玉ねぎは1キロ
60ルーブルに値上がりし、青ネギはほぼ
倍の1キロ399ルーブルになった。小売店

された。極東連邦管区の検問所を電子
ビザで通過できるのは、オーストリア、アン
ドラ、バーレーン、ベルギー、ブルガリア、
バチカン、ハンガリー、ドイツ、ギリシャ、デ
ンマーク、インド、インドネシア、イラン、ア
イルランド、アイスランド、スペイン、イタリア、
カタール、キプロス、中国、北朝鮮、クウェー
ト、ラトビア、リトアニア、リヒテンシュタイン、
ルクセンブルク、マレーシア、マルタ、メキ
シコ、モナコ、オランダ、ノルウェー、オマー
ン、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、
サンマリノ、サウジアラビア、北マケドニア、
セルビア、シンガポール、スロバキア、スロ
ベニア、トルコ、フィリピン、フィンランド、フ
ランス、クロアチア、チェコ、スイス、スウェー
デン、エストニア、日本。

これらの国の国民が電子ビザで国境を
通過できるのは、アナディリ、ブラゴベシチェ
ンスク、ウラジオストク、ペトロパブロフスク・
カムチャツキー、ウラン・ウデ、ハバロフスク、
チタ、ユジノサハリンスクの空港、さらに、
カムチャツカ地方と沿海地方、サハリン州
の海の玄関だ。沿海地方には、鉄道検
問所（ポグラニチヌイ、ハサン、マハリノ）、
自動車道検問所（ポルタフカ、トゥリー・ロ
グ）経由でも電子ビザで入ることができる。

ウラジオの交通渋滞緩和
トルトネフ副首相が市政府に指示

（RIA 1月29日）
ユーリー・トルトネフ副首相兼連邦管区

大統領全権代表は、ウラジオストク市を住
民にとって快適な街にし、交通渋滞問題
を解決するよう市当局に指示した。

トルトネフ副首相はオレグ・コジェミャコ
沿海地方知事、オレグ・グメニュク・ウラジ
オストク市長とともに市の施設を回った後、

「我々は今、市内を回ってきたが、渋滞
がすごい。よって、それをなくすための仕
事をし、研究をすることをお願いしたい。ウ
ラジオストクを市民にとって快適にしなけれ
ばならない」と述べた。

トルトネフ副首相はこれまでにも、金の使
い道、ウラジオストク市内の道路の修繕状
況に不満を表している。副首相は「当面
の作業を市役所は市の資金で行うべきだ
が、街路や道路の拡張は連邦中央が拠
出した資金で行い、道路問題の解決のた
めには、市役所は交通警察と協力し、市
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れる。本件はロシア農業省が支援をする。
同省はこの建設の際の多額の費用の一
部を補助することにしている。

ロシア国内の他地域からの食糧供給を
管理するため、農業省は野菜の輸送時
の国家支援を行う案を検討する。農業省
広報室からの情報によれば、農業省は極
東連邦管区構成主体の野菜の確保率を
高めるために、極東・北極圏開発省と共
同で、これらの地域の特性を踏まえた可
能な支援策を検討する。

農業省のデータによると、現在、極東
連邦管区内の各地域では中国からの野
菜・果物の供給状態が落ち着き、中国産
の食品の値が下がった。中国との通商関
係を拡大強化し、農産物の供給を途切れ
させないために、農業省とロシア動植物
衛生監督局は、中国の関係当局とロシア
市場への食料の供給条件について協議
することにしている。

極東連邦管区の野菜不足は、新型コ
ロナウイルスを原因とする対中国国境封
鎖の後に発生。不当に吊り上げられた価
格消費者の不満が高まった。貨物トラック
向けに国境が解放されると、沿海地方で
は中国産の野菜がリーズナブルな価格で
店頭に並び、他の地域でも状況は安定し
た。

ところが、沿海地方政府は先週、域内
で再び野菜不足が見られることを発表。
対中国境の開放後に搬入された食料は
ほぼなくなった。中国の植物防疫当局の
新たな規制により、新しい便が入ってこな
い状況だ。

ロシアの中国人一時的入国停止措置
中国は理解を表明

（タス通信2月19日）
中国外務省の耿爽（コウ・ソウ）報道官

は19日、ロシアよって導入された中国国民
の同国入国禁止に及ぶ制限措置は一時
的なもので、ロシア連邦の国益を重視した
ものだという趣旨の発言を行った。

「ロシア側は事前に外交ルートを通じて
（この決定について）中国に通知してき
た。ロシアは、中国が新型コロナウイルス
の感染拡大の戦いに勝利することを確信
している。そして、中国への確固とした支
持も表明した。国益を守り、（ロシア側の）

つかあるのを我々は認識している。ただし
当面は、クルーズ船は一切受け入れない

（スケジュールにないため）。次に時期が
来れば、あらゆるクルーズ会社に対して明
確なメカニズムがこちらにできているだろう」
とウラジオストク国営テレビラジオ会社の放
送に出演したコンスタンチン・シェスタコフ
沿海地方副首相は、クルーズ船に対して
港が閉鎖されるかとの記者団の質問に答
えた。

シェスタコフ副首相は、新型コロナウイ
ルスの感染拡大防止のためのあらゆる安
全措置が講じられたことを強調した。副
首相は、中国との陸上検問所、鉄道検
問所での旅客の往来、自動車の直接往
来が遮断されたことを指摘。中国人が他
の空港から他の空路を使って到着する場
合、出発空港に送り返すか、検疫を受け
させるという。貨物の輸送は止まっていな
い。

沿海地方政府は、2020年には観光
目的のクルーズ船のウラジオストク寄港の
数を増やす方針であると表明してきた。
2020年のクルーズシーズンは4月19日に開
幕する。ウラジオストクを訪れる1隻目とな
るのは、すでに入港実績のあるオランダの
Westerdam 号だ。

カムチャツカの炭鉱開発
インドの電力会社が7.5億ドル投入

（インターファクス2月14日）
インドの電力会社 Tata Power がカム

チャツカのクルトゴロフスコエ炭鉱の開発
に7.5億ドル規模の投資をする方針だ、と
極東投資誘致・輸出支援エージェンシー
が発表した。これまでは、このプロジェクト
への投資は6億ドルと報じられていた。

今週、ニューヨークとムンバイで、ロシ
ア極東からインドへの長期的石炭供給に
ついて、アレクサンドル・コニコフ第一副局
長を団長とするエージェンシーの代表団と
インドの大手鉄鋼会社との交渉が行われ
た。

極東連邦管区の野菜貯蔵施設建設
農業省が支援

（Eastarussia 2月17日）
ロシア極東での長期的な野菜の貯蔵を

目的とし、新しい野菜貯蔵施設が建設さ

制度を備えた特別経済体制が敷かれるこ
とになる。

北極圏で登記され、投資プロジェクト
の実施・新規経済活動のスタート・1000万
ルーブル以上の投資の意思があるどの企
業も、どの事業者も、入居者の資格を得
られる。ユーリー・トルトネフ副首相兼極東
連邦管区大統領全権代表は、北極圏で
の投資プロジェクト優遇システムは、ロシア
極東でのそれよりも良いものになるだろうと
発言している。

ハバロフスク市
関係者にマスクの着用を義務化

（EastRussia 2月8日）
住民を恐ろしいコロナウイルスから守る

ために、ハバロフスク市当局はマスク着用
の義務化を導入した。2月10日から、業
務で人と接触する機関、組織の職員は全
員、マスクの着用が義務付けられる。

ハバロフスク市役所広報室の発表によ
ると、この新制度は公共交通機関、商業
拠点、銀行、医師が対象となる。マスク
は密室で着用し、2時間ごとに交換しなけ
ればならない。市職員の話では、マスクは
全員に行き渡ることになっているという。薬
局の倉庫には現在、4万枚がある。2月12
日にはさらに5万枚が補充されることになっ
ているという。

マスク着用に加え、市内では公共機
関、教育機関、医療機関、販売系・サー
ビス系企業でのたくさんの人が集まるイベ
ントの開催を制限している。これらの措置
によって、域内にウイルスが持ち込まれた
場合、新型コロナウイルスの拡大を予防す
ることができる。今のところ、このようなケー
スは確認されていない。

ウラジオストク
将来の客船受け入れに前向き

（インターファクス2月13日）
ウラジオストク港はクルーズ船の受け入

れを継続し、沿海地方当局は、同市が十
分な新型コロナウイルス対策を講じたと考
えている。

「私はこのような扇動には反対だ。建設
的ではない大袈裟な発表がとても多い。
現時点で、クルーズ船で新型コロナウイル
スが蔓延しているという誇張した話がいく
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感染拡大を阻止する必要から制限措置
が講じられた。それは、両国間の往来の
完全禁止は想定しておらず、一時的な取
り組みであり、状況が改善すれば直ちに
修正あるいは撤廃される」と耿報道官は
述べた。

報道官はさらに、規制の対象となる個々
のグループ、特にロシアに戻ることができな
い留学生については、事態が教育カリキュ
ラム全体に影響を及ぼさないよう、遠隔教
育などの措置がロシア側によって講じられ
る、とコメントした。

これまでにロシアのタチヤナ・ゴリコワ副
首相官房は、新型コロナウイルスの国内
持ち込みと感染拡大防止緊急対策本部
会合の結果、就労、私的目的、留学、
観光の目的での中国国民の入国をロシア
が2月20日から一時的に停止することを発
表。さらに、中国国民の就労を目的とする
ロシア入国インビテーション、外国人従業
員の雇用許可、ロシア国外の中国国民に
対する就労許可の手続き及び発給も、一
時的に中断される。

海上発射システム
米国から沿海地方に移送

（インターファクス2月21日）
海上発射システム「Sea Launch」のア

メリカからロシア極東への移送が始まった
ことをスラビャンカ船舶修理工場のアンドレ
イ・ヤキムチュク社長が21日、インターファ
クス極東に伝えた。「確かに、当社は3月
上半期に受け入れる準備ができている。
すべてスケジュール通りだ」とヤキムチュク
社長は、移送開始についての質問に答え
た。

これまでに S7 Space（S7宇 宙 運 送
システム社）は、海上発射システムSea 
Launchをロシア国内に移送する予定で
米国務省からの許可も含め、施設の配置
換えに必要な許可をすべて取得したと報
じられた。移送後は、発射台とシーローン
チ・コマンダー（シーローンチの海上ロケット
打ち上げ司令船）は一時、スラビャンカ港
のスラビャンカ船舶修理工場に停泊する。
ヤキムチュク社長はこれまでにインターファ
クスに対し、Sea Launch がスラビャンカ
船舶修理工場に留め置かれるのは1年に
満たないだろうとの見解を示していた。

S7 Space 社は宇宙機の一連の打ち上
げサービスを提供するロシア初の営利企
業。Sea Launch は同社の資産に含まれ
ている。会社は持株会社 S7グループ傘
下。2018年に S7グループは Sea Launch
を購入。ロングビーチ（米国）に配置され
たシーローンチ・コマンダーと打ち上げプラッ
トフォーム「オーシャン・オデッセイ」は、商
標を含む Sea Launch 社に属する知的所
有権とともに、同社の名義に移された。

沿海地方
D. プリンセス号ロシア人乗客を隔離
アジアからの帰国留学生対策を準備

（2月25日インターファクス）
クルーズ船ダイヤモンド・プリンセス（DP）

号から降りたロシア人7人が沿海地方で2
週間の検疫を受けていることを、同地方
政府広報室が発表した。広報資料による
と、「日本の港で DP 号に滞在していた
7人は2月23日にウラジオストクに到着。全
員が感染症病院に運ばれ、新型コロナウ
イルスの検査のためのサンプルを採取され
た。7人全員の状態は良好で、症状もなく、
平熱だ」という。

専門家によれば、このような措置は、こ
れらの人たちが「検査で発病が確認され
た感染元にいた者」として専門家の監督
下に置かれる必要があるために取られた。
感染症病院では旅行者たちに対して必要
な検査がすべて行われる。沿海地方保
健省に確認したところ、検疫に送られた人
の多くは沿海地方住民だが、オムスクの
住民もいるという。

連邦消費者保護・福利監督局沿海地
方支部の話では、検問所では前日24時
間に2000人余りがチェックされた。今年に
入って、同局の専門職員が、沿海地方に
到着した感染が疑われる人々75人のコロ
ナウイルスの有無を検査したが、感染が
裏付けられたケースはなかったという。

極東連邦大学は新型コロナウイルス感
染拡大を受けて、韓国および日本からの
帰国学生の医療チェックを強化している。

「極東連邦大では25日、新学期が始まっ
た。韓国および日本から帰国する学生は
全員、医療検査が義務付けられ、サンプ
ル採取を受け、続く14日間、医師の監視
下に置かれる」と大学広報室は発表した。

さらに、新型コロナウイルスの感染が疑わ
れる者は極東連邦大キャンパス内に開設
された検疫所に送られる。

極東連邦大学は3月16日までに韓国と
日本から130人以上の学生を受け入れる
ことにしている。これは、交換留学、その
他の留学プログラムを終了してアジア諸国
から帰国する学生たちを対象としている。

中国に代わって
インドからの労働力誘致を検討

（タス通信2月25日）
極東投資誘致・輸出支援エージェン

シーは、極東連邦管区内の建設工事で
のインド人技術者の雇用の可能性を検討
している。このような決断は、中国内の新
型コロナウイルスの感染拡大が原因でロシ
アに入国できない中国人労働力の不足を
受けたものだ、とエージェンシーのレオニー
ド・ペトゥホフ局長は25日、タス通信に説明
した。

ロシア極東の国境は、新型コロナウイル
スの拡大を阻止するために、1月30日に一
部封鎖された。中ロ間の旅客の往来は事
実上、中断されている。貨物の往来はいっ
たんストップされたが、現在はアムール州
を除く全域で通常体制で行われている。

「極東連邦管区では、新型コロナウイル
スを取り巻く状況のせいで、特に建設工
事が被害を被っている。なぜなら、建設
工事では多くの中国人作業員が働いてい
るからだ。我々は目下、ロシア極東にイン
ド人専門家を誘致する件を、インド側と積
極的に検討しているところだ」とペトゥホフ
局長は述べた。

ペトゥホフ局長によれば、防疫面の規制
が原因で、中国人投資家も今、ロシアに
入ることができない。その結果、50人余り
の投資家がロシア極東に来ることができな
かった。「彼らは出国することができない。
彼らはさらに、出国後、帰国できるかどう
かも危惧している。今日、中国のパートナー
たちとあるプロジェクトについてテレビ会議
を行った。彼らはみなマスクを着けて座っ
ているが、出勤はしている」と局長は説明
した。
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大窯湾保税港区の立地および政策・機能
上の優位性を活かし、東北地方初のバナ
ナ取引プラットフォームとなる北東アジアバ
ナナ取引センターを共同建設する。

バナナは中国国内で大量に取引されて
いる。毎年の輸入量は約200万トンで、そ
のうちの3分の1が大連大窯湾口岸から入
る。北東アジアバナナ取引センター建設
の始動は大連エリアによる北東アジアコー
ルドチェーン製品取引プラットフォームの構
築にとって大切な第一歩で、大連エリア
が従来の物流配給センターから貿易・金
融センターへ発展し、従来の倉庫保管を
中心とするコールドチェーン物流からハイ
エンドなバリューチェーンへの転換が加速
化するだろう。

遼寧省と関西地方
友好協力関係覚書に署名

（遼寧日報1月19日）
1月18日、第2回高質「対話遼寧」交

流イベントの一環として、「対話遼寧」友
好都市交流フォーラムが瀋陽市で開かれ
た。遼寧省と日本側の代表者らはフォーラ
ムで中日友好遼寧宣言を発表し、遼寧省
人民政府対外友好協会と日本中国友好
協会（西日本地区）は友好協力関係覚書
に署名した。

この宣言と覚書によれば、双方は遼寧
省と関西地方の人々の相互理解と信頼
をさらに深め、地方政府・自治体および経
済、科学技術、医療、教育分野における
双方の交流と協力を推し進め、共同繁栄
と発展を促進する。双方は今回の関連イ
ベントがよい成果を収め、建設的かつ有
意義な意見がたくさん述べられたことを共
感し、今後は会議で得たコンセンサスと成
果を着実に実行へ移していく。

在瀋陽日本総領事館の川上文博総領
事、大阪府国際交流部の播本裕典部長、
友好団体代表の田中彰寿氏がイベントに
出席した。

遼寧省の民営企業
対外輸出入2544億元達成

（遼寧日報1月24日）
大連税関によれば、2019年の遼寧省

の対外輸出入で登録している民営企業
は1万3400社あり、前年比6.2％増加し、

同グループは強まる経済下降の圧力に
対抗し、航空市場を積極的に開拓し、輸
送量は全体的に安定していた。昨年のハ
ルビン空港の旅客利用数は2077.9万人
で、前年比1.7％の伸びだった。チチハル、
牡丹江、ジャムス、黒河、漠河、伊春、
大慶、鶏西、ジャガダチ、撫遠、建三江、
五大連池など12のサブ空港では計430.7
万人の旅客利用があり、前年比7.2％の
伸びとなった。

成都中欧班列
貿易額200億ドル突破をけん引

（遼寧日報1月17日）
1月15日に開かれた第2回「亜蓉欧」世

界協力パートナー大会で得た情報によれ
ば、現在、中欧班列（四川省成都発着）
は累計で4600便の運行を超え、輸出入
額200億ドル突破をけん引している。

成都国際班列は国外26都市、国内15
都市との間で運行している。劉文道成都
市青白江区共産党委員会副書記兼鉄道
港党労働委員会書記によれば「成都国
際班列の12の国際路線の中で、西方に
向けたルートは4年連続全国でトップレベル
を維持している。南方ルートは昨年国家
の西部陸海新ルートに組み込まれ、東南
アジアの国々に及んでいる。東方ルートは
列車が継続して増加しており、日本や韓
国の製品がヨーロッパに海運で輸送され
るには2カ月必要なところ、鉄道輸送では
15日間で到着する」という。

また、周俊波成都港投グループ社長に
よれば、「中欧班列もさらに多くの付属サー
ビス提供がなされ、ポーランドのマワシェビ
チェ、オランダのティルブルフ、ドイツのニュ
ルンベルク、ポーランドのウッジ、ドイツのハ
ンブルクなどの5カ所にコントロールセンター
を建設した。将来的には10カ所増えるだ
ろう」という。

北東ア・バナナ取引センター建設へ
遼寧自由貿易試験区大連エリアで

（遼寧日報1月17日）
先頃、遼寧自由貿易試験区大連エリア

管理委員会と大連市金融発展局が、大
連港毅都コールドチェーン有限公司、首
都農業サプライチェーン（大連）有限公司
と戦略協力協定に調印した。この四者は

■中国東北�

国家越境電子商取引総合試験区
琿春市に設置

（吉林日報1月9日）
吉林省商務庁によると、国務院が琿春

市に越境電子商取引総合試験区を設置
することを承認したことにより、琿春市は長
春市に次いで吉林省内2番目の国家越境
電子商取引総試区となった。

近年、吉林省は「デジタル吉林」の建
設を念頭に置き、「インターネット＋対外貿
易」という新たなモデルを取り入れ、省内
越境電子商取引の飛躍的な発展を推進
し、越境電子商取引額が3年連続で30％
以上の伸びを達成した。中でも、琿春市
の越境電子商取引は目立った成果を挙げ
た。具体的に言えば、全国越境電子商
取引プラットフォームの建設から貨物流通
までの最短時間（わずか8カ月）の「琿春
スピード」を記録し、率先して税関総署全
国統一プラットフォームへの切り替えと対外
貿易経営権の取得を済ませ、ロシア税関
にも認められた「9610」監督管理モデル、
いわゆる「琿春スタンダード」を作成し、中
国国内唯一の対ロシア越境電子商取引
陸路白関（合法で正当な通関手続きを経
て輸出入すること）口岸となり、アリババ
傘下の物流企業・菜鳥と業務連携して大
型荷物の専用輸送ルートを開通し、菜鳥
貨物引受倉庫を建て、香港大通関（出
入国業務効率化プロセス）業務をはじめ、

「1239」（監督管理モデル）輸入業務を
スムーズに展開した。

琿春はすでにコストが最も低く配達速度
が最も速い対ロシア越境電子商取引3C
製品（電子機器）の物流ルートなってい
る。2019年以来、琿春市越境電子商取
引の輸出件数は累計15万件で、貨物総
額は6億元に達した。

2019年の黒龍江省
空港旅客利用者数が2508万人に

（黒龍江日報1月14日）
黒龍江省空港グループによれば、昨年

同グループは延べ18万6583回発着し、
2508万人の旅客利用者数、14万トンの
貨物利用量となり、前年比でそれぞれ
0.4％、2.6％、8.3％伸びた。
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援氷城・共戦疫情』（氷城ハルビンへの
支援に駆け付け、共に疫病と戦う）と書か
れ、「これを通じてハルビン市民を励まし、
微力ながら友好都市ハルビンに貢献でき
たら」と新潟市国際課の職員は語った。

日本電産
大連新工場に500億円追加投資

（遼寧日報2月12日）
中国では新型コロナウイルス感染対策

の徹底と経済発展の両立が注目されてい
る。大連市金普新区は重点建設プロジェ
クトの開札を予定通り行い、特殊な事情
があれば特別対応をすることで、投資者
の信頼を確保した。2月11日の情報による
と、日本電産株式会社は先ごろ大連の新
工場に500億円を追加投資し、投資総額
が以前の500億円から1000億円になった
ことを発表した。

金普新区新日本工業団地は中日経済
協力モデル都市建設の重要な一環であ
り、建設計画が2019年に実行へ移され
てから、日本の対中直接投資の重要拠点
となっている。現在、日本電産工業園に
は34社の関連企業が協定を結んで駐在
している。

建設計画によれば、新日本工業団地に
ある標準工場プロジェクト（第1期）が全
面的に着工され、そのなかの EPC（設計・
調達・建設）請負プロジェクトが入札後の2
月7日に開札を行う予定だったが、新型コ
ロナウイルス感染防護の時期に開札を計
画通り実施できるかどうかが注目されてい
た。金普新区はこのプロジェクトの重要性
を認識し、大連市の関係部署にグリーン
ゾーンの開設を申請して開札の許可を得
た。2月7日、出席者全員の身分確認、体
温測定などの措置が講じられ、開札は滞
りなく終わった。

満洲里税関
経済成長を保つ支援策16条を公布

（内モンゴル日報2月19日）
2月18日、新型コロナウイルス肺炎の感

染予防をすると同時に、経済に対する影
響を最低限に抑えて対外貿易の成長を保
つために、満洲里税関は現地の実情と地
方や企業のニーズに基づいて、16条の具
体的な支援策を打ち出した。

陽税関の関係責任者に直接に連絡するこ
とができる。

感染予防物資の入境のため
同江口岸が臨時開放

（黒龍江日報1月31日）
1月30日午前9時30分から12時30分ま

で、同江口岸は3時間臨時開放し、地方
への感染予防物資の入境を保証した。

新型コロナウイルス肺炎の流行を受け
て、省商務庁はロシア連邦国境建設局
ハバロフスク支局と連携して、ロシアから
の物資を初めて入境させることとし、同江
東港とロシア・ニジュネレニンスコエ港を3
時間臨時開放した。これにより、ロシアで
仕入れた10万枚の医療用マスクと防護服
380着が中国側の職員とともに同江市に
運ばれた。今回の物資はジャムス市と同
江市のコロナウイルス感染・流行予防地域
の第一線にそれぞれ送られる。

同時に、同江・ジャムス付近に滞在して
いたロシア人21名も同時期に出国した。
春節期間中、同江口岸は臨時閉鎖し、コ
ロナウイルス流行により2月7日まで開放が
延期される予定。

ハルビンに新潟市の支援物資が到着
（黒龍江日報2月6日）

2月5日、ハルビン市と友好都市提携を
結ぶ新潟市が寄付した3万枚の医療用マ
スクがハルビンに届いた。今回の支援物
資は1月31日に新潟市から発送され、成
田空港経由でハルビンに到着した。新潟
市や中国南方航空との事前調整を行った
ハルビン市外事弁公室は、支援物資の
最速調達を実現した。支援物資は、ハル
ビン市疾病予防管理センターによって新
型コロナウイルスを防ぐ最前線に配分され
る。

新潟市の中原八一市長は新型コロナ
ウイルスの感染対策を重視し、ハルビン市
外事弁公室を通じて現地の状況と必要な
対策の情報を収集し、1月31日に新潟市
の関係者を招集して会議を開き、ハルビン
への支援に着手した。新潟市でもマスク
の購入が難しくなる状況のなか、新潟市
の保健所に備蓄されていた30箱合計3万
枚の医療用マスクをハルビン市に寄付し
た。すべての段ボール箱に中国語で『馳

輸出入額は2544.6億元を達成して、同
9.2％増加した。遼寧省全体の対外輸出
入額の35.1％を占め、昨年同期より4.3ポイ
ント上昇した。

政策支援も強まり、民営経済の発展空
間も広がっている。遼寧省は「民営経済
の発展・増大を速めることに関する若干の
意見」を公布し、23項目の民営経済の発
展を速めるための措置を集中的に打ち出
した。規模が比較的大きい民営企業の
反応は早く、対外貿易の成長を直接的に
けん引した。業界大手の恒力石油化学
は国内初の「原油双権（輸入原油の使
用権と輸入権）」を握る民営の製油・化学
工業が一体となった企業となり、原油買い
付けでさらに大きな活力を得た。2019年、
同社は遼寧省の原油輸入の成長を21.5
ポイントけん引した。
「一帯一路」「遼寧17＋1」協力が推

進され、民営経済の対外貿易発展の新し
い動力となり、民営企業と新興経済体の
協力レベルが向上し、民営企業がグロー
バルで多元化した貿易に参加する状況
が次第に形成されてきた。税関データによ
れば、2019年、遼寧省の民営企業の貿
易パートナー数は240を超えた。2019年、
遼寧省の対アフリカ市場が35.1％増、対
ラテンアメリカ市場が41.5％増となったの
は、すべて民営企業の貢献によるところだ。

「一帯一路」沿線国家についても貨物輸
入799.8億元を達成し、75％増となった。

新型肺炎支援物資の専用通路
瀋陽税関に開設

（遼寧日報1月27日）
新型コロナウイルスによる肺炎の予防お

よび消毒、防護、治療関連の支援物資
の快速通関を全力で推進するために、瀋
陽税関は1月26日に支援物資の快速通関
を保障する受付専用窓口とグリーンゾーン
を設け、通関・検査手続きを一刻も早く済
ませることとした。

慈善寄付に関する規定で定められた受
贈者は、緊急時において書類または証明
書を提供すれば貨物を通関させ、関連手
続きを後にすることができる。寄付者、受
贈者あるいは利用者は贈与支援物資を
申告する前に、瀋陽税関の通関サービス
ホットライン12360に電話をかけるか、瀋
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の通関所要時間を3時間以内に維持し
た。

さらに対応策として、物流の監視制御
に責任をもつマニフェスト担当部門の24
時間対応体制を敷き、通関手続きの予約
サービスを実施している。つまり、「中欧班
列」の検査係員との事前連絡により、予
約通りに通関手続きをすませることができ
る。今年1月の統計によれば、満洲里鉄
道口岸を経由して入国した中欧班列は前
年同期比1.6％増の62本に達し、コンテナ
輸送数は5254個、同4.9％増となり、逆境
にもかかわらず成長を実現した。

大連湾海底トンネル工事、全面再開
（遼寧日報2月29日）

遼寧省の重大民生プロジェクトである
大連湾海底トンネル建設工事が2月28日か
ら全面再開された。北岸のカーテングラウ
チング・胸壁設置などの工事が順次着工
され、ドライドックによる沈埋函作製や水上
のケレン作業も実施されている。4月末まで
にドライドック作製現場の主工事が完了す
る予定で、国内最大の「沈埋函加工工
場」が完成する予定だ。

大連湾海底トンネルは、中国の北方海
域で初めての大型沈埋トンネルで、「南は
香港・珠海・マカオ、北は大連湾」と称され
ている。工事完了後、大連市は南北を結
ぶ高速道路が新設され、都市機能の最
適化、大連湾両岸の一体化建設の推進、
環渤海・黄海沿海経済圏の構築にとって
重要な意味をもつ。

新型コロナウイルス肺炎の感染拡大を
受け、中交大連湾海底トンネル有限公司
と工事の実施機構である大連市城市管
理局は、肺炎予防・対策チームを共に設
立し、迅速に対応計画を立て、生産再開
が安全に行われるよう作業方法を策定し、
人員を分けて復帰させる科学的に有効な
人員配置をした。同時に、投資計画と工
事の進捗状況を整理し、工事の日程を改
めて確定し、工期内の達成を目指す。

工事再開後、大連湾海底トンネル工事
は分散して行える作業が前倒しにされ、
現場での作業員の分散施工が実施され
た。また、自主消毒ポイント・マスク専用ゴ
ミ箱の設置、作業員の食事時間の分散、
検温回数の増加、QRコードでの技術開

し、前年同期比でそれぞれ、159.02％と
164.47% の伸びだった。1000トンのリンゴ
が引き続き輸出される予定で、鮁魚圏税
関はその準備が完了している。

綏芬河鉄道口岸
春耕肥料の輸入手配

（黒龍江日報2月21日）
2月12日6時50分、ロシアから初輸入し

たカリ肥料800トン余りを積んだ36106番
列車が綏芬河駅を出発し、宝清県に向
かった。春耕の準備をしている省内の農
村企業に向け、化学肥料の輸入・輸送は
ここ数年来で初めてとなる。

綏芬河鉄道口岸は新型コロナウイルス
肺炎の感染拡大防止・抑制策を確実に実
施するとともに、国際的な複合一貫輸送
の運営の正常化を維持してきた。綏芬河
市広成経貿有限責任公司の輸送計画に
より8千トンのカリ肥料が輸入されることを
知ると、企業と迅速に連絡をとり、そのニー
ズ・運送状況を見て、担当者がグロデコボ
駅と積極的に調整を行い、貨物が円滑に
入国できるように行動した。

綏芬河鉄道口岸は税関の共同検査部
門と事前に通関手続きを済ませ、国際的
な複合一貫輸送の条件に従って、企業の
ために優先的な輸送策をとっている。輸
入肥料を速やかに入国させて各地に転送
するため、ロータリーフィーダー4台と8トン
のクレーン2台を配置し、積替作業に人員
を配置し、化学肥料の安全積替強化策
を定め、荷物の安全輸送を実現させ、今
後の肥料の輸入輸送の基礎をつくった。

満洲里税関
中欧班列の通関サービスを徹底

（内モンゴル2月21日）
新型コロナウイルスの感染防止のもとで

「中欧班列」の運行を確保するため、満
洲里税関は貨物の検査・積替業務の方法
を変えて、列車通関の保証に努めている。

満洲里税関は班列の始発地、重要な
口岸など17カ所の税関と通関利便化協定
を結び、「満洲里税関－ハルビン鉄道局」・
「口岸税関－口岸駅」・連絡員の3レベル
でオンライン定期連絡システムを構築し、
列車輸送や通関手続きの簡素化、通関
プロセスの最適化を行い、「中欧班列」

今回の対策は主に8つの方面に関係し
ている。感染予防物資・食糧・食品の快
速通関の保証、輸入鉱物製品・生産資材
などの大口貨物の検査・引取の迅速化、
行政承認プロセスの改善、加工貿易取引
口座の延期・照合抹消手続きの簡素化、
工場実地検査の取消、農産物輸出の積
極支援、行政処分の効率向上、貿易統
計の監視・早期警告の強化、税関のビジ
ネス環境の最適化などである。

次のステップはこれらの措置を実際に実
行し、新型コロナウイルス流行予防と対外
貿易サービスを両立させ、新型肺炎との
戦いに打ち勝ち、対外貿易の着実な成長
のために力を注ぐことだ。

鮁魚圏税関、果物輸出支援
（遼寧日報2月19日）

2月12日、営口市金仕達果物有限公
司は276トン、金額ベースで47.58万ドルの
リンゴを発送し、大連税関所属の鮁魚圏
（ハツギョケン）を経て、順調にタイに輸出
した。

新型コロナウイルス肺炎の流行により、
同社の果物輸出事業が「寒冷期」に直面
し、企業はどのようにそこから「解凍」する
か、一連の困難に直面している。生産が
再開できるように、鮁魚圏税関部門は積
極的に対応し、政策宣伝を行い、管轄区
域の果物輸出を全力で支援している。具
体的には、新型肺炎の流行状況に対応
した海外の措置を企業に最速で伝達し、
事前に対応することができるようにし、輸
出果物の品質を厳格にコントロールして混
乱を避け、通関のオンライン予約を開通し
てペーパーレスの情報伝達を行って、「企
業が出向かずに情報が得られる」という目
標を達成した。

企業の責任者は「今年の旧正月は不
安のなか過ごしていた。新型肺炎の流行
が輸出事業にどのような影響があるかわ
からず、とても心配だった。ただ、税関部
門が私たちのために計画を立て、人員を
手配してくれたおかげで、素早く通関でき
た。これでやっと安心した」と感慨を込め
て語った。

新型コロナウイルス肺炎流行以来、鮁

魚圏税関で通関した輸出果物は616.51
トン、金 額ベースで106.16万ドルに達
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現在はパッシブハウスの規格は任意的だ
が、欧州議会の決議により、2020年から
EU 圏の新築の建物で義務化される。

この覚書によると、双方はウランバートル
での「リーズナブルな家屋」プロジェクトの
実施を、パッシブハウス建築基準の導入
によってサポートする。「リーズナブルな家
屋」プログラムのサブプログラム、「首都イ
ンフラ整備と住宅建設」に基づき、ゲル地
区の再開発を機にウランバートルの9カ所
で住宅や建物が建設される計画だという。

新型コロナウイルス対応
学校・教育機関は3月2日まで閉鎖

（MONTSAME 1月27日）
1月26日のモンゴルの臨時閣議で、新

型コロナウイルスの国内の感染拡大防止
対策が可決された。これを受けて、エン
フトゥブシン非常事態委員長が声明を発
表。このウイルスの感染力が高いことから、
大学、職業教育センター、国際児童セン
ター「ナイランダル」、中等学校、幼稚園
の稼働を停止することが決まった。さらに1
月27日から、国境検問所を通過する自動
車と乗客の数が制限される。鉄道および
飛行機はこの対象にはならない。

閣議では、中国の武漢市で働くモンゴ
ル人31人を近々に受け入れることも決まっ
た。閣議決定に従い、文化イベント、スポー
ツイベント、集会や教育イベントの開催が
禁止された。救急医療および解熱剤の随
時提供、消毒剤の供給、医療機関職員
の追加報酬を目的とし、複数の政府準備
基金が使われる。

モンゴルで1日4万枚のマスク製造
（MONTSAME 1月27日）

中国での新型コロナウイルスの感染拡
大と感染の危険性に関するニュースを背
景に、国内の薬局・ドラッグストアのチェー
ンでは防護マスクと抗ウイルス医薬品の需
要が高まりつつある。

モンゴル保健省の発表によると、国内
の医療用マスクメーカー「ムンヒーン・トゥ
ン」社は工場をフル稼働させ、1日にマスク
を4万枚製造している。「その日のうちに、
これらのマスクは医療機関やドラッグスト
アーチェーンを通じて幅広く販売されてい
る」と保健省は伝えている。さらに現在、

にかかわる投資問題の処理を重視してい
る。その結果、6つの地方空港が国際空
港の認定を受ける。運輸省が目下、必要
な多方面にわたる計算作業を終え、世界
銀行と日本の国際協力機構（JICA）その
他の国際金融機関にそれらを提出する準
備をしている。

世銀とJICA はこれまでに、この方向
性の開発への投資や支援に関心を示して
いた。さらに、2019年10月25日に日本の
大阪で開催された「ツーリズムEXPOジャ
パン2019大阪・関西」に参加した際、モ
ンゴルの担当大臣が国連世界観光機関

（UNWTO）のズラブ・ポロリカシュヴィリ
事務局長と会談し、特に有望なモンゴル
の観光分野の投資プロジェクトを紹介して
いる。

モンゴルで働く外国人数
半分以下に

（MONTSAME 1月20日）
2019年12月末現在、モンゴルでは雇用

契約に従って、ボランティアも含め95カ国
4600人の外国人が働いている。このうち
3800人（82.5％）が男性、800人（17.5%）
が女性だ。前四半期と比べて、外国人
労働者数は5800人（55.6％）減少した。

2019年末現在の外国人の総数のうち、
1800人（38.3％）は鉱業、990人（21.5％）
は教育、759人（16.5％）は卸売り・小売
業、自動車・バイクの修理、267人（5.8％）
は製造業、197人（4.3％）は建設業、156
人（3.4％）は行政・サポートサービス、151
人（3.3％）は運送業に従事していた。

モンゴルで働く外国人の国籍は中国
36.2％、オーストラリア8.8％、ロシア7.1％、
韓国6.1％、アメリカ5.3％、ベトナム4.3％、フィ
リピン3.7％、南アフリカ3.5％、英国2.8％、
カナダ2.6％、日本2％、インド1.9％、インドネ
シア1.5％、その他14.2％となっている。

省エネ住宅建設でドイツ企業と提携
（MONTSAME 1月21日）

ウランバートル市住宅公団とドイツの
Rongen Archtecture は1月20日、モンゴ
ル国内のパッシブハウス建設の国内規格
の分野での提携覚書に署名した。

パッシブハウスとは、冷暖房での省エ
ネに関する現代的家屋の建築メソッドだ。

示の実施、施工エリア・事務処理エリア・
生活エリアの封鎖管理など、複数の科学
的な防疫を実施している。

■モンゴル�

モンゴル、環境警察を編成
（MONTSAME 1月6日）

政府庁舎で1月6日、臨時閣議が開か
れ、年金担保ローンの1回返済の問題が
検討され、警察機構の一部組織変更が
決まった。こうして、内閣はまず環境保護
と鉱業界の環境にやさしい活動の確保を
目的とし、10県100郡で環境保護を担当
する警察の下部組織を編成することを決
定した。

この決議を受けて、2020年の国家予算
に総勢170名からなる新しい警察機関の
維持費が計上された。さらに、鉄道警察、
道路警察、航空警察が一つの交通警察
総局に統一され、一連の警察の情報収
集部署が情報調査課に統一された。

この件に関してモンゴルのニャムドルジ
法務・内務大臣は、「モンゴル警察は社会
の安全の確保、向こう2～3年間の国内の
刑事事件発生件数の1割削減に責任を負
う」と発言した。

外国資金プロジェクト
2020年、12件がスタート

（MONTSAME 1月10日）
今年、外国の政府や国際金融機関か

らの借入金や無償支援金を使って12件
のプロジェクトが実施される。

2020年にはこの種の資金総額5031億
トゥグルグが石油製品や電力供給の確
保、インフラ整備の目的で拠出される。こ
れは対外債務および支援金全体の35％
だ。

今年は外国からの融資を使う12件のプ
ロジェクトと無償支援金による2本のプロ
ジェクトが完了し、さらに、12件のプロジェ
クトがスタートする。このうち2件は無償支
援金によるものだ。

地方空港が国際空港認定へ
（MONTSAME 1月10日）

運輸省は国際スタンダートを満たすイン
フラ整備と地方空港サービス分野の振興
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面会した。この会談でリュテンコ氏は、新
型コロナウイルス感染拡大の阻止と、確実
な準備、ウイルスが確認された際の機敏
な対応を目的として、ウランバートル市境
界線の検問所でタブレット端末を使ったア
ンケート調査を共同で実施するよう提案し
た。
「IOM は、アンケートと正確な情報提供

に積極的に参加するよう、市民に呼び掛
けていく。アンケートの際、我々は市民に
予防対策情報を提供するつもりだ」とリュ
テンコ氏は述べ、ウランバートル市役所に
協力を求めた。市当局はすべてのレベル
で予防措置を講じており、アマルサイハン
市長はリュテンコ氏のイニシアテブに賛同
する姿勢を表明した。

この会談の結果、市のイノベーション技
術プロジェクト責任者のハリウンバータル氏
が主導する作業部会が、IOM が市の境
界線検問所で実施するアンケート調査の
組織を担うことになった。

対中国石炭輸出の制限による
モンゴル企業への影響は限定的

（MONTSAME 2月19日）
新型コロナウイルスの国内侵入を阻止

するため、モンゴル政府は2月10日から、
国内の対中国国境の4カ所の検問所を経
由する石炭輸出を3月2日までストップさせ
た。

格付け会社 Fitch Ratings の評価によ
ると、この決定がモンゴルの Mongolian 
Mining Corporation（MMC、モンゴル
鉱業公社）に及ぼす影響は小さい。同時
に、同格付け会社は、この制限措置が旧
正月に際したモンゴルの国民の祝日（2月
24～26日）と重なっていることを指摘してい
る。さらに、中国国内の旧正月休みの直
前に、MMC は石炭を増産し、倉庫に石
炭が備蓄されている。

同社の報告書によると、国境を挟んで
モンゴルと中国双方には通常、90日分の
石炭の備蓄がある。Fitch Ratings によ
れば、MMC は国境横断道の通常営業
体制の再開を視野に、対中国石炭輸出
の準備をしている。また、MMC の石炭の
大口需要家たちは武漢市から遠く離れた
中国南部に立地している。

識別マークがついた。
2006年に流通が始まった2万トゥグル札

は回収される。これは、この紙幣の偽造
防止技術が不十分なことに関連している。

モンゴル南部
対中国境経由の石炭輸出を中断

（MONTSAME 2月11日）
国家非常事態委員会は2月10日、国内

での新型コロナウイルス感染拡大のリスク
が高いことを受けた「ツァガーンサル」（モ
ンゴルの旧正月）の祝賀行事の中止を大
統領に勧告する決議を提出した。国家非
常事態委の勧告は、国家安全保障会議
の会合で検討され、バトトルガ大統領が最
終的に決断する。

委員会はさらに、承認済みの2020年度
予算から新型コロナウイルスの予防、流
行対策と対応、医薬品・設備・消毒剤の
調達に必要な資金を拠出するよう、国の
担当者に指示した。また、新型コロナウイ
ルス感染が疑われる患者が発見された場
合に国家感染症センターと中央軍事病院
を空けて準備し、必要に応じてアスラルトメ
ド病院および非常事態総局付属社会復
帰・リハビリセンターを活用することも決まっ
た。

さらに、ドルノゴビ県のザミンウド郡の
100床の病院とサインシャンド郡の50床の
病院は、中国国境経由で入国する乗客
の一時隔離施設として使われる。委員会
はまた、ガシューンスハイト、シベーフレン、
ビチグト、ブルガンの国境検問所経由の
対中国石炭輸出を3月2日まで中止すること
とした。

ブルテ社ほか国防省、裁判判決執行
総局、警察総局の縫製工場は、国家感
染症センターが作成した規格に従って医
療用マスクを製造することになった。保健
省はすでに、先に政府準備金から拠出さ
れた42億トゥグルグで必要な医薬品と設備
を調達している。

ウランバートルに入る人に
新型肺炎阻止のアンケート調査を

（MONTSAME 2月18日）
ウランバートル市のアマルサイハン市長

は17日、国際移住機関（IOM）の駐モン
ゴルマネージャーのビクトル・リュテンコ氏と

民間企業の一部もマスクの輸入を行って
いる。

新しい固形燃料工場
ウランバートル市東部に

（MONTSAME 1月29日）
1月29日の定例閣議で内閣は2つ目の

石炭の固形燃料製造工場建設について
検討した。

この議題ついてダバードルジ・エネル
ギー大臣は、「市の郊外部における約
2000台の低圧ボイラーの使用は、ウラン
バートル市の大気の状態へ悪影響を及ぼ
している。これを受けて、政府は新しい、
2つ目の、年間生産力60万トンの石炭固
形燃料工場をウランバートル市東部に建
設することを決定した。工場の主要工事
は今年8月中旬までに完了し、暖房シーズ
ンが始まるまでに完全に操業を開始する。
つまり、9月15日から燃料を供給し始める」
と述べた。

KOICA
韓国人学生の就労機会を調査

（MONTSAME 2月5日）
韓国国際協力団（KOICA）の関係

者が先週、オブス県を視察に訪れた。
KOICA 代表団の目的は、オブス県での
韓国の大学生の就労機会を調査すること
だ。

KOICA の関係者らは特に、韓国人
大学生、短大生の村落部の学校、幼
稚園での5カ月間の就労の機会を調査し
た。KOICA 側は、県の幹部、教育・文
化芸術局の専門職員と面談。この際、
KOICA 側は自分たちのプログラムについ
て説明し、オブス県での調査について協
議した。この視察中に KOICA 側は中等
学校の現状も視察した。

新技術を取り入れた紙幣導入
（MONTSAME 2月10日）

モンゴル中央銀行は10日から、新しい
50トゥグルグ札と2万トゥグル札を流通させ
る。これらの新紙幣は偽造防止技術が強
化されている。新紙幣は従来の色のガン
マ値を維持しているが、デザインが少し変
更された。つまり、傾けると色が変化する
ホログラムテープと、視覚障碍者専用の
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モンゴルの携帯大手、豪企業と提携
（MONTSAME 2月21日）

国内携帯電話最王手のユニテル社が、
オフィスIT サービス大手の CSG（豪）と
の提携を発表した。この提携の枠内で、
CSG側はユニテル社にテクノロジープラット
フォーム「Singleview」を供給し、データ
化時のプログラムを改善する。この結果、
ユニテル側は効率を下げることなく会社の
コストを削減し、サービスの質と顧客満足
度が向上すると考えている。

CSG のプラットフォームはさらに、デジタ
ルテレビ放送（IPTV）の基本サービスの
サポート、ユニテルの固定・モバイルネット
ワークでのインターネット経由の動画配信
サービス（OTT）も提供する。

新型コロナウイルス感染拡大で
韓モ・日モの航空便が運休へ

（MONTSAME 2月25日、27日）
韓国で新型肺炎の感染が急速に拡大

していることを受け、国家非常事態委員

会は24日、緊急会議を招集。2月25日より
3月2日まで、空路について同国への出発
便と仁川および釜山からモンゴルへの到
着便をすべて運休させることを決定した。

モンゴルのフレルスフ首相は25日、国家
非常事態委員会、エンフトゥブシン副首
相、道路交通開発大臣、保健大臣に対
し、モンゴルと日本を結ぶすべての航空便
を運休させ、その他にも新型コロナウイル
スを国内に入れないための措置を直ちに
講じるよう指図した。
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６％台成長を続けている中国経済
中国国家統計局が2020年2月28日に

発表した「2019年国民経済と社会発展
統計公報」によると、2019年の中国の国
内総生産（GDP）は前年比6.1％増の99
兆865億元である。うち第一次産業が前
年比3.1％増の7兆467億元、第二次産業
が同5.7％増の38兆6165億元、第三次産
業が同6.9％増の53兆4233億元である。
2019年は第三次産業が中国の経済成長
を牽引した形となる。

固定資産投資額を表す全年全国固
定資産投資（農家除く）は、前年比5.4％
増の55兆1478億元である。産業別で対
前年比増加率をみると、第一次産業が
0.6％、第二次産業が3.2％、第三次産業
が6.5％となった。地域別にみると、東部が
前年比4.1％増、中部地域が同9.5％増、
西部地域が同5.6％増、東北地域は同
3.0% 減となり、中部地域の躍進と東北地
域の低迷が確認できる。

工業生産に関する統計である工業企
業付加価値額は、前年比5.7％増の31兆
7109億元で、一定規模以上の工業企業

（年間売上高2000元以上）の付加価値

増加率は同5.7％増である。一定規模以
上の工業企業で企業形態別の成長率を
みると、国有企業が同4.8％増、株式企業
は同6.8％増、外資系企業は同2.0％増、
私営企業は同7.7％増であり、私営企業の
増加が顕著であった。

個人消費の統計である社会消費品小
売総額は前年比8.0％増の41兆1649億
元である。消費形態で見ると商品の小売
は同7.9％増の36兆4928億元、飲食業は
同9.4％増の4兆6721億元だった。消費
地別の消費額では、都市部の消費が同
7.9％増の35兆1317億元だったのに対し
て、農村部の消費は同9.0％増の6兆332
億元だった。一定規模以上の小売業で見
ると、食品類（同10.2% 増）、飲料類（同
10.4% 増）、化粧品類（同12.6% 増）、日用
品類（同13.9％増）は高い成長率を示して
いるが、自動車類は同0.8％減の結果とな
り、消費財によって異なる状況で推移して
いる。

中国の消費者物価指数である居住者
消費価格は2.9％の上昇である。項目別に
みると、生活用品およびサービス（前年比
0.9％上昇）、交通・通信（同1.7% 減）は物
価上昇率の停滞が見られるが、食品・た
ばこ（同7.0％上昇）は高い上昇幅を示し

ている。月ごとの価格を見ても前年同月比
ベースで1月の1.7％増から12月の4.5％増
に変化し、物価の上昇が確認できる。

中国商務部公表のデータによると、
2019年の貿易総額は前年比1.0％減の4
兆5753億ドルだった。うち輸出は同0.5％
増の2兆4984.1ドル、輸入は同2.8％減の
2兆768.9億ドルである。貿易収支は同
20.1％増の4215.1億ドルとなった。米中
貿易摩擦の関係で中国の貿易額の成長
は大きな影響を受けたとみられる。2019
年1－11月期の新規外資認可件数（実行
ベース）は3万6747件であり、対中直接投
資額（実行ベース）は同2.6％増の1243.9
億ドルである。

新型コロナウイルスの影響
2019年12月に武漢市から始まった新型

コロナウイルスの流行は、中国のみならず
世界各国に大きな影響を与えた。中国で
は多くの都市が封鎖され、人々は長期間
にわたり自宅待機を余儀なくされた。生産・
消費活動が休止し、春節にもかかわらず
街に一人もいないという未曽有の事態が
発生した。人々の移動が禁止され、学校
の冬休みが延長された。2020年3月現在、
武漢市を除く地域で流行が落ち着いてき

北東アジア動向分析

（注）
・ 前年比。
・ 工業製品伸び率は国有企業及び年間売上高500万元以上の非国有企業の合計のみ。2011年からは年間売上高2,000万元以上の企業の合計である。
・ 2011年から、固定資産投資額の統計対象は計画投資額が50万元以上から500万元以上に引き上げた。また、都市部と農村部を統合し、「固定資産投資(農家除く)」として統計して
いる。農家の固定資産投資については別途集計している。
・ 外貨準備高は各年末の数値。
・ 2009年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2011年1月10日に発表した数値。2010年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2011年9月7日に発表した数値。2011年の
実質GDP成長率は、中国国家統計局が2013年1月7日に発表した数値。2012年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2014年1月8日に発表した数値。2014年の実質GDP成
長率は2015年9月7日に発表した数値。
・ 2019年の直接投資伸び率(実行ベース)は2019年1－11月期の数値である。
(出所)中国国家統計局、中国商務部、国家外貨管理局

単位 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
実質 GDP 成長率 ％ 10.6 9.5 7.9 7.8 7.3 6.9 6.7 6.9 6.6 6.1

工業総生産伸び率
（付加価値額） ％ 15.7 13.9 10.0 9.7 8.3 5.9 6.0 6.6 6.2 5.7

固定資産投資伸び率 ％ 23.8 23.8 20.3 19.6 15.7 10.0 8.1 7.2 5.9 5.4

社会消費品小売総額伸び率 ％ 18.3 17.7 14.3 13.1 12.0 10.7 10.4 10.2 9.0 8.0

消費価格上昇率 ％ 3.3 5.4 2.6 2.6 2.0 1.4 2.0 1.6 2.1 2.9

輸出入収支 億ドル 1,831 1,551 2,311 2,592 3,825 5,945 5,100 4,225 3,518 4,215

輸出伸び率 ％ 31.3 20.3 7.9 7.9 6.1 ▲ 2.8 ▲ 7.7 7.9 9.9 0.5

輸入伸び率 ％ 38.7 24.9 4.3 7.3 0.4 ▲ 14.1 ▲ 5.5 15.9 15.8 ▲ 2.8

直接投資額伸び率 （実行ベース） ％ 17.4 9.7 ▲ 3.7 5.3 1.7 6.4 4.1 4.0 3.0 2.6

外貨準備高 億ドル 28,473 31,811 33,116 38,213 38,430 33,304 30,105 31,399 30,727 31,079
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●ロシア　　　　　　　　　　

2010年代のロシア経済
ロシア経済は、2016年から4年連続で

プラス成長を持続している。しかし、直近
2019年の国内総生産（GDP）成長率は、
前年2.5％増を下回る1.3％増へと低下した

（2020年2月3日、第1次速報値 ）。この
成長率は、ロシア政府、中央銀行、経済
発展省の予測とほぼ同水準にあるが、国
際機関や調査機関の見通し（0.9～1.2％）
をやや上回るものとなった1。

2014年を基準（＝100）として見ると、
2019年の成長指数は104.0となり、対ロシ
ア経済制裁や油価の落ち込みの影響か
ら非常に緩やかに、また僅かにではある
が、回復傾向にあるように見える。ただし、
近年において GDP 統計の改訂が繰り返
されてきた経緯にも留意したい。各年の
第1次速報値で見ると、2015～2018年の
GDP 成長率は3.7％減、0.2％減、1.3％増、
2.3％増であり、その後に発表された確定
値を平均で0.74％ポイント下回るものであっ
た（上方に改訂）。この場合、2019年の
成長指数（速報値ベース）は100.9となり、
2014年とほぼ同じ水準になる。実際の成
長率がより高くあったとしても、2010年代
後半から現在に至るまで、ロシア経済が
苦境にあえいでいる状況に変わりないだろ
う。

リーマンショック以前の2000年代のロシ
ア経済は、油価高騰に支えられた高成長
を達成したが、2010年代に入り、成長が
鈍化し、油価の回復の下でも以前のよう
な高成長を回復することが出来なかった。

その後、対ロシア経済制裁が実施され、
油価の低迷が続く中で、ロシアの経済成
長はますます鈍化していった。2010年代
前半（2010～2014年）の年平均成長率
は3.0％増であったが、2015年の経済後
退を挟んだ2010年代後半（2016～2019
年）は、ほぼ半分の1.5％増へと落ち込んだ

（2015年を含むと0.8％増）。今後は、10
年代前半に生じた歴史的に高水準の油
価を期待できない以上、成長への見通し
は当然より悲観さを増すことになる。

製造業の景況感指数はこの状況を反
映しており、2013年から2015年にかけて
大きく低下していった。現在は上昇傾向に
あるが、この指数も経済停滞が開始する
2013年の水準にまでは回復しておらず、
悲観的な見方が続いている（図を参照）。

2019年の経済実績
前述の通り、2019年の GDP 成長率は

1.3％増の低水準にとどまった。成長率を
押し下げた最も大きな要因は、輸出の減
少と輸入の増加であった。支出面 GDP
を見ると、GDP の28.5%を占める輸出は
前年比2.1％減、同20.9％を占める輸入は
同2.2％増となり、純輸出が成長にマイナ
スに寄与していることがわかる。また、通
関貿易データでは、輸出は2016年以降の
増加傾向が中断し前年比6.0％減の4228
億ドルとなった。一方で、輸入は前年比
2.2％増の2438億ドルとなった。輸出の地
域別動向は、EU 諸国向けが7.8％減、ア
ジア太平洋諸国向けが4.3％減、CIS 諸
国向けが2.8％減、ユーラシア経済連合
向けが0.6％減であり、全般的に減少して

いる。ロシアにとって第3位の輸出相手国
であるドイツへの輸出は17.9％も減少した。
第1位の中国、第2位のオランダへの輸出
はそれぞれ1.4％増および3.1％増となった。
なお、日本への輸出は8.7％減となった。こ
れに対して、輸入の地域別動向を見ると、
EU 諸国0.8％減、アジア太平洋諸国4.1％
増、CIS 諸国1.9％増、ユーラシア経済連
合4.7％増であった。なお、日本からの輸
入は1.6％増であった。

それ以外の支出項目に関しては、GDP
の約7割を占める最終消費支出（2.4％
増）、蓄積（2.7％増、内、固定資本形成
は1.4％増）はともに成長にプラスに寄与し
ている。ただし、家計消費は2017年以降
増加テンポが鈍化していることが、成長
率の鈍化につながっている（2017年3.7％
増、2018年2.8％増、2019年2.4％増 ）。
家計可処分所得は2018～2019年に連続
で1％を下回る増加率となった。小売売上
高は2019年に1.6％増となり、前年の2.8％
増を下回った。この間に、消費者物価指
数は3.0％の低い水準で維持されている。

生産面の動向に関してみると、2019年
の鉱工業生産増減率は前年の3.5％増を
下回る2.3％増であり、ここでも経済活動
の低迷が確認できる。2019年の生産国
民所得の部門別付加価値・増減率の動
向は、鉱業および製造業においてそれぞ
れ2.7％増および1.6％増であり、前年をわ
ずかに上回った（2018年、それぞれ2.2％
増および1.2％増）。その他の部門のほとん
どでは、生産増は維持されたが、増加テ
ンポは鈍化している。

ロシアの生産部門全体への影響は限

1 『ERINA REPORT (PLUS)』第151号、動向分析「ロシア」を参照。

たとみられるが、日本や韓国、ヨーロッパ、
アメリカでの感染が拡大しており、各種イ
ベントの中止、全国規模で学校の休業が
続いている。日本政府は中国と韓国からの
入国者すべてに対して2週間の隔離を要
求し、短期滞在ビザの効力停止まで踏み
切った。

現時点で新型コロナウイルスの流行によ
る経済的な影響を評価するのは時期尚早

であるが、いくつかの側面から定性的に
指摘することができる。まず、感染の終息
につれて中国における消費活動が再開さ
れ、その反動も考慮に入れると短期的には
小さな消費ブームが出現する可能性があ
る。次に、生産活動への影響はグローバル
チェーンへのダメージも含めてやや長期に
わたる可能性がある。中国政府は成長率
を維持するために大型の経済刺激策を打

ち出す可能性があり、その副作用を考える
と、刺激策の規模と方法を慎重に検討す
る必要がある。また、長期間の在宅待機
や在宅勤務により、情報技術をベースにし
たコミュニケーションのイノベーションを誘発
する可能性もある。

ERINA 調査研究部研究主任
穆 尭芊
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定的であるが、ポジティブな動向として評
価できるのは、医療品（18.6％増）および
金融・保険（9.7％増）であり、2015年から
の5年間で生産（付加価値額）をそれぞ
れ62.9％増および22.1％増と拡大させて
いる。また、金属製品（8.7％増）、機械・
設備の修理・組み立て（8.1％増）に関して
も、過去5年間における付加価値の増加
が著しい（111.9％増、138.7％増）。その
一方で、林業、その他輸送手段・設備は、
2019年に付加価値額を減少させ、増減
率はそれぞれ16.2％減、9.0％減となった。

ロシア中央銀行レポート
「工業企業はなぜ投資しないのか？」

ロシアにおける固定資本投資は、経
済制裁実施直後の2015年に、前年比
10.1％の減少を記録し、翌年2016年にお
いても企業の投資活動は抑制的であった

（0.2％減）。続く2年間は5％程度の増加
を伴う投資の回復プロセスが生じた。ロシ
ア中央銀行はこの投資の抑制から回復
への期間（2016～2018年）の投資活動
に関して、鉱工業企業を対象とするアン
ケート調査を実施した（2019年春、495社
から回答）2。調査結果は、ロシア鉱工業

企業の投資活動の現状や特徴を浮かび
上がらせている。

第1の特徴は、投資の動機が、緊急性
や必要性、また現在の活動の維持のため
が主であり、収益性、生産拡大、野心的
な動機による投資が限られている点であ
る。回答企業の8割は、投資の目的として
「設備の更新」を挙げており、それに続く
回答の3割は、投資回収期間が条件に合
致するというものであった。収益やコストの
現在割引価値に基づく投資決定は1割以
下にとどまった。国内・国外の市況が不安
定かつ可変的であるため、収益があって
も長期の投資案件よりは、必要な限りにお
いて、できる限り短い期間で回収できる投
資が慎重に決定されている。

第2の特徴は、自己資金による投資が
企業の9割を占めている点にある。その
内、投資の半分以上を自己資金に頼る企
業は46％にも及んだ。投資資金を銀行か
ら借り入れる企業は回答の4割であり、投
資の半分以上を借り入れで賄う企業はそ
の1割に過ぎなかった。それ以外の資金
調達の経路の利用は極めて限られてい
る。

第3に、半数の企業（回答の51.2％）は、

投資が不十分であると評価している。ただ
し、状況は企業の規模や部門によって異
なる。投資が十分であると評価する企業
は大企業に多く、木材加工（80％）、ゴム・
プラスチック（63％）、採掘（62％）といった
部門に多い。一方で、医薬品（20％）や
軽工業（31％）の企業、また小規模ビジネ
スでは、投資が不十分であるという評価
が強い。特定の部門では、投資拡大を
促す構造的な刺激がないという客観的な
条件に規定され、他方で、低収益性や資
金借入リスクなどの条件によって投資が抑
制されているケースが見られる。

ロシア中銀は、アンケート調査の結果に
基づいて、投資を抑制する要因について
も分析を行っている。主な要因として指摘
されたのは、資金へのアクセス上の制約、
投資以外への資金利用の優先度の高さ、
経済状況の不安定性、投資の低収益性、
投資活動における企業の慣性、自己資金
の不足、といったものであった。

資金アクセスに関連して、借入の必要
額・期間・コスト・担保の有無といった面で
制約を感じている企業が回答の47％にも
及んでいる。この傾向は特に小規模ビジ
ネスに顕著である。一方で、保有資金を

2 ロシア中央銀行「なぜ鉱工業企業は投資をしないか？アンケート調査の結果から」、2020年1月 ： http://www.cbr.ru/Content/Document/File/98997/analytic_note_20200
127_dip.pdf
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金融資産の獲得や内部留保に優先的に
回し、投資を行わない可能性も考えられる
が、このような回答をした企業は全体の1
割に満たない。実際には、企業の88％は、
収益を主に投資に支出している。

投資が不十分であると評価する企業の
81％は自己資金の不足を要因に挙げ、そ

れに次ぐ要因として借入資金のコストの高
さ（47％）を挙げている。経済状況の不
安定性を指摘する企業は回答の45％、投
資資金の回収期間の長さを挙げる企業は
38％であった。なお、投資が不十分であ
る評価する企業の9割以上は、何らかの
金融面での制約と同時にそれ以外の金

融に関係しない制約も背景要因に挙げて
いる。各要因の回答の比率は高くはない
が、具体的には、専門家、所有権の保護、
社会インフラ、などの面における問題が挙
げられている。

ERINA 調査研究部研究主任
志田仁完

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
GDP・実質成長率（％）（1） 3.7 1.8 0.7 ▲ 2.0 0.3 1.8 2.5 1.3
固定資本投資・実質増減率（％）（2） 6.8 0.8 ▲ 1.5 ▲ 10.1 ▲ 0.2 4.8 5.4 1.7
鉱工業生産高・実質増減率（％）（3） 3.4 0.4 2.5 ▲ 0.8 2.2 2.1 3.5 2.3
小売売上高・実質増減率（％）（4） 6.3 3.9 2.7 ▲ 10.0 ▲ 4.8 1.3 2.8 1.6
実質貨幣可処分所得・増減率（4） 4.6 4.0 ▲ 1.2 ▲ 2.4 ▲ 4.5 ▲ 0.5 0.1 0.8
消費者物価（％）（5） 6.6 6.5 11.4 12.9 5.4 2.5 4.3 3.0
輸出額（10億ドル、通関データ）（6） 524.7 527.3 497.8 343.5 285.8 357.8 449.6 422.8
輸入額（10億ドル、通関データ）（6） 317.2 315.0 286.7 182.7 182.3 227.5 238.5 243.8
為替相場（ドル／ルーブル）（7） 30.4 32.7 56.3 72.9 60.7 57.6 69.5 61.9
原油価格（ブレント、ドル／バレル）（8） 111.6 108.6 99.0 52.3 43.6 54.1 71.3 64.4

2017 2018 2019 2020
1月 2月 3月 1月 2月 3月 1月 2月 3月 1月

GDP・実質成長率（％）（1） - - - - - - - - - -
固定資本投資・実質増減率（％）（2） - - - - - - - - - -
鉱工業生産高・実質増減率（％）（3） 5.6 ▲ 0.3 3.5 2.7 3.2 2.7 2.0 3.6 1.8 1.1
小売売上高・実質増減率（％）（4） ▲ 2.0 ▲ 2.8 0.0 3.0 2.1 3.0 2.0 2.1 1.7 2.7
実質貨幣可処分所得・増減率（4） - - - - - - - - - -
消費者物価（％）（5） 0.6 0.2 0.1 0.3 0.2 0.3 1.0 0.4 0.3 0.4
輸出額（10億ドル、通関データ）（6） 25.9 26.1 31.7 34.0 32.0 37.0 32.4 35.2 37.2 -
輸入額（10億ドル、通関データ）（6） 12.9 14.7 17.8 15.6 18.4 20.7 15.6 17.6 20.2 -
為替相場（ドル／ルーブル）（7） 60.2 57.9 56.4 56.3 55.7 57.3 66.1 65.8 64.7 63.0
原油価格（ブレント、ドル／バレル）（8） 54.6 54.9 51.6 69.1 65.3 66.0 59.4 64.0 66.1 63.8

2017 2018 2019
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

GDP・実質成長率（％）（1） 1.5 2.5 2.3 0.3 1.9 2.2 2.2 2.7 0.5 0.9 1.7 -
固定資本投資・実質増減率（％）（2） 6.3 5.6 4.6 3.9 6.2 5.5 10.4 1.9 0.9 1.2 1.7 2.3
鉱工業生産高・実質増減率（％）（3） 2.9 4.5 2.5 ▲ 1.7 2.9 2.9 2.9 5.4 2.4 2.0 3.1 1.8
小売売上高・実質増減率（％）（4） ▲ 1.6 0.9 2.0 3.2 2.7 3.1 2.7 2.8 1.9 1.6 0.9 2.0
実質貨幣可処分所得・増減率（4） 0.1 ▲ 0.7 ▲ 1.0 ▲ 0.2 1.0 0.2 ▲ 0.0 ▲ 0.8 ▲ 1.8 1.0 3.1 1.1
消費者物価（％）（5） 4.6 4.2 3.4 2.6 2.2 2.4 3.0 3.9 5.2 5.0 4.3 3.4
輸出額（10億ドル、通関データ）（6） 83.7 84.8 85.9 103.5 103.0 110.2 112.2 124.2 104.8 101.9 104.2 111.8
輸入額（10億ドル、通関データ）（6） 45.4 56.3 61.1 64.6 54.7 61.0 60.1 62.6 53.4 59.6 62.8 68.0
為替相場（ドル／ルーブル）（7） 58.2 57.5 58.8 57.9 56.4 62.5 65.5 67.3 65.5 64.3 64.8 63.3
原油価格（ブレント、ドル／バレル）（8） 53.7 49.7 52.1 61.5 66.8 74.5 75.2 67.7 63.2 68.9 61.9 63.4

（1）年次成長率は2020年2月3日更新値（ロススタット・ウェブサイト）である。GDP年次成長率は、2019年12月に、2015年は2.31減から1.95％減へ、2016年は0.33％増から0.29
％増へ、2017年は1.63％増から1.79増へ、2018年は2.25％増から2.54％増へと見直された。四半期別成長率は2019年12月12日更新値である。

（2）年次データ・四半期データともに『ロシア短期経済指標（2020年1月）』（2020年3月5日）の数値である。
（3）2013年までの数値は全ロシア経済活動分類（OKVED）・第1.1版である。2014年以降の数値はOKVED・第2版の産業部門分類に基づく。年次データおよび四半期・月次データ
はともに『ロシア短期経済指標（2020年1月）』（2020年3月5日）およびロススタットウェブサイト・2020年1月27日更新値の数値である。

（4）『ロシア短期経済指標（2020年1月）』（2020年3月5日）。
（5）ロススタットウェブサイト掲載値。年次データは前年12月比（2020年2月10日更新値）、四半期データは対前年同期比（2020年1月20日更新値）、月次データは前月末比（2020
年2月10日更新値）の増減率である。

（6）UISISデータ（2020年3月5日更新値）。
（7）『ロシア短期経済指標（2020年1月）』（2020年3月5日）。年次・月次データは、期末の数値。四半期は３か月平均値。
（8）スポット価格。四半期データは、月次データの平均値。2019年の数値は月次データの平均値。アメリカ合衆国エネルギー省（2019年10月30日更新値）。
（出所）ロシア連邦国家統計庁（ロススタット）ウェブサイト最新値；『ロシアの短期経済指標（2020年1月号）』（ロシア連邦国家統計庁）；省庁間統一情報統計システム（UISISデータ
ベース）。
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●モンゴル　　　　　　　　　

HPフィルターで見る2010年以降
のモンゴルの景気循環

GDP の時系列データは、中長期的な
趨勢を表すトレンド成分と、繰り返し発生す
る短期の変動を表す景気循環に切り分け
られる。従って、経済活動の景気循環に
着目する場合、まずデータからトレンド成分
を除去する必要がある。その方法として、
1階差分法や確定的トレンド除去等が挙げ
られるが、1980年代以降、Hodrick and 
Prescott (1997) が提案したホドリック‐プレ
スコットフィルター（以降 HPフィルター）が、

実用的な方法として普及している。
今回、HPフィルターを用いて、四半期

データが得られる2000年以降の実質GDP
（季節調整済み）からトレンドと景気循環
を抽出する。四半期データを用いる場合、
HPフィルターのスムージングパラメーター
であるラムダを1600に設定することが目安
とされている。データは、2000年から使用
したが、図では2010年以降の結果を表
示している。

図に実質 GDP（2005年価格）、その
経済成長トレンド及びトレンド周りの景気循
環を表示している。ここでの景気循環はト
レンドからの乖離であり、左軸のパーセン

テージで表示される。0の場合、トレンドか
らの乖離はないと理解する。一般的にトレ
ンドから正の乖離（正の値を取る）がある
場合は好景気、負の乖離（負の値を取る）
がある場合は不景気となる。図からリーマ
ンショック後のモンゴル経済は不況だった
が、2012年から2014年に渡り好景気であ
り、それ以降不景気に陥っていることがわ
かる。2018年後半から再び好景気に入っ
ているが、比較的短期間に留まっているよ
うである。
東京大学公共政策大学院博士課程2年

ERINAインターン
ハリオン・ドブチンスレン

●韓　国　　　　　　　　　　

マクロ経済動向
韓国銀行（中央銀行）が1月22日に公

表した2019年の経済成長率（速報値）は
2.0％で前年の2.7％を下回った。需要項
目別に見ると内需では、最終消費支出は
3.0％で前年の3.5％から低下した。固定
資本形成は▲3.5％で前年の▲2.4％から
マイナス幅が拡大した。その内訳では建
設投資は▲3.3％で前年の▲4.3％からマ
イナス幅が縮小した。設備投資は▲8.1％
で前年の▲2.4％からマイナス幅が拡大し

ている。外需である財・サービスの輸出は
1.5％で前年の3.5％から低下している。

2019年第4四半期の成長率（速報値）
は、季節調整値で前期比1.2％となり、前
期の同0.4％から上昇した。需要項目別に
見ると内需では、最終消費支出は同1.2％
で前期の同0.5％から上昇した。固定資
本形成は同3.7％で前期の同▲2.7％から
プラスに転じた。その内訳では建設投資
は同6.3％で前期の同▲6.0％からプラスに
転じた。設備投資は同1.5％で前期の同
0.6％から上昇した。外需である財・サービ
スの輸出は同▲0.1％で前期の同4.6％か

らマイナスに転じている。
2019年の鉱工業生産指数の伸び率は

1.3％であった。2019年第４四半期の伸び
率は季節調整値で前期比▲1.5%となり、
前期の同0.8％からマイナスに転じた。月次
では季節調整値で、2019年12月に前月
比▲0.8％、2020年1月に同0.5％となってい
る。

2019年の失業率は3.8％で前年と同一
であった。2019年第４四半期の失業率は
季節調整値で3.6％であった。月次では
2019年12月3.7％、2020年1月4.0％、2月は
3.3％となっている。

＜文献＞

Hodrick,R.J. and E.C. Prescott (1997). Postwar U.S. Business Cycles: An Empirical Investigation. Journal of Money, Credit and Banking, 29(1), 1-16.
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●朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

金正恩国務委員長が順川リン肥料工
場建設現場を視察

2020年1月7日発『朝鮮中央通信』によ
れば、金正恩国務委員長が平安南道順
川市の順川リン肥料工場建設現場を視察
した。同工場は燐安（リン酸二水素アンモ
ニウム）肥料の生産工場として建設が行
われているものである。

「12月15日品質メダル」授与式
2020年1月8日付『 朝鮮新報 』によれ

ば、2019年12月25日、平壌市の人民文
化宮殿で2019年に国内で生産された最
優秀製品への「12月15日品質メダル」の
授与式が行われた。式では、元山靴工場
の男女の冬靴、柳京キムチ工場の白菜キ
ムチ、ナレ陶器工場の「ナレ」の商標をつ
け衛生磁器に「12月15日品質メダル」と証
書が授与された。

2014年4月29日発『朝鮮中央通信』に

よれば、「12月15日品質メダル」は、北朝
鮮で優秀な製品を認証する「2月2日製品
でありながら人民の好評を受けている製
品に授与される」とのことである。

朝鮮労働党各道（直轄市）委員会総
会拡大会議

2020年1月15日付『労働新聞』によれ
ば、同月13日～14日に朝鮮労働党各道

（直轄市）委員会総会拡大会議が各道
（直轄市）で行われた。崔竜海朝鮮労働

2019年の貿易収支（IMF 方式）は769
億ドルの黒字で、前年の1101億ドルを下
回った。2019年第４四半期の貿易収支は
204億ドルの黒字、月次では2019年12月
には50億ドルの黒字である。

2019年の対ドル為替レートは１ドル＝
1166ウォンで、前年の同1101ウォンから減
価した。2019年第４四半期は同1176ウォ
ン、月次では2019年12月に同1176ウォン、
2020年1月に同1167ウォン、2月に同1195
ウォンと推移している。

2019年の消費者物価上昇率は前年比
1.5％であった。2019年第４四半期は前年
同期比0.3％であった。月次では2019年
12月に前年同月比0.7％、2020年1月に同
1.5％、2月に同1.1％と推移している。2019
年の生産者物価上昇率は0.0％であった。
2019年第４四半期は前年同期比0.0％で
あった。月次では2019年12月に前年同月
比0.9％、2020年1月に同1.0％であった。

2020年及び2021年の経済展望
韓国銀行は2月27日に経済見通しを発

表した。これは内外の新型コロナウイルス
の感染拡大が今後長引かず、韓国につい
ては3月中にピークを迎えた後に終息する
という前提を置いたものである。したがって
新型コロナウイルスの状況によっては大きく
下方に動く可能性を含んだ予測といえる。

2020年の成長率は3.0％と予測した。こ
れは2019年の実績2.7％を上回る値であ
る。また2021年の成長率は3.3％としてい
る。2019年の成長率については、年前半
が前年同期比2.8％、年後半が同3.0％と
回復傾向を予測している。

2020年の成長率を需要項目別に見る
と、内需は民間消費が2.1％で2019年実
績の2.0％を上回る。設備投資は半導体
やディスプレイ需要の好調を受けて IT 製
造業で拡大し4.7％となり、2019年実績の
▲8.1％からプラスに転ずる。建設投資で

は住宅需要は引き続き低迷するが公共投
資の拡大も見込まれるため▲2.2％となり、
2019年実績の▲3.3％からマイナス幅が
縮小する。外需である輸出は米中貿易摩
擦の緩和により世界の半導体需要が回復
するため1.9％となり、2019年実績の0.4％
から上昇するとしている。

2020年の失業率については3.7％で
2019年の3.8％から低下するとしている。
雇用者数の増加は23万人で2019年の30
万人から拡大すると見込んでいる。2021
年については失業率は3.6％、雇用者数の
増加は20万人としている。

一方、2020年の消費者物価上昇率は
1.0％で、2019年の0.4％から上昇すると予
測している。2021年については1.3％として
いる。

ERINA 調査研究部主任研究員
中島朋義

（注）国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数は前期比伸び率、生産者物価、消費者物価は前年同期比伸び率、株価指数は期末値
　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数、失業率は季節調整値
　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、生産者物価は2010年基準、消費者物価は2015年基準 
　　貿易収支、輸出入はIMF方式、輸出入はｆｏｂ価格

（出所）韓国銀行、統計庁他

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 19年
1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 19年

12月 20年1月 2月

実質国内総生産（％） 2.6 2.8 3.1 2.7 2.0 ▲ 0.4 1.0 0.4 1.2 - - -
最終消費支出（％） 2.4 2.9 2.8 3.5 3.0 0.2 1.1 0.5 1.2 - - -
固定資本形成（％） 3.8 5.2 8.6 ▲ 2.4 ▲ 3.5 ▲ 2.8 1.6 ▲ 2.7 3.7 - - -
鉱工業生産指数（％） ▲ 0.2 2.3 2.3 1.3 0.0 ▲ 2.4 1.5 2.0 1.4 3.9 ▲ 1.2 -
失業率（％） 3.6 3.7 3.7 3.8 3.8 3.9 4.0 3.5 3.6 3.7 4.0 3.3
貿易収支（百万USドル） 120,275 116,462 113,593 110,087 76,856 19,516 17,381 19,512 20,447 5,028 - -
輸出（百万USドル） 543,083 511,926 580,310 626,267 561,963 137,725 140,665 139,917 143,656 48,039 - -
輸入（百万USドル） 422,808 395,464 466,717 516,180 485,107 118,209 123,284 120,405 123,210 43,012 - -
為替レート（ウォン/USドル） 1,132 1,160 1,130 1,101 1,166 1,126 1,167 1,194 1,176 1,176 1,167 1,195
生産者物価（％） ▲ 4.0 ▲ 1.8 3.5 1.9 0.0 0.3 0.4 ▲ 0.6 0.0 0.7 1.0 -
消費者物価（％） 0.7 1.0 1.9 1.5 0.4 0.5 0.7 0.0 0.3 0.7 1.5 1.1
株価指数（1980.1.4：100） 1,961 2,026 2,467 2,041 2,198 2,141 2,131 2,063 2,198 2,198 2,119 1,987
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党中央委員会政治局常務委員会委員が
黄海北道委員会総会拡大会議を、金才
竜朝鮮労働党中央委員会委員（内閣総
理）ほか党中央委員会の幹部たちが各道

（直轄市）の総会拡大会議を指導した。

陽徳温泉文化休養地の運営開始
2020年1月15日付『朝鮮新報』によれ

ば、同月10日平安南道陽徳郡の陽徳温
泉文化休養地の運営が開始された。

平壌市青年公園野外劇場が竣工
2020年1月16日発『朝鮮中央通信』に

よれば、平壌市の牡丹峰の麓に、平壌市
青年公園野外劇場が竣工し、同日、竣工
式が行われた。同劇場は、1万席強の収
容能力があり、グループ活動のための部屋
も備えているとのことだ。

2019年全国農業部門総括会議開催
2020年1月18日および20日発『 朝鮮中

央通信』によれば、同月17日～19日、2019
年全国農業部門総括会議が平壌市で行
われた。金正恩委員長が会議の参加者
に送った祝賀書簡を、朴奉珠朝鮮労働党
が参加者らに伝達し、金才竜総理が討論
を行った。討論では、「昨年、農業部門
では、必ず克服しなければならない厳重な
欠陥が少なからず現れ、深刻な教訓も発
見した」「昨年の闘争の過程で現れた欠
陥において深刻な教訓を探して」「新しい
信念と覚悟を持って頑張る」ことについて
述べた。

金正恩国務委員長が年越し記念公演
を観覧

2020年1月26日発『朝鮮中央通信』に
よれば、金正恩国務委員長は同月25日、
平壌市の三池淵劇場で、崔竜海、金敬
姫、李日煥、趙甬元、金与正、玄松月各
氏らと年越し記念公演を観覧した。

社会主義商業法、便宜奉仕法および
海事監督法が改正

2020年1月26日付『民主朝鮮』によれ

ば、最近、社会主義商業法と便宜奉仕法
が改正された。前者は1つの条が、後者
は3つの条に改正が行われたとのことであ
る。改正の具体的な内容は不明。また、同
年1月6日発『朝鮮中央通信』によれば、海
事監督法が改正された。新たな海事監督
法は12章140条で構成されるとのことだ。
こちらも具体的な改正内容は不明。

『労働新聞』に新型コロナウイルス関
連の社説掲載

2020年2月1日付『労働新聞』は、「新
型コロナウイルス感染症を防ぐための事業
を高い強度で展開しよう」とする社説を掲
載した。この社説では金正日総書記の「党
の予防医学的方針を徹底して貫徹し、伝
染病と疾病を適時に防がなければなりませ
ん」との発言を引用し、予防を強調した内
容であった。

内閣全員会議拡大会議開催
2020年2月1日発『朝鮮中央通信』によ

れば、内閣全員会議拡大会議が行われ
た。会議には、金才竜内閣総理をはじめ
とする内閣の構成員が参加した。また、内
閣直属機関の責任幹部、省生産担当副
相、いくつか管理局局長、道の人民委員
会委員長、都市と農村の村の財政委員
会委員長、重要工場、企業所の支配人た
ち、内閣事務局の幹部がオブザーバーと
して参加した。市、郡人民委員会委員長
と道級機関、工場、企業所の責任幹部が
リモート会議室で参加した。

ヨシを原料とした紙の生産に成功
2020年2月10日発『朝鮮中央通信』に

よれば、国家科学院紙工学研究所と新義
州化学繊維工場が、ヨシを原料とした紙
の生産に成功したとのことだ。ヨシは新義
州市に隣接する平安北道薪島郡の緋緞
島で栽培されているとのことだ。記事によ
れば2018年、新義州化学繊維工場を訪
ねた金正恩国務委員長は、国産原料によ
る紙生産を行うことについて指示を与えた
とのことである。

光明星製塩所で新たな塩生産工程が
操業

2020年2月12日発『朝鮮中央通信』に
よれば、咸鏡南道金野郡にある光明星製
塩所で、海水濃縮用のイオン交換膜による
新たな塩生産工程が操業し、同日操業式
が行われた。

2019年～2030年国家環境保護戦
略が完成

2020年2月13日発『朝鮮中央通信』に
よれば、2019年～2030年国家環境保護
戦略が完成し、環境汚染拡大防止などが
推進されていることのことである。担当部
署は国土環境保護省とのことである。

朝鮮労働党政治局拡大会議
2020年2月29日発『朝鮮中央通信』に

よれば、金正恩朝鮮労働党委員長の臨席
と指導の下、朝鮮労働党政治局拡大会
議が開催された。

同会議では、革命発展の要求に合わせ
て党建設と党活動で人民大衆第一主義
を徹底して具現し、党の隊列と戦闘力を
たゆまず強化するための原則の問題と直
面し、政治、軍事、経済的課題を正確に
実行するための方法論的問題や、世界的
に急速に伝播されているウイルス伝染病を
防ぐために超特級防疫措置をとり、厳重に
実施することについての問題が深く討議さ
れた。また、最近、党中央委員会の一部
の幹部の中で、革命的事業態度と様式と
は縁のない非常に官僚化した現象と口だ
けの行動が発覚し、党の骨幹養成の重要
任務を担う党幹部養成基地で厳重な不
正腐敗現象が発生したとして、李萬建およ
び朴泰德朝鮮労働党中央委員会副委員
長を現職から解任した。

また、人事では平壌市党委員会委員長
にキム・ヨンファンを、両江道党委員会委員
長にリ・テイルを開城市党委員会委員長に
チャン・ヨンロクを任命した。

 ERINA 調査研究部主任研究員
三村光弘

※『ERINA REPORT (PLUS) №152』で次のような誤りがありましたので、お詫びして訂正いたします。
P.106　誤）第14回平壌秋期国際商品展覧会開催

正）金正恩国務委員長が陽徳温泉文化休養地建設現場視察
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研　究　所　だ　よ　り
職員の異動
＜採用＞
令和2年3月1日付
　企画・広報部部長代理（広報戦略担当）　高井弘明
令和2年4月1日付
　総務部事務員　平野晴美

＜退職＞
令和2年3月31日付
　企画・広報部部長　中村俊彦
　調査研究部研究主任　穆尭芊

　総務部事務員　棚橋香苗

＜異動＞
令和2年4月1日付
　企画・広報部部長　新保史恵（企画・広報部部長代理）

ERINA日誌
2月5日  在ハバロフスク日本国総領事館・福島総領事面

談（河合代表理事ほか）
2月6日 「Future Leaders Program」（朱鷺メッセ）
2月15日  第2回韓国経済システム研究会開催（東京、中島

主任研究員）
2月16日  立教大学主催公開シンポジウム「エネルギー安

全保障：欧州の経験とアジアへの示唆」【ERINA
後援】講師（東京、新井調査研究部長）

2月17日  大阪商工会議所、東アジア貿易研究会主催北東
アジアセミナー「米中の覇権争いと北朝鮮問題
のゆくえ」講師（大阪、三村主任研究員）

2月20日  ジェトロ「北朝鮮情勢勉強会」講師（東京、三村
主任研究員）

2月21日  日本学生支援機構「留学生地域交流シンポジウ
ム」発表（東京、蔡経済交流推進員）

2月22日  朝鮮大学校国際シンポジウム「朝鮮の経済成長
戦略に迫る」講師（東京、三村主任研究員）

2月25日  産業協力・企業間交流セミナー「ロシア極東経済
と極東シベリアの石油ガス開発」の開催につい
てプレスリリース

2月28日  石油天然ガス・金属鉱物資源機構「ロシア・中央
アジア石油・天然ガス投資環境調査」委員会（東
京、新井調査研究部長）

3月3日 産業協力・企業間交流セミナー
 「ロシア極東経済と極東シベリアの石油ガス開発」
 主催：ロシアNIS 貿易会、ERINA
 会場：朱鷺メッセ中会議室201
  講師： ロシア科学アカデミー極東支部経済研究

所博士　P. ミナキル氏
 　　  ロシア科学アカデミーシベリア支部エネ

ルギーシステム研究所主任専門家　A. イ
ジュブルジン氏

3月5日  「大国の地域経済」研究プロジェクト・ワーク
ショップ（ERINA会議室、穆研究主任ほか）

3月12日  東京大学大学院公共政策学教育部インターン生
発表会（ERINA会議室、Khaliun Dovchinsuren）

3月13日  ERINA 大学院生研究発表会（ERINA 会議室、
新潟大学現代社会文化研究科博士後期課程　徐
学斐、アリョーナ・コロボチキナ、王鼎）

3月17日  秋田港シーアンドレール構想推進協議会外部団
体顧問就任（新井調査研究部長）

3月19日  所内セミナー「テクノロジーの変遷、Web、情報
流通」（ERINA 会議室、株式会社シアンス　佐
野直紀）

3月26日 ERINA理事会

※2月5～6日予定だったNICE（北東アジア経済発展国際会議お
よび日露エネルギー・環境対話）は新型コロナウイルスの影響により
延期となりました。
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今号は本来、「NICE（2020北東アジア経済発展国際会議イ
ン新潟および日露エネルギー・環境対話イン新潟）特集」の予定
だったが、新型コロナウイルスによる影響が刻一刻と拡大する中
で NICE の延期が決まり、そのため今号の発行も難しい状況と
なった。私事ではあるが、3月末で定年退職となる私にとっては、
最後の NICE 運営、最後の『ERINA REPORT (PLUS)』の
発行準備作業のはずだった。そんな中で、今号から新体制に入
る編集委員の皆が読みごたえのある論文を集めた上に、私に編
集後記を思う存分書けるようスペースを与えてくれた。感謝この上
ないことである。

およそ30年前の1989年11月、世界の東西を分かつ象徴だっ
たベルリンの壁が壊され、はるか日本海沿岸地域でも“ 冷戦の
海から平和の海へ ”という魅力的なフレーズとともに、新時代の
訪れが予感された。日本海に面した新潟など地方都市は、負の
イメージでしかなかった “ 裏日本 ” から脱する地域活性化の起爆
剤として、対岸地域との “ 環日本海交流 ” に注力し始めた。そう
した流れの中で1993年に ERINA が設立され、1998年に私が
入所した。

対岸地域との経済交流を活発にし、新潟の社会発展に貢献
したい、という気負いの中でERINAの仕事を始め、「北東アジア・
ビジネスメッセ」の開催、「にいがた食の陣」への出展、留学生
のための就職相談会「Job Fair」の開始など、当時でも今でも
ERINAらしいとはいえないような事業に手を染めたり、NICE の
前身である「北東アジア経済会議」の運営に関わったりしてきた。
2001年に東北経済連合会では初の北東アジアミッションをコー
ディネートさせていただき、その後、北海道・東北・北陸・中国の
四経連による北東アジア勉強会にも参加させていただいた頃が、
日本中でもっとも環日本海（北東アジア）との交流気運が盛り上
がった時期だったかもしれない。
『ERINA REPORT』の編集に関わることは想定していなかっ

たが、ERINA はもっと広報に力を入れないと多くの人に理解され
ないままになってしまう、と当時の吉田所長にお願いして2002年
に広 報・企 画 室を設 置していただいた 頃 から『ERINA 
REPORT』の編集に参加し、2006年には分不相応ながら調査
研究部長まで拝命してしまった。2011年に企画・広報部長に就き、
その後は気負いも次第に薄れつつ、61歳からの再任用期間を比
較的淡 と々過ごさせていただいた。

この四半世紀の間、対岸の中国東北地域、ロシア極東地域
の市場経済化は、中国沿岸部やロシア欧州部と比べて成熟が
遅れ、産業構造の課題も根強く残り、地方の環日本海交流は停
滞気味のまま現在に至っている。他方、中国は日本の7分の1だっ
た GDP が日本の3倍になるほど驚異的な発展を遂げ、「一帯一
路」による国際展開や「製造2025」による製造強国を図っている。
ロシアも豊富な天然資源を基礎にアジア太平洋地域への進出を
戦略化し、北東アジア全体としては世界経済の一翼を担うまでに
存在感を増してきた。こうした時代の潮流から落ちこぼれまいと、
地方の自治体や中小企業は必死に喘いでいるのが現状と言えよ
う。

思い返せば、「環日本海」という言葉は、単に「隣同士の国々
と友好を築こう」という意味で発せられたわけではない。日本と欧
州を最短距離で結ぶ航空路線は新潟上空から日本海上を通る。

東アジアと北米を最短距離で結ぶ航路も日本海上を通る。この
地理的な特長を生かし、新潟の国際的なアイデンティティを築こう
とした狙いが「環日本海」という言葉にはあった。

最近になって「環日本海に何の意味があるのか」「ERINAと
いう団体は何をやっているのかさっぱりわからない」という話を聞く
ことがある。ERINA の企画・広報部長としては忸怩たる思いだ
が、「環日本海に何の意味があるのか」などと言っている場合で
はない。日本国内で新潟県のアイデンティティが失われつつある
ことは、インバウンド観光客誘致の立ち遅れ、全国でも指折りの
人口転出数など、社会経済を映し出す諸データからも明らかであ
ろう。

同時に、対外に目を転じれば、環日本海という言葉が指す地
理的な範囲、経済的な意味合いが確実に変わっている。言葉通
りに日本海沿岸地域の環状集合体だけで物事を考えるには、世
界はあまりにグローバル化してしまった。

ERINA 自体、英語では北東アジア（Northeast Asia）経済
研究所である。私自身、最近は気候変動問題に関心を持っても
らえるようなテーマを心がけながら仕事をしてきた。もはや環日本
海どころか、北東アジアさえ飛び越えている。

時代は変わり、人は変わり、組織も変わる。すでに ERINA は、
北東アジア経済を専門とする研究所、シンク＆ドゥタンクとして世
界に活躍の場を広げている。環日本海、北東アジア、国際社会
の変化に応じて、ERINAも変わっていくことだろう。ERINAとい
う組織で働いてきた私は、この辺が潮時である。一個人として、
一市民として、一地球人として、これからの ERINAをそっと見
守っていこう。 （中村俊彦）
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